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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 2022年４月 2023年４月 2024年４月 2025年４月 2026年４月

売上高 (百万円) 316,247 358,742 399,824 456,804 647,834

経常利益 (百万円) 16,041 17,064 21,377 18,080 28,414

親会社株主に帰属す

る当期純利益
(百万円) 7,092 9,234 11,401 9,261 17,264

包括利益 (百万円) 7,126 9,446 11,781 9,611 19,031

純資産額 (百万円) 119,010 126,546 135,411 142,632 159,171

総資産額 (百万円) 212,461 231,750 249,409 311,921 509,647

１株当たり純資産額 （円） 3,385.51 3,599.47 3,866.55 4,063.53 4,523.45

１株当たり当期純利

益
（円） 201.47 262.87 324.64 264.32 491.62

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 56.0 54.6 54.3 45.7 31.2

自己資本利益率 （％） 6.0 7.5 8.7 6.7 11.5

株価収益率 （倍） 29.0 21.5 18.4 20.9 11.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 26,156 20,267 23,023 23,146 30,872

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △13,943 △22,292 △15,748 △65,920 △60,605

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △7,753 △11,237 △5,110 21,051 53,728

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 59,470 46,217 48,381 26,655 50,650

従業員数

（人）

9,568 10,651 11,474 13,009 17,332

［外、平均臨時雇用

者数］
(2,268) (2,294) (2,322) (3,358) (4,847)

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は第55期より株式給付信託（従業員持株会処分型）を導入しており、１株当たり純資産額の算定上、株式

給付信託が保有する当社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、１株当た

り当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 2022年４月 2023年４月 2024年４月 2025年４月 2026年４月

営業収益 (百万円) 11,452 12,801 14,121 17,694 19,776

経常利益 (百万円) 5,228 4,985 5,273 7,155 5,682

当期純利益 (百万円) 4,968 4,899 4,939 6,933 5,629

資本金 (百万円) 21,894 21,894 21,894 21,894 21,894

発行済株式総数 （株） 35,428,212 35,428,212 35,428,212 35,428,212 35,428,212

純資産額 (百万円) 78,237 81,258 83,516 88,137 92,021

総資産額 (百万円) 140,249 143,806 146,171 181,719 368,420

１株当たり純資産額 （円） 2,227.25 2,313.07 2,386.57 2,512.96 2,617.98

１株当たり配当額

（円）

55.0 60.0 80.0 80.0 100.0

（内１株当たり中間

配当額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利

益
（円） 141.15 139.46 140.65 197.89 160.31

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 55.8 56.5 57.1 48.5 25.0

自己資本利益率 （％） 6.4 6.1 6.0 8.1 6.2

株価収益率 （倍） 41.4 40.4 42.4 27.9 35.2

配当性向 （％） 39.0 43.0 56.9 40.4 62.4

従業員数

（人）

160 161 162 169 182

［外、平均臨時雇用

者数］
(39) (42) (48) (56) (56)

株主総利回り （％） 97.1 94.8 101.6 95.6 99.2

（比較指標：配当込

みTOPIX）
（％） (102.4) (114.1) (155.5) (155.1) (221.8)

最高株価 （円） 7,660 8,350 6,119 6,285 7,280

最低株価 （円） 5,480 5,210 4,023 4,175 5,015

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日の東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所（プ

ライム市場）におけるものであります。それ以前については、東京証券取引所（市場第一部）におけるもので

あります。

３．第57期の１株当たり配当額100円00銭については、2026年７月30日開催予定の定時株主総会の決議事項となっ

ております。

４．当社は第55期より株式給付信託（従業員持株会処分型）を導入しており、１株当たり純資産額の算定上、株式

給付信託が保有する当社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、１株当た

り当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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２【沿革】

年月 概要

1969年８月 札幌市北区において受託臨床検査を目的として資本金130万円にて株式会社第一臨床検査センターを

設立。

1981年11月 北海道旭川市に設立された株式会社第一臨床検査センターに資本参加。

1988年３月 株式会社第一臨床検査センター（旭川市）を吸収合併。

1988年10月 本社を札幌市東区に移転。

1989年５月 株式会社オータニを吸収合併し、ドラッグストアを承継。臨床検査事業を診断事業部、販売事業をリ

テール事業部（のちの物販事業部、現 リテール事業）とする事業部制を採用。

1993年５月 北海道旭川市に「第一薬局」（現 アイン薬局豊岡店）を開局し、薬局事業に参入。

1994年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

1994年５月 薬局名称を「アイン薬局」に統一。

1994年６月 東京都新宿区に子会社の株式会社アインメディカルシステムズ（現 株式会社アインファーマシー

ズ）を設立。

1995年５月 薬局事業を物販事業部（現 リテール事業）から分離し、医薬事業部（現 ファーマシー事業）を新

設。

1996年10月 ドラッグストア店舗名称を「アインズ」に統一。

1998年10月 臨床検査事業の全部を株式会社第一臨床検査センター札幌ラボラトリーに営業譲渡。

1998年11月 株式会社アインファーマシーズに商号を変更。

1999年２月 丸紅株式会社と株式会社アインメディカルシステムズ（現 株式会社アインファーマシーズ）との三

者間で、薬局事業に関する業務提携及び資本提携契約を締結。

2002年10月 株式会社アインメディカルシステムズ（現 株式会社アインファーマシーズ）が日本証券業協会に株

式を上場。

札幌市中央区に新業態のコスメ&ドラッグストア「アインズ&トルペ地下街店」を出店。

2002年11月 今川薬品株式会社と合併。

2004年１月 コスメ&ドラッグストア業態への事業集約のため、関東地区のドラッグストアを営業譲渡。

2004年９月 医療に関するコンサルティング及び情報誌を販売する株式会社メディウェルを子会社化（2007年４月

期より連結子会社）。

2006年４月 株式会社ホールセールスターズ（連結子会社）を設立し、ジェネリック医薬品の卸売業を開始。

2007年１月 株式会社ダイチク（現 株式会社アイン北陸）を子会社化。

2007年６月 株式会社あさひ調剤（現 株式会社アイン中央）を子会社化。

2008年６月 株式会社アインメディカルシステムズ（現 株式会社アインファーマシーズ）との株式交換により、

同社を完全子会社。

2008年８月 株式会社セブン&アイ・ホールディングスと業務提携及び資本提携契約を締結。

2009年４月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

2009年６月 株式会社セブン&アイ・ホールディングス、株式会社イトーヨーカ堂及び株式会社セブン-イレブン・

ジャパンと共同出資により、ドラッグストア運営会社「株式会社セブンヘルスケア」を設立。

2010年４月 東京証券取引所市場第一部指定。

2010年５月 札幌証券取引所に株式を上場。

2013年11月 本社を札幌市白石区に移転。

2015年９月 株式会社アユーララボラトリーズを子会社化。

2015年11月 持株会社体制への移行に伴い、商号を株式会社アインホールディングスに変更し、事業部門に関する

権利義務を連結子会社である株式会社アインファーマシーズに承継。

2020年３月 シダックス株式会社と業務提携契約を締結、同社子会社シダックスアイ株式会社（現 株式会社アイ

ンファーマシーズ）を子会社化。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分見直しにより、市場第一部からプライム市場へ移行。

2022年５月 株式会社ファーマシィホールディングス（現 株式会社ファーマシィ）を子会社化。

2024年８月 株式会社Francfrancを子会社化。

2025年４月 株式会社エーアンドエムを子会社化。

2025年８月 クラフト株式会社を子会社化。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は当社（株式会社アインホールディングス）、子会社48社及び関連会社１

社により構成されており、「第５　経理の状況　１．（1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント情報と同一

区分であり、当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　なお、当社は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との対

比で定められる数値基準については連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。

（1）ファーマシー事業

　当社は、調剤薬局の経営及び調剤薬局開設に係るコンサルティング等を行っております。

　子会社株式会社アインファーマシーズ、株式会社アイン北陸、株式会社アイン中央、株式会社ファーマシィ、株式

会社エーアンドエム、クラフト株式会社、さくら薬局株式会社ほか29社は、調剤薬局の経営を行っております。

　株式会社アインファーマシーズ、株式会社ホールセールスターズ及び株式会社エッセンシャルファーマは医薬品等

の販売、株式会社メディウェルは医療に関するコンサルティング業及び医師・薬剤師を中心とした人材紹介業を行っ

ております。

（2）リテール事業

　子会社株式会社アインファーマシーズほか３社は、コスメティックストアの経営等を行っております。

　株式会社アインファーマシーズほか２社は、ライフスタイルショップの経営等を行っております。

（3）その他の事業

　子会社株式会社アインファーマシーズ、株式会社アユーララボラトリーズは化粧品等の販売を行っております。

　株式会社アインファーマシーズは、飲食料品等の販売を行っております。

　株式会社アインファーマシーズほか３社は、建物の賃貸等を行っております。
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事業系統図

　　　　なお、ファーマシー事業は、処方箋に基づき調剤を行う保険調剤薬局事業を行っております。

　保険調剤薬局では、医療機関が交付した処方箋に基づく調剤、投薬等の役務の提供は患者本人に対して行っ

ておりますが、医療費は、患者が直接自己負担するものと支払基金が負担するものに分かれます。

　支払基金からの給付分については、保険薬局事業を行う各社が、各都道府県の国民健康保険団体連合会（患

者が国民健康保険に加入の場合）や社会保険診療報酬支払基金（患者が民間企業等に勤務している場合）等か

ら受領しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の兼任

営業上の取引
当社役員
（人）

当社従業
員（人）

連結子会社        

㈱アインファーマシーズ 札幌市白石区 100
ファーマシー事業

リテール事業
100.0 6 2 経営管理業務の受託

㈱アイン北陸 新潟市中央区 10 ファーマシー事業 100.0 3 1 経営管理業務の受託

㈱アイン中央 東京都渋谷区 10 ファーマシー事業 100.0 3 2 経営管理業務の受託

㈱ファーマシィ 広島県福山市 50 ファーマシー事業 100.0 3 － 経営管理業務の受託

㈱エーアンドエム 新潟市中央区 10 ファーマシー事業 100.0 1 2 経営管理業務の受託

クラフト㈱ 東京都千代田区 1 ファーマシー事業 100.0 1 3 経営管理業務の受託

さくら薬局㈱ 東京都千代田区 1 ファーマシー事業 100.0 1 3 経営管理業務の受託

㈱ホールセールスターズ 東京都渋谷区 50 ファーマシー事業 100.0 1 2 経営管理業務の受託

㈱メディウェル 札幌市中央区 208 ファーマシー事業 100.0 1 3 経営管理業務の受託

㈱Francfranc 東京都港区 100 リテール事業 100.0 1 3 経営管理業務の受託

㈱AIN-AG1 東京都渋谷区 0 持株会社 100.0 1 1 資金の貸付

㈱AIN-AG2 東京都渋谷区 10 持株会社 100.0 1 1 資金の借入

その他32社        

（注）１．主要な事業の内容欄には、報告セグメントの名称を記載しております。

２．㈱アインファーマシーズ、㈱アイン中央、㈱ホールセールスターズ及び㈱AIN-AG2は特定子会社であります。

３．クラフト㈱は債務超過会社で債務超過の額は、2026年３月末時点で57,067百万円となっております。

４．㈱アインファーマシーズ及びクラフト㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。２社の主要な損益情報等は以下のとおりであります。

  株式会社アインファーマシーズ クラフト株式会社

（1）売上高 （百万円） 392,352 79,119

（2）経常利益 （百万円） 14,807 8,267

（3）当期純利益 （百万円） 8,789 7,321

（4）純資産額 （百万円） 59,393 △57,067

（5）総資産額 （百万円） 231,240 45,389
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）経営方針

当社グループは、処方箋に基づき調剤を行う調剤薬局を運営するファーマシー事業と、コスメを中心とした商品を

販売するコスメティックストア「アインズ&トルペ」及び家具やインテリア雑貨を企画・製造・販売するライフスタ

イルショップ「Francfranc」を運営するリテール事業を主として展開しております。いずれも人々の健康や生活に関

与していることから、社会的に重大な責務を負っております。

近年、社会環境の変化により、生活者のニーズや価値観が多様化しており、当社グループを取り巻く事業環境にお

いても、「健康でありたい」「自分らしくありたい」というニーズは多様化かつ高度化していることから、これらに

柔軟かつ的確に対応することが、企業の持続的成長にとって極めて重要であると認識しております。

当社グループは、これまで培ってきた知見とサービスを通じて、人々の健康と生活に貢献することを使命としてお

ります。今後も、社会課題の変化に対応し、お客様の期待に応えるとともに、自律的な変革と持続可能な事業成長を

実現することで、「この街にアインがあってよかった」とステークホルダーの皆様に実感いただけるよう、企業とし

ての社会的責任を果たしてまいります。

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

り、様々な要因により実際の結果と異なる可能性があります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、積極的な出店による企業規模の拡大を推し進めるとともに、資本効率を向上させ、企業価値を高

めることを重要視しております。当社グループでは2025年３月に中長期ビジョン「Ambitious Goals 2034 １兆円へ

の果敢なる挑戦と革新の10年」を発表いたしました。変化が激しい市場環境下でも中長期的に成長を続けるために事

業別ビジョンを設定し、2034年４月期に売上高１兆円、EBITDA1,000億円、EBITDA margin10.0%、ROE13.5％の達成を

目標としております。

（３）中長期的な経営戦略

ファーマシー事業は、「規模と効率化で持続可能な次世代薬局を創出」を中長期の事業別ビジョンとして設定して

おります。積極的な出店とM&Aの活用により、事業規模の拡大を図るとともに、DX推進や抜本的な運営改革による効

率化を進めており、地域のインフラとして継続的な医療サービスの提供と、患者サービスのさらなる拡充を実現する

次世代薬局創出に向けて取り組んでまいります。

また、教育研修の充実をはじめ、ICT技術を応用した調剤技術の開発導入により、患者様に対する安全性の確保、

サービス・業務効率の向上に努めるとともに、DX推進を通じ患者様に多様なサービスを提供することで付加価値の向

上と事業基盤の強化を進めてまいります。

リテール事業は、「洗練された価値を発信するコンセプトストアの追求」を中長期の事業別ビジョンとして設定し

ております。アインズ&トルペでは、コスメを中心とした独自性のある商品構成とすることで、他のドラッグストア

との明確な差別化を図っており、Francfrancでは、家具やインテリア雑貨の企画から製造・販売まで一貫して行うこ

とで、デザインの多様性やスタイリングの自由度を確保しつつ、ライフスタイルに応じた高付加価値な商品を提供し

ております。両ブランド双方の強みを活かしたシナジーを発揮するとともに、親和性の高い業態のM&Aを含めた更な

る拡大を目指してまいります。

両事業における積極的な事業規模拡大のために、人的資本投資が不可欠であり、優秀な人材の確保及び女性の活躍

推進等のため、働きやすい職場環境の整備に取り組むとともに、企業の持続的な成長と、社会・環境・経済価値を創

出し、サステナビリティ経営の実現に取り組んでまいります。
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（４）経営環境及び優先的に対処すべき課題

ファーマシー事業においては、2021年８月より特定の機能を有する薬局として都道府県知事が認定する認定薬局制

度、2022年４月より導入されたリフィル処方箋やオンライン服薬指導の要件の緩和、2023年１月より開始された電子

処方箋への対応、2024年10月より導入された後発医薬品がある先発医薬品（長期収載品）の選定療養等、調剤薬局を

取り巻く環境は変化しております。これらにより、患者ニーズが多様化していく中で、より質の高い患者サービスの

提供や「かかりつけ薬剤師・薬局」としての地域医療貢献が求められており、調剤薬局の役割と責任は更に大きいも

のとなっております。

2025年８月に首都圏や関西圏、東海地方を中心に調剤薬局を展開する「さくら薬局グループ」がグループ入りしま

した。相互の事業ノウハウを融合することで薬剤師の専門性を一層強化し、在宅医療へ積極的に参画するとともに、

「公式アプリ いつでもアイン薬局」を通じ、患者様が住み慣れた地域で安心して薬物治療を継続していただける環

境を提供してまいります。また、新規出店・M&A等による事業規模の拡大を推し進め、スケールメリットを最大限に

活用した事業戦略を継続いたします。

リテール事業においては、物価上昇や人件費の高騰に加え、デジタル技術の進展による顧客接点の多様化が進んで

おります。また、消費者ニーズの個別化・高度化が進む中、収益性の向上と顧客体験の強化を両立する取り組みが求

められております。

2024年８月にライフスタイルショップ「Francfranc」がグループ入りいたしました。Francfrancは家具やインテリ

ア雑貨の企画・製造・販売まで一貫して行うことで、多彩なデザインと自由なスタイリングで心地良い毎日の提案を

行っています。また、コスメティクストア「アインズ&トルペ」ではコスメを中心とした独自性のある商品構成によ

り、自分らしいライフスタイルの実現に貢献しております。両ブランドにおけるシナジーの発揮や集客が確実に見込

める好立地への新規出店、EC対応の強化、顧客ニーズに合った商品の展開等によるブランド力向上のための投資を推

進するとともに、コスト適正化を進めてまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（1）サステナビリティ

　国連サミットでの持続可能な開発目標SDGs（Sustainable Development Goals）の採択等、国際社会が変化する

中、企業の長期的な成長のためには、サステナビリティの取り組みがさらに強く求められております。

　サステナビリティを巡る課題への対応は、グループ・ステートメント（企業理念）に掲げる「すべてはお客さま

の元気と笑顔のために」に通じ、これまでも当社グループでは、かかりつけ薬剤師・薬局や健康サポートを通じた

地域医療への貢献や、日常をより豊かにするライフスタイルの提供等に取り組んでまいりました。

　当社グループは、社会の持続可能な発展に貢献することで、企業の持続可能な発展を実現するサステナビリティ

経営を推進しております。

①ガバナンス

　サステナビリティへの対応を深化させ、当社グループ全社で横断的に推進するため、取締役会承認のもと、

「サステナビリティ委員会」を設置しております。サステナビリティ委員会では、委員長を代表取締役社長と

し、各本部長及び主要各子会社社長等で構成し、当社グループのサステナビリティ推進の方針や施策の策定、推

進体制の構築と整備、重要指標のモニタリング等を行い、経営トップのコミットメントのもと、サステナビリ

ティ経営のさらなる強化を図っております。

②リスク管理

　サステナビリティ関連のリスク及び機会の管理については、サステナビリティ委員会において、重要指標のモ

ニタリング等を実施し、検討・議論しております。さらにサステナビリティ委員会において検討・議論された内

容については、取締役会に報告し、取締役会が取り組み状況の監督を行っております。

③戦略

＜アイングループのCSR・サステナビリティ経営方針＞

　「すべては、お客さまの元気と笑顔のために」

　アイングループは、人々の健康や日常の豊かさに貢献する事業を通じ、グループ・ステートメントでもある

「お客さまの元気と笑顔」を実現し続けるため、良識と倫理観を持った企業活動を行ってきました。これから

も、お客さまをはじめ多様なステークホルダーの皆さまのことを考え、自ら変化し行動することで、企業の持続

的な成長と、社会・環境・経済価値を創出し、サステナビリティ経営を実現します。

＜７つの重要課題（マテリアリティ）＞

　将来目指す社会からのバックキャスティングと、当社グループの価値観に基づく事業戦略等からのフォアキャ

スティングの両軸から、社会課題を幅広く把握し、マテリアリティ分析の対象とする課題群を整理しました。ま

た、ISO26000や国連グローバル・コンパクト、国連SDGs等のグローバルな議論の動向を踏まえ、さらに、世界や

日本、業界特有の社会的課題を包括的に抽出したうえで、「挑戦すべき機会」と「対応すべきリスク」の２つの

観点から「自社における重要度」及び「ステークホルダーにおける重要度」を判定し、サステナビリティ委員会

にて協議・検討を進め、取締役会での議論を経て、７つのマテリアリティを特定しております。なお、当社グ

ループのマテリアリティは2020年に特定し、2025年に見直しを行っております。
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マテリアリティ ありたい姿（KGI） 主な取り組み

1.地域医療への貢献

CSV課題（S）※

高齢化及び医療の高度化により薬物治療が複雑

化する中、地域住民の平等かつ持続的な、健康

で豊かな生活の実現に貢献している

・質の高い医療の推進と医療費抑制に貢献する

ため、患者さまの服薬情報を一元的かつ継続

的に把握し、医薬品の適正使用の推進や重複

投薬・相互作用の 防止等に取り組む「かかり

つけ薬剤師・薬局」機能の充実を図る

・高齢化の進展に伴い高まる在宅医療ニーズに

対応し、通院が困難な患者さまに対して、薬

剤師による継続的な薬学的管理及び服薬支援

を提供する

2.日常をより豊かに

するライフスタイル

の提供

CSV課題（S）※

洗練された商品を楽しく選べる場を提供し、現

代社会において高感度なライフスタイルの実現

に貢献している

・トレンドやニーズ、立地に応じた新鮮なコス

メ&ビューティアイテム・インテリア&雑貨ア

イテムを取り揃えた店舗展開で、人々のエン

パワーメントと「自分らしい」日常の実現に

貢献する

3.安全・安心と信頼

事業プロセス課題

（S）※ 個人情報保護を含めた安全と安心を最優先に商

品・サービスを提供し、患者さま・お客さまと

強い信頼関係を築いている

・医薬品の提供に関連する全過程において、安

全と安心の提供が根幹的に重要であることを

全社員が認識、理解して行動する

・患者さま・お客さまの求める価値提供のため

に、個人、店舗の環境が整っており、社会的

なニーズに沿った、商品・サービスを提供す

る

4.環境保護・負荷低

減

事業プロセス課題

（E）※

事業活動にかかわる地球環境の持続可能性を追

求し、環境保護に努めるとともに、環境負荷の

最小化に取り組んでいる

・グループ全体の温室効果ガス排出量を一定の

精度で把握し、各取り組みの削減効果を可視

化する

・廃棄物の発生を抑制し、コスト削減を図ると

ともに、省資源に貢献する

5.社員の成長と活躍

経営基盤課題

（S）※ 心身ともに健康で、多様に活躍できる環境を創

造し、社員の自律と成長を支援することで、企

業価値向上を実現している

・グループ全体で自ら学び続ける文化を浸透さ

せ、社員一人ひとりの能力を最大限発揮する

教育研修の体制を整備する

・性別、年齢、国籍、宗教、出身、障がい、性

的指向等にかかわらず互いを認め合える企業

風土の中で多様な働き方やキャリア形成を通

じたイノベーションを創出する

6.健全な経営基盤

経営基盤課題

（G）※

誠実、公正な企業文化の継承と、すべての人の

人権を尊重する姿勢を共有価値とし、組織の結

束が強化されている

・人権尊重の企業文化の定着と、各ステークホ

ルダーの人権リスクに対する包括的な取り組

みを推進する

情報セキュリティをより強固にし、確実な運用

でAX（AIトランスフォーメーション）の推進に

よる業務の効率化と企業価値向上に貢献してい

る

・教育研修により事業部主体のAX（AIトランス

フォーメーション）推進による業務の効率化

と企業価値向上を図る

グループ全体のコーポレート・ガバナンスを強

化し、透明性が高く健全な経営を行っている

・取締役会の実効性評価で課題を抽出し、改善

するPDCAサイクルを継続的に実施するととも

に、コーポレートガバナンス・コード改訂対

応により、取締役会の監督機能を強化する

7.地域社会・取引先

との連携

地域社会・お取引先

との連携課題

（S・E）※

地域とのコミュニケーションとサプライチェー

ンとの協働により、さらなる価値向上を実現し

ている

・地域社会との調和と共生を目指し、地域活動

の習慣化により、社会貢献を実現する

・サステナブル調達を通じて、サプライチェー

ン全体で継続的にサステナビリティ活動を推

進する

※（　）内のESGは、Environment（環境）、Social（社会）、Governance（ガバナンス）を指しております。
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④指標及び目標

＜マテリアリティにおける重要指標（KPI）とAspirational Goal［2031年4月期に向けた挑戦的な目標］＞

　当社グループは、挑戦的な目標の達成を目指すことで、企業の持続的な成長と、社会・環境・経済価値を創出

し、サステナビリティ経営を実現してまいります。

マテリアリティ 重要指標（KPI）
Aspirational Goal

［2031年4月期に向けた挑戦的な目標］

1.地域医療への貢献

・かかりつけ薬剤師が在籍している

薬局の割合
・100%

・在宅医療の対応割合*1 ・10%

2.日常をより豊かにするライ

フスタイルの提供

・さらなる提供価値拡大のための積極的な

店舗展開

・アインズ＆トルペ 175店舗

・Francfranc 210店舗

 

3.安全・安心と信頼

・医療安全上の危険予知に関する研修・

勉強会・店舗活動等の実施状況
・全薬局にて12回以上/年

・お客さま満足度調査における最高評価の

店舗*2割合
・50%以上

4.環境保護・負荷低減

・Scope1・2におけるCO₂（GHG）排出量の

削減率*3
・30%

・医療用医薬品の廃棄率 ・0.025%

5.社員の成長と活躍

・役職毎に必要な能力を習得するための

階層別研修の受講率
・100%

・部長及び課長ポジションの後継者候補の

女性割合
・50%

6.健全な経営基盤

・お取引先さまを含むバリューチェーンの

人権デューデリジェンス（人権DD）の定

期的な実施

・年1回

・AIによる社員一人あたりの間接業務時間

の削減率*4

・12.5%

 

・取締役会実効性評価結果 ・全項目4点以上

7.地域社会・取引先との連携
・健康サポート薬局※5認定率 ・50%

・お取引先さま説明会の参加率 ・100%

*1 年間の処方箋総受付回数に占める在宅医療対応の割合

*2 アインズ＆トルペ

*3 基準年（2022年4月期）排出量に対する削減率

*4 基準年（2025年4月期）間接業務時間に対する削減率

*5 健康サポート薬局：厚生労働大臣が定める一定の基準を満たしている薬局。かかりつけ薬剤師・薬局の基本的な機能を備えた薬局のうち、

さらに地域住民による主体的な健康の維持・増進を積極的に支援する薬局のこと

※詳細は、下記アイングループ公式ウェブサイト「アイングループのサステナビリティ」ページよりご確認ください。また、見直す前の

マテリアリティ（2022年4月期～2025年4月期の5年間）の取り組みと直近の実績もご確認いただけます。

https://www.ainj.co.jp/corporate/sustainability/about/

（2）気候変動への対応（TCFD*1提言への取り組み）

　当社グループは、環境保護・負荷低減を重要課題（マテリアリティ）のひとつと認識しております。中でも気候

変動課題は年々深刻化しており、持続可能な社会実現のためにも重要な項目のひとつであると考え、2022年４月に

は、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の最終報告書（TCFD提言）に賛同しています。また、TCFD提言

が推奨する４つの開示項目について、次のとおり整理し、設定しております。

*1 TCFD：「気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」の略。G20 財務大臣

及び中央銀行総裁の意向を受け、金融安定理事会（FSB）が設置。2017年６月に最終報告書「TCFD提言」を公表

①ガバナンス

　気候変動課題、また気候変動課題に対するリスク管理や戦略、目標の設定等については、サステナビリティ委

員会のもとに気候変動対応チームを設けて、データ集計や原案策定等にあたらせ、これを同委員会において議論

し確定しております。サステナビリティ委員会は、グループ全社で横断的にサステナビリティ経営を推進するた

め、取締役会承認のもと設置された組織です。委員長を代表取締役社長とし、各本部長及び主要各子会社社長等

で構成され、議論した内容については、取締役会に報告（年１回以上）し、取締役会が重要事項の決定と、同委

員会の取り組みの監督を行っております。
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②リスク管理

　サステナビリティ委員会のもとに設けている気候変動対応チームが、関連各部門と協議の上、全社的なリスク

の洗い出し（リスク評価）を行っております（年１回以上）。取り組み、KPI、進捗等についても、気候変動対

応チームが関連各部門と連携して適正な管理（リスク管理）を行うことで、目標の達成を目指しております。

　また、気候変動対応チームが主導するリスク評価・管理の内容は、グループ全社の横断的課題を統括するサス

テナビリティ委員会に報告してグループ全体の共通認識とし、さらなる議論と検討を進めております。

③戦略

＜当社グループにおける重要なリスク・機会の特定＞

　気候変動にともなうリスク及び機会には、低炭素社会への移行によって引き起こされるもの（移行リスク・機

会※2）と、極端な気象現象の過酷さと頻度の増加や海面上昇その他の長期的な気象パターンの変化によって引き

起こされるもの（物理リスク・機会※3）が考えられます。当社グループにかかわるすべてのリスクと機会項目の

洗い出しを行った後、その中でも重要な影響を与えるリスクと機会を、次のとおり整理いたしました。

 

  当社グループにおける重要なリスク・機会

移行リスク

・機会※2

政策・規制・法
1.温室効果ガスに関する規制強化

2.その他エネルギー・資源に関する規制強化

市場と技術の転換 3.省エネルギー対策・再生エネルギープログラムの推進

評判
4.ステークホルダー（責任ある行動に対する期待と懸念）

5.お客さま・患者さま意識・行動の変化

物理リスク

・機会※3

急性
6.異常気象の激甚化（台風、ゲリラ豪雨等風水害）

7.気候変動に起因する感染症の流行

慢性 8.降水・気象パターンの変化（平均気温上昇、海面上昇）

※2 移行リスク・機会：低炭素社会への移行によって引き起こされるリスクと機会

※3 物理リスク・機会：気候変動をともなう、極端な気象現象、またその過酷さや頻度の上昇、海面上昇等の長期的な気象パターンの変

化等によって引き起こされるリスクと機会

＜シナリオ分析＞

　当社グループの売上高の８割以上を占めるファーマシー事業の調剤薬局国内全店舗と、リテール事業のアイン

ズ&トルペ国内全店舗を対象として、IPCC※4（気候変動に関する政府間パネル）等が想定する複数のシナリオに

基づき、考えられる気候変動に関連する移行リスク・機会、物理リスク・機会を幅広に検討いたしました。特に

重要なリスクと機会における影響の分析に着手しております。

シナリオ
２℃シナリオ ４℃シナリオ

SSP１ RCP2.6　IEA SDS SSP５ RCP8.5　IEA STEPS

対象事業
ファーマシー事業の調剤薬局国内全店舗、

リテール事業のアインズ&トルペ国内全店舗

対象期間 2030年、2050年

※4 IPCC：「気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）」の略。WMO（世界気象機関）とUNEP（国

連環境計画）のもとに設立された組織。195の国・地域が参加。各国政府の気候変動に関する政策に科学的な基礎を与えることを目的

とし、気候変動に関する最新の科学的知見(出版された文献)についてとりまとめた報告書を作成

＜事業インパクトの評価＞

　2030年+２℃の世界では、低炭素・脱炭素が推進されることにより、特に温室効果ガスに関する規制強化（主

に炭素税の課税や排出量取引制度等）の移行リスクが高まる可能性が考えられます。

　当社グループのCO2（GHG）排出量（Scope１・２）の多くは、電力に由来するものです。よって、電気使用量

や調達時の価格・CO2排出係数等により、追加のコストが発生する可能性があります。ただし、省エネルギー・

再生エネルギーの取り組みによって、炭素税による影響を最小限にするとともに、電気使用量を削減すること

で、財務、事業戦略等に重大な影響を及ぼさないことを確認しております。

　そして2030年+４℃の世界では、異常気象の激甚化・気象パターンの変化（店舗・事業所の被災やパンデミッ

ク発生等）による物理リスクが高まる可能性が考えられます。
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　当社グループでは、いかなる状況下においても、社員の生命及び健康を守り、医薬品及び医療サービスの提供

を遂行することが、地域のインフラのひとつとして、期待・要請されている役割であると認識しております。こ

の役割を果たすためにも、災害対応については、BCPの強化・継続改善をはじめ、全社員・またその家族の安否

報告訓練や避難訓練、物流強化等、気候変動に適応するための取り組みを推進しております。今後は、さらにリ

スクの高い地域・店舗の分析を進め、さらなる災害対策を検討します。

　また、気候変動を起因とする感染症等が流行した場合、特にファーマシー事業においては、処方箋応需枚数等

に影響を受ける可能性があります。自然災害における対応と同様、医療サービス提供のための体制づくりを強化

してまいります。

　このように、増大するリスクを見通した対策を進めることにより、財務・事業戦略等へ重大な影響を及ぼさな

いよう、備えることが可能であると考えております。同時に、さらにレジリエンスの強化・向上を図ることが、

お客さまや患者さま、地域住民の方等が必要とする医療の継続提供につながり、事業の発展に大きく貢献すると

考えております。

④指標及び目標

　当社グループは、2050年カーボンニュートラル(自社の事業活動にともなう、CO2（GHG）排出量（Scope１・

２)の実質ゼロ）の実現に向けて積極的に取り組むこととし、気候変動の評価指標として、CO2（GHG）排出量と

再生エネルギー由来電力への転換率等を選定しました。さらに2030年度目標として「CO2（GHG）排出量（Scope

１・２）2021年度比 30％削減」、「再生エネルギー由来電力への転換率 30％」を設定しております。また

Scope３の排出量の削減に向けては、卸会社と協業した取り組み「医療用医薬品の配送回数の削減のトライア

ル」等を実施しております。

　今後も、TCFD提言に基づく情報開示の充実を図るとともに、気候変動に関わる政策や法規制の制定等の変化に

も対応した、事業戦略・気候変動の緩和策及び適応策の実施を進めてまいります。気候変動課題に適切に対応す

ることで、ステークホルダーの皆さまの期待や要請にお応えし、企業の持続的な成長と、社会・環境・経済価値

を創出するサステナビリティ経営を実現してまいります。

指標
あるべき姿

2030年度目標

グループ全体のCO2（GHG）排出量を把握し、適切に管理・

監督ができる業務体制を構築する

（１）Scope１・２におけるCO2（GHG）排出量

（２）Scope３※5におけるCO2（GHG）排出量

Scope１・２における

CO2（GHG）排出量

削減率　30％※6

カーボンニュートラル実現に向けて、適切な目標

設定と取り組みを実施する

・再生エネルギー由来電力への転換率

30％※7

※5 Scope３：Scope３とは、Scope１、Scope２以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)のこと

※6 基準年（2022年4月期）排出量に対する削減率

※7 基準年（2022年4月期）使用電力全体に対する再生エネルギー転換率

＜CO₂（GHG）排出量（グループ全社）実績＞

2026年４月期 排出量（千t-CO₂）

Scope１ 1.9

Scope２ 27.3

Scope３ 1,191.3

※詳細は、下記アイングループ公式ウェブサイト「環境 気候変動課題への対応（TCFD）」ページよりご確認ください。

https://www.ainj.co.jp/corporate/sustainability/environment/climate-change.html
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３【事業等のリスク】

　当社グループは、使命及び社会的責任を自覚し、自然災害の発生や法令・規則等違反・不祥事の発生等の緊急事態に

際し、ステークホルダー（顧客・従業員・株主・地域社会等）に及ぼす影響や被害を最小化するとともに、適時的確な

情報発信を通じて安心と信頼の回復に努めることを基本としております。

　当社グループのコンプライアンス推進体制及びリスク管理体制の詳細は、「第４　提出会社の状況　４コーポレー

ト・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの概要　③企業統治に関するその他の事項」に記載のとお

りであります。

（１）リスクマネジメント推進体制

　当社グループ全体を俯瞰した一元的なリスク管理の実現と事業環境の変化により生じる新たなリスク事象の見落とし

を防止し、網羅的なリスク管理の実現を目的としてリスクマネジメント委員会を設置しており、６か月に１回をめどと

して定期的に開催し、全社的なリスクマネジメントの策定及び実施を管理するとともに、主にリスク項目・評価の見直

しや各リスク担当部署における進捗管理を行うものとしております。現在のリスクマネジメント委員会は、委員長を代

表取締役社長とし、副委員長を取締役（サステナビリティ推進本部長）、委員をグループ会社社長や各部署の責任者と

して構成し、事務局はリスクマネジメント室としております。また、リスクマネジメント委員会において検討・議論さ

れた内容については、取締役会に報告し、取締役会が取り組み状況の監督を行っております。

　リスクマネジメント推進体制図は以下の通りであります。

 

（２）リスクマネジメントのPDCA

　当社グループでは、年度ごとに社会情勢や環境変化を分析の上、新たに生じる恐れのあるリスクを検討したうえで、

「影響度」「発生頻度」の二軸で評価をし、重大なリスクを特定しております。特定された重大なリスクについては、

各リスク担当部署がリスクの予防・対応のための計画を立案し、リスクマネジメント委員会において計画の審議・承認

と実行状況のモニタリングを行っております。また、取締役会に報告し、取締役会が取り組み状況の監督を行っており

ます。
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（３）重大なリスクの内容と対応策

各種規制及び法制度等の変更に関するリスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜ファーマシー事業＞

①ファーマシー事業の収入は、処方箋に基づき医療用医薬品を調合投与する調剤行為であ

り、その薬剤の価格（薬価）及び報酬額は、厚生労働省により定められております。ま

た、国民医療費の抑制策として、診療報酬及び薬価の改定が段階的に実施される傾向にあ

ります。今後においても、診療報酬制度等の改定により収益構造が変化することで、当社

グループの財政状況及び経営成績が影響を受ける可能性があります。

②一般用医薬品の販売については、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律（以下、「医薬品医療機器等法」といいます。）によってリスク区分に応じ

て要指導医薬品及び第１類医薬品は薬剤師のみが、第２類医薬品及び第３類医薬品は薬剤

師または登録販売者が販売しなければならないと規制されております。今後においても、

医薬品販売に係る規制緩和の動向により、異業種の同事業への参入等、当社グループの経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

③ファーマシー事業の社会保険診療に関する調剤売上は、消費税法上非課税となりますが、

一方で、医薬品等の仕入には消費税が課税されております。この結果、当社グループが負

担することとなる消費税は、調剤売上原価に計上しております。過去の消費税の導入・改

定及び調剤報酬改定時には、消費税率の上昇分が薬価の改定において考慮されておりまし

たが、今後、消費税率が改定され、その影響が薬価に反映されない場合は当社グループの

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

リスク対応策

・関連する規制や法制度の変化を見据えた事業戦略の策定

・全国薬局長会議における事業戦略の周知

・外部環境のモニタリング

・規制緩和時に想定される異業種を含む競合他社の分析
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コンプライアンスリスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜全社＞

当社グループは、ファーマシー事業及びリテール事業を主として展開しており、いずれも

人々の健康及び生活を担う性質上コンプライアンスを最重視した健全かつ透明な事業活動を

継続することが、不可欠と認識していることから、コンプライアンス委員会を中心としたコ

ンプライアンスの徹底に注力しております。しかしながら、贈収賄等の腐敗行為や、不正競

争、虚偽報告、人権侵害をはじめとするコンプライアンス違反が発生した場合やその対応が

不十分であった場合、財政状態及び経営成績に影響を及ぼし、かつ社会的信用を失墜させる

可能性があります。

＜ファーマシー事業及びリテール事業＞

ファーマシー事業は、医薬品医療機器等法、健康保険法、薬剤師法をはじめとした各種許認

可、免許、登録、届出等により、厚生労働省及び都道府県保健福祉部の監督の下、調剤薬局

を営業しております。また、リテール事業においても、同様に医薬品医療機器等法に基づく

医薬品の販売を行っております。

万一、当社グループのファーマシー事業及びリテール事業において、健康保険法等で規定さ

れている報酬請求における不正行為や、医薬品医療機器等法第75条第１項、健康保険法第80

条各号及び麻薬及び向精神薬取締法第51条第１項等に規定される法令違反等に該当する行為

があり、監督官庁から業務停止命令及び取消し等を受けた場合には、当社グループの経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

リスク対応策

＜全社＞

・健全な企業風土を堅持するための経営陣・管理職による情報発信

・社外役員の視点を組み込んだPDCAサイクルの確立

・社内規程・マニュアル・FAQ等の充実

・役職員に対する周知・研修の充実

・リスク管理の実効化

・内部通報制度の適切な運用

・内部監査機能の強化

＜ファーマシー事業及びリテール事業＞

・調剤報酬改定時における社内説明会の実施

・業務マニュアルの整備

・管理薬剤師を対象とした研修

・業務知識確認テストの実施
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業務品質リスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜ファーマシー事業＞

ファーマシー事業では、人体に影響を及ぼす医療用医薬品を薬剤師が扱っており、調剤過誤

による医療事故を引き起こす可能性を内包しております。当社グループは、医療事故が会社

の社会的信用を著しく失墜させる可能性があるものと認識し、あらゆる側面から、当該リス

クの回避に向けた取り組みを最重要課題と位置づけております。

＜リテール事業＞

当社グループのリテール事業が取り扱う化粧品、インテリア雑貨、電化製品などは、消費者

の日常生活空間で使用される製品であり、転倒による事故、火災リスク、有害物質の放出、

設計上の欠陥などにより、消費者に重大な人身事故をもたらす可能性を内包しております。

特に、発火などが発生した場合、消費者の生命財産に対する甚大な被害のみならず、「安全

性の低い商品を販売する企業」というネガティブなブランドイメージが形成され、企業の社

会的信用を著しく失墜させる可能性があります。

リスク対応策

＜ファーマシー事業＞

・新卒採用薬剤師及び中途採用薬剤師を対象とした入社時研修制度

・勤務薬剤師のスキルアップを目的とした継続的な研修制度

・管理者育成のため、全薬局長が出席する薬局長会議の実施

・調剤業務に関する自社マニュアルの利用及び内部監査機能の強化

・調剤過誤防止対策を専門に扱う安全対策部の設置

＜リテール事業＞

・全製品について必要な安定性・安全性試験の実施

・稼働工場の年1回以上の監査実施

・新規製造製品の生産立ち合い

 
 

経営戦略リスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜ファーマシー事業＞

ファーマシー事業は、今後も調剤薬局を主軸とした多店舗展開を継続する方針であります。

したがって、M&Aを含む調剤薬局の出店政策の成否や同業他社の出店動向により、当社グ

ループの経営成績は影響を受ける可能性があります。

＜リテール事業＞

リテール事業は、今後も既存店の最適化と新規出店による多店舗展開を継続する方針です。

しかし、異業種からの新規参入などの競争環境の激化により、当社の競争優位性が低下する

可能性があります。また、消費者ニーズの急速な変化に対応できない場合、当社グループの

経営成績に悪影響を与える可能性があります。

リスク対応策

＜ファーマシー事業＞

・監視指標（KPI）、トリガー基準、対応戦略、ローリング体制の構築により、市場変化の

先読みと経営判断への直結、さらには迅速に対応策を実行する体制・持続的な競争優位性

の確保

＜リテール事業＞

・顧客アンケートによる満足度調査

・外部環境・競合の定期的な分析
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雇用・労務リスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜全社＞

①当社グループは、ファーマシー事業及びリテール事業の優位性を確保し継続的に成長し続

けていくためには、多様な人材の確保や育成が不可欠と認識しております。人材の確保や

育成・評価の不備、また、エンゲージメントの低下により、人材の流出等により人材の不

足が発生し、優位性が低下した場合には、当社グループの出店計画及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

②安全衛生管理体制の不備やメンタルヘルスケアの不十分さにより、従業員の心身の健康が

損なわれた場合、生産性の低下、職場のエンゲージメント悪化、さらには離職率の増加に

つながり、人材確保の困難さが増す恐れがあります。

 

リスク対応策

・エンゲージメントサーベイにて低値部署への状況把握と改善対応

・評価面談の運用徹底、運用ルールの周知や評価面談未実施者へのフォロー

・社員の健康管理のため、新入社員へのアンケート・フォロー面談の実施や全社員向けのメ

ンタルヘルス研修の実施

 

情報セキュリティリスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜全社＞

テレワーク等働き方の多様化や、クラウドやモバイル利用機会の増加により、サイバー攻撃

のリスクは近年一層高まっており、その手口も巧妙化しております。お客さま・患者さまか

らお預かりした情報をはじめ、当社グループが保有する情報資産をあらゆる脅威から保護

し、適切な安全管理を実現するため、情報セキュリティに取り組むことは極めて重要な責務

であると認識しており、社内の情報セキュリティ体制の確立と遵守を図り、社会から信頼さ

れる企業として発展していくことを目的として社内の情報セキュリティ管理体制を構築して

おります。しかしながら、情報セキュリティ対策や従業員の危機意識が不十分だった場合、

重要情報の漏えいやデータの破壊・改ざん、乗っ取り、システム・サービスの停止等が発生

し、当社グループの経営成績のみならず社会的信用を失墜させる可能性があります。

リスク対応策

・ネットワークへの不正侵入防御や適切なアクセス制御等の複数階層での防御層の構築、外

部からの侵入に対応できる体制の整備

・役職員に対する研修や訓練の実施

・第三者機関による脆弱性診断と対応

 

ITリスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜全社＞

AI技術の急速な進展により、機械学習モデルの活用機会が増加している一方で、アルゴリズ

ムバイアス、プライバシー侵害、透明性の欠如といったAI倫理上のリスクは近年一層高まっ

ており、その課題も複雑化しております。AIリテラシーの欠如より、従来の情報セキュリ

ティ脅威に加え学習データの不適切な利用、機密情報の意図しない漏えい、AIが生成した不

正確な情報に基づく意思決定、生成したコンテンツの知的財産権侵害等が発生し、当社グ

ループの経営成績のみならず社会的信用を失墜させる可能性があります。

リスク対応策

・グループ全体でのAIリテラシー向上を目的としたAI教育研修の実施

・野良AIの蔓延を防ぎ、セキュリティ担保と統制を両立したAI環境が利用されている状態の

維持
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社内機密情報、個人情報の漏えいリスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜全社＞

事業活動を通じて多数の顧客・従業員の個人情報や、経営・技術に関する機密情報を保有し

ております。これら情報の管理を重要課題と位置づけ体制強化に努めておりますが、役職員

や委託先の過失、規程違反、不正な持ち出し等による情報漏えいリスクを完全に排除するこ

とはできません。万が一、漏えい事故や不適切な取扱いが発生した場合、社会的信用の失

墜、顧客離れ、個人情報保護法に基づく行政処分、損害賠償請求による多額の費用負担、あ

るいは営業秘密の流出による競争優位性の喪失などを招き、当社グループの財政状態、経営

成績および事業展開に重大な影響を及ぼす可能性があります。

＜ファーマシー事業及びリテール事業＞

ファーマシー事業では、処方箋及び薬剤服用歴に代表される患者情報を調剤薬局及び「公式

アプリ いつでもアイン薬局」で保持し、リテール事業では、アインズ&トルペ公式アプリ及

びAINZ&TULPE WEBSTORE、アユーラ 公式サイト、Francfranc公式アプリ、Francfranc

ONLINEの運用に伴う顧客情報を保持しております。当社グループは個人情報保護体制並びに

取扱いに対するルールを徹底することにより万全を期し、主要事業会社である株式会社アイ

ンファーマシーズは「保健医療福祉分野のプライバシーマーク」を取得しております。しか

しながら、事故並びに犯罪行為による個人情報の漏洩があった場合、経営成績のみならず社

会的信用を失墜させる可能性があります。

リスク対応策

・個人情報保護マネジメントシステム（PMS）の基本となる要素の文書化

・社内の高い個人情報保護の意識の醸成を目的とした定期的な個人情報保護推進会議の開催

（四半期に一度）

・役職員に対する個人情報保護に関する研修の実施

・主要事業者である株式会社アインファーマシーズにおける２年に１回のプライバシーマー

ク更新審査の受審及び各グループ会社においてもアインファーマシーズに準拠した体制の

構築

 

M&Aリスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜全社＞

①当社グループは、積極的な新規出店及びM&Aにより、事業規模の拡大を推進しておりま

す。M&A戦略においては、投資回収可能性を重視したうえで対象会社を慎重に検討し、発

生するのれんの償却額を超過する収益力を安定的に確保することが可能な買収額により行

うことを基本方針としておりますが、買収後、計画どおりに進まない場合には、子会社株

式評価損、のれんに係る減損損失等の損失が発生し、当社グループの経営成績及び財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。

②当社グループは、積極的な新規出店およびM&Aを通じて事業拡大を推進しており、通常の

出店費用については営業キャッシュ・フローの範囲内で自己資金により賄っております。

一方、大型のM&A等については、必要に応じて金融機関からの借入れにより資金を調達し

ております。当連結会計年度末における現金及び預金の残高は509億２千５百万円、短期

及び長期借入金の残高は1,718億５千４百万円となっております。現在の借入金は５割超

を固定金利で調達しており、金利変動リスクを一定程度回避しておりますが、今後の市場

金利の動向次第で当社グループの財務状況や支払利息等に影響を及ぼす可能性がありま

す。

リスク対応策

①・買収時におけるデューデリジェンスの確実な実施

・適切なPMI実施、定期的・継続的なモニタリング

②・金利動向の継続的なモニタリング

・計画的な資金調達、ヘッジの活用
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災害・事故リスクについて

リスクの内容と

シナリオ

＜全社＞

地球を取り巻く環境問題は、地球温暖化や海洋汚染、生物多様性等様々ですが、中でも気候

変動課題は年々深刻化しており、当社グループにおいても環境保護・負担軽減への取り組み

は不可欠と認識しております。気候変動に伴い、温室効果ガスの排出に関する規制等の脱炭

素経済への「移行」に起因するリスクと、気象災害の激甚化等の気候変動による「物理的」

変化に起因するリスクが考えられ、それらは、将来的に、当社グループの経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

＜ファーマシー事業及びリテール事業＞

①当社グループは、調剤薬局を主軸とした多店舗展開を行っており、全国各地の営業拠点及

び営業店舗で事業を展開しております。各地域において、大規模な地震や風水害、気候変

動を起因とする台風・豪雨等の自然災害等が発生した場合、社員や店舗・事業所への被害

等により、当社グループの財務状況及び経営成績が影響を受ける可能性があります。

②国内外で重大な感染症が拡大した場合、感染の拡大防止策の徹底を最優先事項としたうえ

で、当社グループがはたすべき調剤業務の継続等の社会的責任を全うすべく、事業継続計

画（BCP）に沿って感染拡大防止策も含めて対応しております。しかしながら、感染拡大

防止のための外出自粛が求められるような感染症が拡大した場合、ファーマシー事業で

は、外来受診抑制等による処方日数の長期化を要因として、処方箋単価は増加する一方

で、処方箋枚数は減少することが考えられます。また、リテール事業では、外出自粛、店

舗の臨時休業及び営業時間短縮の実施、インバウンド需要の減少等による来店客数減少の

影響が考えられ、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

③インフルエンザや花粉症（アレルギー性鼻炎）等季節性疾患の流行により、処方箋応需枚

数は季節によって変動する可能性があります。

リスク対応策

・BCPやBCM関連資料を更新、緊急時の連絡体制を構築し、全社通知等で配信・周知

・安否確認サービスの機能を周知、緊急時に速やかに情報収集を実施できるよう準備

・緊急時に速やかに対策本部として行動できるよう策本部訓練の実施（年に1回以上）

・感染症等の流行トレンドの把握
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下

「経営成績等」という。）の状況の概要ならびに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及

び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

（1）財政状態の状況

当連結会計年度末における総資産の残高は、前連結会計年度末より1,977億２千６百万円増の5,096億４千７百万円

となりました。主な要因は、さくら薬局グループのグループ入りをはじめとするM&Aによるのれんをはじめとする固

定資産や売掛金等の増加によるものであります。

負債の残高は、1,811億８千７百万円増の3,504億７千６百万円となりました。主な要因は、さくら薬局グループの

グループ入りに伴う買掛金の増加や株式取得資金を金融機関より調達したことによるものであります。それに伴い、

短期及び長期借入金の残高は、1,332億３千２百万円増となる1,718億５千４百万円となりました。

純資産の残高は、165億３千９百万円増の1,591億７千１百万円となり、自己資本比率は14.5ポイント減となる

31.2％となりました。

（2）経営成績の状況

当連結会計年度（2025年５月１日～2026年４月30日）におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善とともに、

緩やかな回復がみられます。一方で、中東情勢の影響や金融資本市場の変動等により未だ不透明な状況が続いており

ます。

このような経済情勢の中、当社グループは2025年３月に中長期ビジョン「Ambitious Goals 2034 １兆円への果敢

なる挑戦と革新の10年」を発表いたしました。変化が激しい市場環境下でも中長期的に企業を成長させていくために

事業別ビジョンを設定し、2034年４月期に売上高１兆円を目指します。

サステナビリティ経営においては、中長期ビジョンの公表と外部環境の変化を踏まえ、2025年12月にマテリアリ

ティの見直しを実施いたしました。関連する国際基準やガイドライン、ESG評価機関からの要請、日本や業界特有の

社会課題を改めて幅広く検討いたしました。加えて、抽出した課題に対して、企業理念、中長期ビジョンとの整合

や、社員、未来世代、有識者の意見等を参考に、当社グループへの影響とステークホルダーからの期待、要請の両方

の視点から検討しております。その結果、これまでのマテリアリティの内容に関する種々の修正に加え、当社グルー

プの姿勢や取り組みを改めて明確化するため、マテリアリティ「健全な経営基盤」の中にあった「社員の成長と活

躍」を新たに独立したマテリアリティとして位置付けました。見直した各マテリアリティに基づく主な取り組み、

KPI及び挑戦的な目標を設定し、各KPIの達成にむけ各種施策を推進してまいります。

これからも当社グループは、事業によるさまざまな社会課題の解決への貢献を通じて、ステークホルダーの皆さま

に「この街にアインがあってよかった」と感じていただける企業を目指します。

 

当連結会計年度の業績は、次のとおりであります。なお、当連結会計年度において、グループ入り後のさくら薬局

グループの収益改善が想定を上回ったことにより、将来の税負担軽減を反映させるための繰延税金資産の追加計上処

理が必要となり、親会社株主に帰属する当期純利益に約40億円が追加計上されております。

 
前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）

増減額

（百万円）

増減率

（％）

売上高 456,804 647,834 191,029 41.8

営業利益 16,871 29,832 12,961 76.8

経常利益 18,080 28,414 10,333 57.2

親会社株主に帰属する当期純利益 9,261 17,264 8,003 86.4
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）

増減額

（百万円）

増減率

（％）

ファーマシー

事業

売上高 384,783 556,424 171,641 44.6

セグメント利益 24,286 35,760 11,474 47.2

リテール事業
売上高 61,041 80,255 19,214 31.5

セグメント利益 4,804 6,528 1,724 35.9

その他事業
売上高 11,034 11,523 488 4.4

セグメント利益 4 67 62 1,277.9

（注）セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高を含んでおります。

（ファーマシー事業）

ファーマシー事業では、「確かな専門性で地域のかかりつけ薬局に」を目指す姿として掲げ、医療機関等との連

携、お薬手帳等を活用した服薬情報の一元的・継続的な把握、在宅医療対応等により、患者さまが住み慣れた地域で

安心して医療を受けることができるよう、「かかりつけ薬剤師・薬局」の機能発揮に取り組んでおります。

2026年２月より、緊急避妊薬（アフターピル）がOTC医薬品として販売可能となったことを受け、全国約1,000店舗

の調剤薬局にて販売を開始いたしました。緊急避妊薬は、早期の服用ほど効果が高いため迅速な対応が重要である一

方で、誤った使用を防ぐことが必要な医薬品です。当社グループの研修を受けた薬剤師が正しい服用を促し、その後

の対応方法等、多職種と連携したサポートに努めてまいります。

また、患者さまの利便性向上のためのDX推進にも積極的に取り組んでおり、公式アプリ いつでもアイン薬局や

LINE公式アカウント等により、処方箋送信サービスをより手軽に利用いただける環境を整えております。2025年６月

には、公式アプリ いつでもアイン薬局に、政府が提供する行政手続きのオンライン窓口であるマイナポータルから

薬剤情報を取得できる「マイナポータル情報」機能に加え、同年11月にはアイン薬局から受け取った薬の情報が自動

的にアプリ内の「お薬手帳」に反映される「自動登録」機能を追加し、さらなる利便性向上を図りました。

上記施策に加え、患者さまの情報や服薬指導を経時的に記録する薬剤服用歴の記載を補助する「AI薬歴」の導入

や、薬局の運営課題を分析・抽出する「AI診断書」等、AI機能の活用による生産性向上に取り組んでおります。

当連結会計年度においては、高額医薬品の処方により処方箋単価が上昇するとともに、かかりつけ薬剤師・薬局と

しての機能強化や待ち時間短縮等の患者さまサービス向上により処方箋枚数についても堅調に推移しております。

また、2025年８月１日に「さくら薬局グループの株式取得に伴う新体制及び人事異動に関するお知らせ」で公表し

ておりますとおり、首都圏や関西圏、東海地方等の人口集積エリアを中心に調剤薬局を展開する「さくら薬局グルー

プ」がグループ入りいたしました。今後、相互の事業ノウハウを融合し、患者さま及び地域医療への貢献を実現する

ことで、全国の地域医療のインフラとして当社グループの企業価値を高めてまいります。

　同期間の出店状況は、M&Aを含め、グループ全体で合計902店舗を出店し、30店舗を閉店、25店舗を事業譲渡した

ことにより、薬局総数は2,137店舗となりました。

（リテール事業）

リテール事業では、コスメティックストア「アインズ＆トルペ」を展開しており、コスメを中心とした独自性のあ

る商品構成やアジアンコスメの独占・先行販売等の施策を行うことで、他社店舗との明確な差別化を図っておりま

す。また、ライフスタイルショップ「Francfranc」では、家具やインテリア雑貨の企画から製造・販売まで一貫して

行うことで、多彩なデザインと自由なスタイリングで心地良い毎日の提案を行っております。

当連結会計年度において、アインズ＆トルペでは、大型店舗の改装に伴う休店による影響を受けたものの前期出店

店舗の客数が堅調に推移していることに加え、前期から引き続きアジアンコスメ等の売上が伸長していることで単価

が上昇しております。Francfrancでは、旗艦店２店舗の改装に伴う休店による影響を受けたものの昨年夏の記録的な

猛暑により小型扇風機「フレ ハンディファン」シリーズの販売数が好調だったことに加え、クリスマス及び新生活

商戦が奏効し、売上が堅調に推移いたしました。一方で、さらなる事業拡大に向けて重要な経営課題を特定してお

り、これらを持続的成長のための重点施策として取り組むことで、企業価値の向上に努めてまいります。今後、アイ

ンズ＆トルペとFrancfranc双方の強みを活かしたシナジーを発揮するとともに、購買動向を注視しながら商品力の強

化や魅力的な売り場づくりを行ってまいります。
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　同期間の出店状況は、アインズ＆トルペとして14店舗を出店し、３店舗を閉店したことにより、店舗数は106店

舗となりました。また、Francfrancとして７店舗を出店し、９店舗を閉店したことにより、店舗数は163店舗とな

り、リテール事業における店舗総数は269店舗となりました。

（3）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ239億９千５百万円増の506億

５千万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、308億７千２百万円（前年同期は231億４千６百万円の収入）となりました。

主な収入要因として、税金等調整前当期純利益が240億４千７百万円、新規出店及びM&Aによる規模拡大に伴い、減

価償却費111億２百万円、のれん償却額110億７千７百万円、仕入債務の増減額47億９千１百万円が反映されておりま

す。

また、法人税等の支払額88億１千６百万円、売上債権の増減額39億２千９百万円及び棚卸資産の増減額35億１千３

百万円が主な支出要因として反映されております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、606億５百万円（前年同期は659億２千万円の支出）となりました。

M&A20社の株式取得に係る、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出458億７千万円、ファーマシー事業

及びリテール事業での新規出店等に伴い、有形固定資産の取得による支出98億９千８百万円が反映されております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は、537億２千８百万円（前年同期は210億５千１百万円の収入）となりました。

さくら薬局グループの借入金及び社債のグループ入り時の返済を含めた短期及び長期の借入と返済の差額571億１

千１百万円の収入、配当金の支払額28億２千６百万円が反映されております。

（4）資本の財源及び資金の流動性

当社グループは、事業の維持拡大のため、新規出店及び改装等の設備投資を継続して行っており、主に営業活動で

得た資金を充当するとともに、金融機関からの借入金を充当しております。

当連結会計年度末における現金及び預金の残高は509億２千５百万円、短期及び長期借入金の残高は1,718億５千４

百万円となっております。

（5）生産、受注及び販売の実績

当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度の販売の実績は以下のとおりであります。

セグメント別 売上高（百万円） 対前期増減率（％）

ファーマシー事業 556,424 44.6

リテール事業 80,255 31.5

その他の事業 11,523 4.4

計 648,203 41.9

調整額（セグメント間消去） △369  

合計 647,834 41.8

（注）セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高を含んでおります。

（6）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５　経理の状況」に記載されて

いるとおりであります。

この連結財務諸表の作成においては、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を用いて

おりますが、これらの見積り及び仮定は実際の結果と異なる可能性があります。連結財務諸表の作成に当たって用い

た会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記

事項（重要な会計上の見積り）」に記載しております。
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５【重要な契約等】

（取得による企業結合）

　当社は、2025年５月28日開催の取締役会において、株式会社NSSK-WW（現株式会社AIN-AG1）の全株式を取得し、子

会社化することでさくら薬局グループを子会社化することについて決議し、2025年８月１日に全株式を取得しており

ます。詳細については、「第５経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（企業結合等関

係）」をご覧ください。

　なお、上記の全株式取得に関連する必要な資金として借入をした株式会社三井住友銀行とのブリッジローンの借換

資金として、以下のとおり、借入先各行と金銭消費貸借契約を締結しております。

借入先
株式会社三井住友銀行、株式会社北洋銀行、株式会社三菱UFJ銀行、株式会社みずほ銀行、

農林中央金庫、株式会社北海道銀行、北海道信用農業協同組合連合会、株式会社北陸銀行

借入金額（総額） 125,000百万円

借入実行日 2026年１月

借入期間 10年間

金利 変動金利及び固定金利

返済方法 元金均等返済

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループにおける設備投資（リース資産・無形固定資産を含む）は、保険調剤薬局、コスメティックストア及び

ライフスタイルショップの新規出店に重点を置いております。

　当連結会計年度の設備投資の総額は17,255百万円（無形固定資産5,190百万円、敷金及び保証金1,969百万円を含

む。）であり、セグメントごとの内訳は、以下のとおりであります。

（ファーマシー事業）

　保険調剤薬局の新規出店を中心に10,414百万円（無形固定資産2,330百万円、敷金及び保証金1,556百万円を含

む。）の設備投資を実施いたしました。

（リテール事業）

　コスメティックストア及びライフスタイルショップの新規出店を中心に3,393百万円（無形固定資産219百万円、敷

金及び保証金360百万円を含む。）の設備投資を実施いたしました。

（その他の事業及び全体に共通する部門）

　賃貸用不動産の取得及びITシステムの投資等に3,447百万円（無形固定資産2,639百万円、敷金及び保証金52百万円

を含む。）の設備投資を実施いたしました。

 

２【主要な設備の状況】

　当連結会計年度末における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。

（1）提出会社

事業所
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

合計
（百万円）

本社
（札幌市白石区）

全社に共通
する部門

本社業務及
び運営用設
備

1,669 123 0
－
(－)

－ 1,793
182
(56)

開発用地
（北海道）

－ 土地 － － －
590

(49,749)
－ 590

－

(－)

開発用地
（埼玉県）

－ 土地 － － －
1

(79)
－ 1

－

(－)

開発用地
（長野県）

－ 土地 － － －
26

(10,422)
－ 26

－

(－)

開発用地
（茨城県）

－ 土地 － － －
26

(3,502)
－ 26

－

(－)

 
（注）１．帳簿価額には、建設仮勘定を含めておりません。

２．従業員数の(　)には、臨時従業員数（８時間換算）の合計を、外数で表示しております。
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（2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

車両運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

合計
（百万円）

㈱アイン

ファーマシー

ズ

本社他調剤

及び物販店

舗（札幌市

白石区他）

ファーマ

シー事業

リテール

事業

その他の

事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

営業、運営用

設備

26,239 4,796 0
5,150

(68,724)
10 36,196

12,282

(3,200)

㈱アイン北陸

本社他調剤

店舗（新潟

市中央区

他）

ファーマ

シー事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

運営用設備

1,022 275 －
908

(12,489)
－ 2,207

－

(－)

㈱アイン中央

本社他調剤

店舗（東京

都渋谷区

他）

ファーマ

シー事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

運営用設備

2,023 943 －
2,066

(23,780)
4 5,037

－

(1)

㈱ファーマ

シィ

本社他調剤

店舗（広島

県福山市

他）

ファーマ

シー事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

運営用設備

1,460 435 －
1,320

(22,893)
22 3,238

565

(111)

㈱エーアンド

エム

本社他調剤

店舗（新潟

市中央区

他）

ファーマ

シー事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

運営用設備

511 78 2
318

(3,254)
－ 910

198

(22)

クラフト㈱

本社他調剤

店舗（東京

都千代田区

他）

ファーマ

シー事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

運営用設備

2,481 624 －
137

(1,927)
－ 3,243

2,712

(992)

さくら薬局㈱

本社他調剤

店舗（東京

都千代田区

他）

ファーマ

シー事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

運営用設備

1,161 317 0
589

(7,843)
－ 2,067

821

(383)

ファーマシー

事業会社29社

本社他調剤

店舗（東京

都渋谷区

他）

ファーマ

シー事業

調剤薬局店舗

本社業務及び

運営用設備

958 255 3
534

(15,904)
1 1,753

414

(70)

㈱メディウェ

ル

本社他事務

所（札幌市

中央区他）

ファーマ

シー事業

本社業務及び

営業、運営用

設備

35 11 －
55

(227)
－ 101

158

(15)

㈱ホールセー

ルスターズ

本社他事務

所（東京都

渋谷区他）

ファーマ

シー事業

その他の

事業

本社業務及び

営業、運営用

設備

36 8 －
135

(621)
－ 179

－

(－)

㈱Francfranc

本社他事務

所（東京都

渋谷区他）

リテール

事業

本社業務及び

営業、運営用

設備

2 4 －
－

(－)
65 73

－

(－)

㈱アユーララ

ボラトリーズ

本社他事務

所（東京都

渋谷区他）

その他の

事業

営業、運営用

設備
－ 4 －

－

(－)
－ 4

－

(－)

㈱リアルエス

テート

本社他賃貸

用不動産

（東京都品

川区他）

その他の

事業

営業、運営用

設備
796 0 －

2,614

(51,552)
－ 3,410

－

(－)

（注）１．帳簿価額には、建設仮勘定を含めておりません。

２．建物賃借による店舗は全2,407店舗のうち1,828店舗であります。

３．従業員数の（　）には、臨時従業員数（８時間換算）の合計を、外数で表示しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループは、恒常的に調剤薬局の積極的な出店活動を行っております。当事業においては、複数の開発計画が同

時に進行していること、また、外的な要因により出店の計画に変更が伴うため、個々の計画にはよらず、地域別による

事業のセグメントごとの開示としております。

セグメントの
名称

設備の内容 所在地

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

ファーマシー

事業

調剤薬局の新規開設

（既開設店舗）

北海道地区 208 298

自己資金
2026年

４月

2026年

７月

１店舗

関東地区 465 317 ６店舗

甲信越地区 62 54 １店舗

近畿地区 180 12 １店舗

沖縄地区 71 55 １店舗

調剤薬局の新規開設

（開設予定店舗）

北海道地区 302 －

自己資金
2026年

４月

2027年

４月

２店舗

東北地区 184 － ２店舗

関東地区 1,162 － 12店舗

甲信越地区 544 － ４店舗

東海地区 207 － ２店舗

近畿地区 280 － ４店舗

中国地区 301 － ３店舗

調剤薬局の既存店舗の改

装及び運営用システム導

入・入替

－ 14,738 － 自己資金
2026年

４月

2027年

４月
（注）１

リテール

事業

コスメティックストア及

びライフスタイルショッ

プの新規開設

（既開設店舗）

関東地区 511 208

自己資金
2026年

４月

2026年

７月

５店舗

九州地区 177 154 １店舗

コスメティックストア及

びライフスタイルショッ

プの新規開設

（開設予定店舗）

北海道地区 287 －

自己資金
2026年

４月

2027年

４月

３店舗

東北地区 311 － ３店舗

関東地区 166 － ２店舗

東海地区 196 － ２店舗

近畿地区 275 － ３店舗

四国地区 79 － １店舗

九州地区 315 － ３店舗

沖縄地区 104 － １店舗

コスメティックストア及

びライフスタイルショッ

プの既存店舗の改装及び

運営用システム導入・入

替

－ 392 － 自己資金
2026年

４月

2027年

４月
（注）１

その他の事業

売店運営用システム導

入・入替
－ 85 － 自己資金

2026年

４月

2027年

４月
（注）１

本社業務及び営業、運営

用システム導入・入替
－ 694 － 自己資金

2026年

４月

2027年

４月
（注）１

（注）１．完成後の増加能力については、合理的な算出が困難なため記載を省略しております。

２．当連結会計年度末において、重要な設備の除売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,000,000

計 44,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（2026年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年７月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 35,428,212 35,428,212

東京証券取引所

プライム市場

札幌証券取引所

単元株式数 100株

計 35,428,212 35,428,212 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2017年10月３日

（注）
450,000 35,428,212 1,674 21,894 1,674 20,084

（注）有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　　　発行価格　　　　　7,440円

　　　　資本組入額　　　　3,720円

　　　　割当先　　　　　　野村證券株式会社

（５）【所有者別状況】

       2026年４月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 36 23 162 185 55 18,364 18,825 －

所有株式数

（単元）
－ 94,129 22,414 38,838 121,370 69 77,266 354,086 19,612

所有株式数の

割合（％）
－ 26.58 6.33 10.97 34.28 0.02 21.82 100.00 －

（注）自己株式93,391株は「個人その他」に933単元及び「単元未満株式の状況」に91株を含めて記載しております。な

お、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が保有する当社株式184,900株については、当該自己株式に含めておりません。
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（６）【大株主の状況】

  2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大谷　喜一 札幌市豊平区 3,242 9.18

株式会社セブン&アイ・ホール
ディングス

東京都千代田区二番町８－８ 2,750 7.78

OASIS JAPAN STRATEGIC FUND
LTD.
（常任代理人　シティバンク、
エヌ・エイ東京支店カストディ
業務部）

MAPLES CORPORATE SERVICES LTD. PO BOX
309. UGLAND HOUSE SOUTH CHURCH STREET,
GEORGE TOWN, GRAND CAYMAN KY1-1104,
CAYMAN ISLANDS
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

2,633 7.45

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号赤坂イン
ターシティAIR

2,221 6.29

OASIS INVESTMENTS II MASTER
FUND LTD.
（常任代理人　シティバンク、
エヌ・エイ東京支店カストディ
業務部）

MAPLES CORPORATE SERVICES LTD. PO BOX
309. UGLAND HOUSE SOUTH CHURCH STREET,
GEORGE TOWN, GRAND CAYMAN KY1-1104,
CAYMAN ISLANDS
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

1,911 5.41

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西３丁目７ 1,743 4.93

みずほ信託銀行株式会社　退職
給付信託　丸紅口　再信託受託
者　株式会社日本カストディ銀
行

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,594 4.51

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目１番地 1,472 4.17

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ
証券株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号大手
町フィナンシャルシテイサウスタワー
 

893 2.53

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 792 2.24

計 ―――――― 19,255 54.49

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式数であります。

２．みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 丸紅口の所有株式は、丸紅株式会社が退職給付信託として拠出したも

のであります。

３．2026年５月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、オアシス　マネジメ

ント　カンパニー　リミテッドが2026年４月27日現在で5,911千株（株券等保有割合 16.68%）の株式を保有し

ている旨が記載されているものの、当社として当事業年度末時点における実質保有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況は、株主名簿上の保有株式数に基づき記載しております。

４．2026年２月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、スプラウスグロー

ブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドが2026年２月20日現在で2,077千株（株券等保有割合

5.86%）の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末時点における実質保有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の保有株式数に基づき記載しております。

５．2026年５月12日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社他２社が2026年４

月30日現在で1,797千株（株券等保有割合 5.07%）の株式を保有している旨が記載されているものの、当社と

して当事業年度末時点における実質保有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の

保有株式数に基づき記載しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 93,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,315,300 353,153 －

単元未満株式 普通株式 19,612 － －

発行済株式総数  35,428,212 － －

総株主の議決権  － 353,153 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」制度の信託財産

として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式184,900株（議決権の数1,849個）が含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式91株が含まれております。

②【自己株式等】

    2026年４月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アイン

ホールディングス

札幌市白石区東札

幌５条２丁目４番

30号

93,300 － 93,300 0.26

計 － 93,300 － 93,300 0.26

（注）「株式給付信託（従業員持株会処分型）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保

有する当社株式184,900株については、上記の自己株式等に含まれておりません。

（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

①従業員株式所有制度の概要

　当社は、2024年４月より「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」といいます。）を導入して

おります。

　本制度の導入にあたり、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」といいます。）を受

託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下「本信託契約」といいます。）を締結しました

（以下、本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）。また、受託者は株式会社日本カスト

ディ銀行との間で、株式会社日本カストディ銀行を再信託受託者として有価証券等の信託財産の管理を再信託する

契約を締結しております。

　株式会社日本カストディ銀行は、信託E口において、信託設定後５年間にわたり「アインホールディングス従業

員持株会」（以下「持株会」といいます。）が購入することが見込まれる数に相当する当社株式を予め一括して取

得し、以後、持株会の株式購入に際して当社株式を売却していきます。信託E口による持株会への当社株式の売却

を通じて、信託終了時までに、本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、かかる金銭を残余財

産として、受益者適格要件を充足する持株会加入者（従業員）に分配します。

　また、当社は、信託E口が当社株式を取得するために受託者が行う借入に際し保証をするため、当社株価の下落

等により、信託終了時において、株式売却損相当額の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債

を弁済することとなります。

②従業員持株会に取得させる予定の株式の総数

　333,800株

③従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　本持株会会員のうち受益者適格要件を充足する持株会加入者（従業員）
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2026年７月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係

る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（譲渡制限付株式報酬としての処分）

 

4,196

 

25,587,208
－ －

保有自己株式数 93,391 － 93,391 －

（注）１．当期間における保有自己株式数には、2026年７月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。

２．当事業年度及び当期間における処理自己株式数及び保有自己株式数には、株式給付信託（従業員持株会処分

型）が保有する当社株式を含めておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題として捉え、業績に応じた成果の配分を行うとともに、これを

安定的に継続することを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。剰余金の配当の決定機関は、期末配当

については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期の利益状況と今後の事業展開等を総合的に勘案し、１株

当たり100円の配当を実施することを予定しております。その結果、当事業年度の配当性向は20.3％（連結）となる

予定であります。

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、「取締役会の決議により毎年10月31日を基準日として、中間配当

を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　また、内部留保資金につきましては、成長力の維持及び拡大に加え、財務体質の強化のために活用していく方針で

あります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下を予定しており、2026年７月30日開催予定の定時株主総会の決議事項

となっております。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2026年７月30日
3,533 100

定時株主総会決議（予定）
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、ファーマシー事業及びリテール事業を主として展開し、いずれも人々の健康及び生活を担う性

質上コンプライアンスを最重視した健全かつ透明な事業活動を継続することが、不可欠と認識しております。これ

らを実現する体制として、当社は、監査役会設置会社を採用し、経営上重要な意思決定及び業務執行のほか、経営

全般に対する監督機能を発揮しております。

　また、事業経営から独立した経営監査室によるガバナンス・プロセス、リスクマネジメント及びコントロールに

関するすべての経営諸活動に及ぶものについての内部監査により、関係法令及び社内諸規則・ルールの遵守を徹底

しております。上記のほか、当社グループのコンプライアンス体制の確立、浸透、定着という目的を達成するため

のコンプライアンス委員会、グループ全体を俯瞰し網羅的なリスク管理を実現するためのリスクマネジメント委員

会、サステナビリティ経営体制の確立、浸透、定着という目的を達成するためのサステナビリティ委員会を設置

し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

a.企業統治の体制の概要

当社は、監査役会設置会社を採用するとともに、任意の諮問機関として指名・報酬等諮問委員会を設置しており

ます。また、執行役員制度を導入することで経営の意思決定・監督機能と業務執行の機能を分離しております。

コーポレート・ガバナンス強化のため、コンプライアンス委員会、リスクマネジメント委員会及びサステナビリ

ティ委員会を設置し、各施策を管理・推進しております。

１．取締役会

　取締役会は、監督機能強化の観点から、独立社外取締役が３分の１以上となるよう構成しております。また、

当社の経営戦略及び中長期的な企業価値向上に資する監督機能を備えるためのスキルセットを策定の上、各役員

のスキル及びジェンダー等多様性のバランスを考慮し構成するものとします。中長期的な企業価値向上のため、

経営方針及び経営計画の策定、重要な業務執行の意思決定を行うとともに、取締役の業務執行の監督・評価、内

部統制やリスクマネジメント体制等の整備を行うことで経営の健全性を確保することに資するものとしておりま

す。

　当事業年度においては12回開催し、主に、事業戦略、コンプライアンス、リスクマネジメント、内部監査の状

況、マテリアリティに関する取り組み、人的資本経営における戦略等に関して議論を行いました。社外取締役

は、会社の重要な意思決定に際し、各スキルに基づく助言に加え、多角的な立場から適切な助言をもって経営に

参画するとともに、高い独立性により監督機能を有効に発揮しております。各役員の出席状況は以下のとおりで

あります。

氏　名 出席状況（出席率）

大谷　喜一 12回中12回（100%）

首藤　正一　◎ 12回中12回（100%）

水島　利英 12回中12回（100%）

大石　美也 12回中12回（100%）

木明　理絵子 12回中12回（100%）

髙倉　信行 12回中12回（100%）

遠藤　典子　（社外取締役） 12回中12回（100%）

栗山　英樹　（社外取締役） 12回中12回 （100%）

綿引　万里子（社外取締役） 12回中12回（100%）

服部　暢達　（社外取締役） 12回中12回（100%）

木村　成樹　（社外取締役） 12回中12回（100%）

川村　幸一　（常勤監査役） ２回中２回（100%）

大木　守　　（常勤監査役） 10回中10回（100%）

佐野　綾子　（社外監査役） 12回中12回（100%）

水谷　美奈子（社外監査役） 12回中12回（100%）

（注）１．氏名の後の◎は議長を示しております。

２．出席状況は、在任期間中の開催回数に基づいて記載しております。
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２．監査役会

監査役会は、取締役の職務執行の監査を行うとともに、会計監査毎に会計監査人との意見交換を行い、法令、

定款及び会計面に関する監査役監査の精度向上に努めております。また、会計監査人の子会社に対する監査に同

行し、監査機能の強化を図っております。

社外監査役は、常勤監査役とともに、監査方針及び監査計画を策定し、経営に係る重要文書の閲覧、計算書

類・参考書類の監査、株主総会の提出議案の監査、取締役の業務執行状況の確認を実施し、監査役会での討議を

通じて、取締役及び取締役会に助言、提言、勧告を行っております。経営監査室との連携のため、内部監査定例

会に毎月参加し、報告を受けております。

３．指名・報酬等諮問委員会

取締役の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を

図るため、任意の諮問機関として指名・報酬等諮問委員会を設置しており、その構成は独立役員が半数以上とな

るよう取締役会にて決議しております。また、委員長を独立社外取締役とすることで、独立性を確保し、的確な

助言、提言を行っております。適切な経営体制の構築及び経営の透明性の確保に資することを目的として、主に

取締役の選任・解任、後継者計画、役員報酬について審議を行い、取締役会に意見を述べるものとしておりま

す。

現在の指名・報酬等諮問委員会は、取締役３名で構成されており、うち２名は独立社外取締役です。当事業年

度においては７回開催し、取締役候補者及びスキルマトリックス、後継者計画、役員報酬について審議を行いま

した。各委員の出席状況は以下のとおりであります。

氏　名 出席状況（出席率）

大谷　喜一 ７回中７回（100%）

遠藤　典子　（社外取締役） ７回中７回（100%）

綿引　万里子（社外取締役）◎ ７回中７回（100%）

（注）氏名の後の◎は委員長を示しております。

４．常務会

常務会は、社長及び専務取締役により構成し、経営の意思決定の迅速化を目的として取締役会の委嘱を受けた

事項やその他経営に関する重要な事項を審議・決定することを目的として設置しております。

５．経営会議

経営会議は、実務面におけるモニタリング機能を目的として、当社グループの取締役、常勤監査役、執行役員

及び部長職により構成し、月２回開催しております。各部門の業務執行についての討議により、相互牽制機能を

働かせております。

６．コンプライアンス委員会

コンプライアンス委員会は、当社グループのコンプライアンス体制の確立、浸透、定着という目的を達成する

ために設置しており、その構成は取締役会にて決議しております。

６か月に１回を目途として定期的に開催するほか、必要に応じ随時開催することとしており、当社グループの

コンプライアンス推進に関する方針及び施策、重大なコンプライアンス違反に関する再発防止策、個別の通報に

対する処理方針等について審議、検討し、取締役会へ報告または意見具申することとしております。また、通報

については、内部通報者保護の観点から、外部組織への委託により内部通報窓口「コンプライアンス ホットラ

イン」を設置しております。通報への対応を含め、必要に応じて外部の弁護士の法的な評価や意見等を得て、審

議、検討を行うものとしております。

現在のコンプライアンス委員会は、委員長を代表取締役社長とし、副委員長を取締役（サステナビリティ推進

本部長）、委員を代表取締役専務、取締役（人事本部長）及び常勤監査役として構成し、事務局はリスクマネジ

メント室としております。

なお、個別の通報について審議、検討する委員会には、通報内容に応じ、委員長または副委員長が指定する役

職員を臨時委員として参加させることとしております。

７．リスクマネジメント委員会

リスクマネジメント委員会は、当社グループ全体を俯瞰した一元的なリスク管理の実現と事業環境の変化によ

り生じる新たなリスク事象の見落としを防止し、網羅的なリスク管理の実現を目的として設置しており、その構

成は取締役会にて決議しております。６か月に１回を目途として定期的に開催しております。

委員会では、主にリスク項目・評価の見直しや各リスク担当部署における進捗管理を行うものとしておりま

す。

現在のリスクマネジメント委員会は、委員長を代表取締役社長とし、副委員長を取締役（サステナビリティ推

進本部長）、委員をグループ会社社長や各部署の責任者により構成し、事務局はリスクマネジメント室としてお

ります。
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８．サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、当社グループのサステナビリティ経営体制の確立、浸透、定着という目的を達成

するために設置しており、その構成は取締役会にて決議しております。

６か月に１回を目途として定期的に開催し、委員会として主にサステナビリティ経営の推進に関する審議、検

討を行うほか、サステナビリティ経営にかかる重要事項について取締役会へ上程及び報告するものとしておりま

す。

現在のサステナビリティ委員会は、委員長を代表取締役社長とし、副委員長を取締役（サステナビリティ推進

本部長）、委員を各本部長、施設デザイン室長、経営監査室長、経営企画室長、企業情報部長、主要各子会社社

長として構成し、事務局はサステナビリティ推進室としております。

９．内部監査の状況

当社は、内部監査機能の充実、強化を図るため、事業経営から独立した経営監査室を設置しております。内部

監査の範囲は、ガバナンス・プロセス、リスクマネジメント及びコントロールに関するすべての経営諸活動に及

ぶものとしており、経営監査室は、本部、子会社及び子会社店舗に対して年間監査スケジュールに沿った業務監

査を実施し、監査報告書の作成、改善指示書の作成等を行っております。また、通常の業務監査とともに、個人

情報保護システムの運用状況等について個人情報保護監査を行っております。

経営監査室は、監査役会及び会計監査人と連携し重複業務の調整及び業務品質の向上を図るとともに、監査結

果を含む活動状況について、代表取締役社長、取締役会及び監査役会に直接報告を行うものとしております。

また、内部監査の状況は経営会議において報告し、グループ各事業部と連携のうえ、個別指導及び再監査によ

りコンプライアンス向上に努めております。

なお、2026年５月１日現在の経営監査室はCIA１名、QIA２名を含む20名で構成されております。

b.当該体制を採用する理由

2026年７月29日（有価証券報告書提出日）現在、当社の重要な意思決定機関である取締役会は11名で構成されて

おり、社外取締役は、会社の重要な意思決定に際し、多角的な立場から適切な助言をもって経営に参画しておりま

す。社外取締役は５名となっており、内部統制及び内部監査担当責任者を経営監査室長としております。内部統制

及び内部監査担当責任者は、取締役に準じる立場において、監査役会と連携するとともに、必要に応じ、取締役会

へ出席して内部統制及び内部監査に関する報告を行う等により、実質的に株主・投資者等からの信任を確保しうる

体制を維持しております。なお、2026年７月30日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役11名

選任の件」を上程しており、当該議案が承認可決されますと、社外取締役は６名となり、取締役会の過半数が社外

取締役で構成されることとなります。

また、経営の意思決定・監督機能と業務執行の機能を明確に分離するため、執行役員制度を採用しており、取締

役会の活性化及び業務執行の機動性向上を図っております。

上記のほか、実務面におけるモニタリング機能として、経営会議において、各部門の業務執行について討議する

ことで、事業部間における相互牽制機能を持たせております。

c.当社の企業統治体制図

　2026年７月29日（有価証券報告書提出日）現在の当該体制を図式化すると、以下のようになります。
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　なお、2026年７月30日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役11名選任の件」を上程して

おり、当該議案が承認可決されると、当該体制は以下のようになります。

③企業統治に関するその他の事項

a.内部統制システムの整備の状況

１．取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）取締役会は、法令、定款及び「取締役会規則」の定めるところにより、業務執行に関する重要事項を決定す

るとともに、取締役の職務の執行を監督する。

（2）当社グループは、取締役による職務執行の監督機能を維持・向上するため、執行役員制度の採用による執行

機能と監督機能の分離及び独立性を考慮した社外取締役の継続的な選任を行う。

（3）当社グループの役員及び従業員（以下、「役職員」という。）は、「アイングループ行動規範」に基づき、

法令、定款及び社内諸規程の遵守はもとより、人々の健康に携わる業務に従事していることを常に認識し、

良識と倫理観をもった企業活動に努める。

（4）当社は、当社グループにおける法令、定款及び社内諸規程に適合した職務の執行及びコンプライアンス向上

のため、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに係るグループ全社の管理を行う。

（5）当社グループは、法令違反その他コンプライアンスに係る問題の早期発見、是正を図るため、外部の委託会

社へ直接通報することができる、「コンプライアンス ホットライン」を整備する。

（6）当社グループは、「インサイダー取引防止規程」に基づき、未公表の重要事実の管理を徹底するとともに、

適時適切な情報開示に努め、インサイダー取引を防止する体制を整備する。

（7）監査役は、独立の機関として内部統制システムの構築・運用状況を含め、取締役の職務の執行を監査する。

（8）経営監査室は、業務執行組織から独立した視点で、当社グループの役職員の法令、定款及び社内諸規程に係

る遵守状況についての監査を実施する。

（9）当社グループは、「アイングループ行動規範」において、反社会的勢力とは一切の関係を持たない旨を宣言

し、「アイングループ反社会的勢力対策規程」を定め、警察、顧問弁護士等と連携し組織的に反社会的勢力

との関与遮断に取り組む。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、取締役及び監査役が必要に応じ閲覧可能な

状態で、文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理を行う。これらの情報は、文書管理に関する社内規

程、情報セキュリティに関する社内規程、個人情報保護に関する社内規程等に基づき管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（1）当社は、当社グループ全体のリスク管理について定める「リスク管理規程」及び「リスクマネジメントガイ

ドライン」を策定し、リスクカテゴリーごとの担当部署を定め、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に

管理する。

（2）当社は、全社のリスクを統括する部署としてリスクマネジメント室を設置し、当社グループ全体のリスクマ

ネジメント推進に係る課題・対応策を統括管理する。

（3）当社グループのリスク管理の運用状況は、経営監査室が実地監査において遵守状況及び有効性について検査

を行う。
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（4）当社は、危機の発生時に当社グループの事業の継続を図るため、当社グループの「事業継続計画（BCP）」

を策定し、当社グループの全役職員に周知徹底する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1）当社グループの取締役の職務の執行については、「業務分掌規程」に従い、各取締役が自己の分掌範囲につ

いて責任を持って行う。なお、その運営状況は、経営監査室及び監査役会が点検を行う体制としておりま

す。

（2）当社は、当社グループの経営計画を策定し、当該計画を具体化するため、事業年度ごとの当社グループ全体

の経営目標、予算配分等を定めております。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制及び子会社の取締役の職務執行に係る事項の当社へ

の報告に関する体制

（1）当社は、企業集団としての業務の適正を確保するため、各子会社に対し「関係会社管理規程」を適用し、子

会社における経営上の重要な意思決定事項（発生事実を含む）等について、当社への定期的な報告を義務づ

けております。

（2）当社は、当社及び子会社の取締役が出席する経営会議を定期的に開催し、子会社において重要な事象が発生

した場合には、子会社に対し、当該会議における報告を義務づけております。

６．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

　当社は、監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、監査役と協議の上、監査役補助者と

して適切な者を任命する。

７．監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性に関する事項ならびに監査役の職務を補助すべき従

業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

（1）当社は、当該従業員の取締役からの独立性を確保するため、当該従業員の人事異動・評価等を行う場合は、

予め監査役に報告し意見を求める。

（2）当社は、「監査役監査基準」において、監査役の職務を補助すべき従業員に対する指揮命令権に関して明記

する。

８．次に掲げる体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

（1）当社の取締役及び従業員が監査役に報告するための体制

①取締役及び従業員は、業務執行の中で会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、当

該事実に関する事項を監査役に報告する。

②経営監査室は、その業務執行を定期的に監査役に報告する。

③監査役は、その職務を遂行するために必要と判断したときは、取締役又は従業員に報告を求める。

（2）子会社の取締役・監査役等及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告するための体

制

①当社グループの役職員は、当社監査役から職務執行に関する事項について報告を求められたときは、速や

かに適切な報告を行う。

②当社グループの役職員は、業務執行の中で会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき

は、当該事実に関する事項を当社監査役に報告する。

③経営監査室は、その業務執行を定期的に当社監査役に報告する。

④内部通報制度の担当部署であるリスクマネジメント室は、当社グループの役職員からの内部通報の状況に

ついて、定期的に当社監査役に報告する。

９．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

10．監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

（1）当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い、債務の処理等の請求をしたときは、「監査

役監査基準」に基づき、速やかに当該費用の前払い、債務の処理等を行う。

（2）監査役が、監査役の職務の遂行のために弁護士、公認会計士等の外部専門家を求めた場合、当社はその費用

を負担する。

（3）監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、予め予算を計上する。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、監査役の職務の遂行のために、弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携が必要と判断した場合

は、当社にこれを求めることができ、この場合、当社はこれに応じる。
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b.コンプライアンス推進体制の整備の状況

　当社グループは、ファーマシー事業及びリテール事業を主として展開しており、いずれも人々の健康及び生活を

担う性質上コンプライアンスを最重視した健全かつ透明な事業活動を継続することが、不可欠と認識しておりま

す。

　当社グループのコンプライアンス体制の確立、浸透、定着の達成を目的としてコンプライアンス委員会を設置し

ており、その構成は取締役会にて決議しております。コンプライアンス委員会は、６か月に１回を目途として定期

的に開催するほか、必要に応じ随時開催することとしており、当社グループのコンプライアンス推進に関する方針

及び施策、重大なコンプライアンス違反に関する再発防止策、個別の通報に対する処理方針等について審議、検討

し、取締役会へ報告または意見具申することとしております。

　また、通報については、内部通報者保護の観点から、外部組織への委託により内部通報窓口「コンプライアンス

ホットライン」を設置しています。通報への対応を含め、必要に応じて外部の弁護士の法的な評価や意見等を得

て、審議、検討を行うこととしております。

　現在のコンプライアンス委員会は、委員長を代表取締役社長とし、副委員長を取締役（サステナビリティ推進本

部長）、委員を代表取締役専務、取締役（人事本部長）及び常勤監査役として構成し、事務局はリスクマネジメン

ト室としております。なお、個別の通報について審議、検討する委員会には、通報内容に応じ、委員長または副委

員長が指定する役職員を臨時委員として参加させることとしております。

　コンプライアンス推進体制は以下のとおりであります。
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c.リスク管理体制の整備の状況
　当社グループ全体のリスクマネジメントについては、「リスク管理規程」及び「リスクマネジメントガイドライ

ン」を策定しております。

　当社グループ全体を俯瞰した一元的なリスク管理の実現と事業環境の変化により生じる新たなリスク事象の見落

としを防止し、網羅的なリスク管理の実現を目的としてリスクマネジメント委員会を設置しており、６か月に１回

を目途として定期的に開催し、全社的なリスクマネジメントの策定及び実施を管理するとともに、主にリスク項

目・評価の見直しや各リスク担当部署における進捗管理を行うものとしております。現在のリスクマネジメント委

員会は、委員長を代表取締役社長とし、副委員長を取締役（サステナビリティ推進本部長）、委員をグループ会社

社長や各部署の責任者により構成し、事務局はリスクマネジメント室としております。

　リスクカテゴリーごとにリスク担当部署を定め、各担当リスクに関連するリスクマネジメント全般を管掌し、所

管するリスク等に対して、重大リスクに関連するリスクマネジメントに関し、危機発生の予防、未然防止のための

方針、実行計画等を策定するとともに、対応マニュアルを策定する等により緊急事態発生時の対処策を平時から定

めるものとしており、その方針及び計画の浸透を図り、定期的に各部門及び各事業会社における実行状況を点検、

フォローするものとしております。

　また、経営監査室による実地監査においても、遵守状況及び有効性について検査を行っております。

　当社グループの事業継続のため、危機発生時のグループの「事業継続計画（BCP）」を策定しており、当社グ

ループの全役職員に周知徹底しております。

　リスクマネジメント推進体制は以下のとおりであります。

 

d.子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　「a.内部統制システムの整備の状況」の「４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制」及び「５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制及び子会社の取締役の職務執行に係る事項

の当社への報告に関する体制」に記載のとおりであります。

e.取締役の定数

　当社の取締役は、15名以内とする旨定款に定めております。また、当社は、特別取締役を置き、会社法第362条

第４項第１号及び第２号に掲げる重要な財産の処分及び譲受け並びに多額の借財について特別取締役による取締役

会の決議により決定することができる旨定款に定めております。

　なお、現在のところ特別取締役は選定しておりません。

f.取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

g.株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項

１．自己株式の取得

　当社は、事業環境の変化に応じた機動的な資本政策を遂行可能とするため、自己株式の取得については、会社

法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる旨定款に定めており

ます。

２．中間配当の決定機関

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって毎年10月31日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨定款で定めております。

EDINET提出書類

株式会社アインホールディングス(E04896)

有価証券報告書

 39/124



h.株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって決議を行う旨定款で定めております。

i.責任限定契約の内容の概要

　当社は、各社外取締役及び各監査役との間で、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、当社との間で法令

に定める額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。

j.役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で契約し、被保険者が

負担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。

　当該保険契約の被保険者は、当社及び子会社（孫会社含む）の取締役、監査役、管理職・監督者の地位にある従

業員等及びその相続人等であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
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（２）【役員の状況】

①役員一覧

　a.2026年７月29日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、次のとおりであります。

男性8名　女性6名　（役員のうち女性の比率42.9％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長 大谷　喜一 1951年７月19日

1980年７月 株式会社オータニ（現当社）代表取締

役社長

1981年11月 株式会社第一臨床検査センター（旭川

市、現当社）設立、取締役

1983年７月 同社代表取締役社長

1985年５月 当社常務取締役

1988年５月 当社代表取締役社長（現任）
　

(注)3 3,242

代表取締役専務

開発統括及び

医薬運営統括管掌

首藤　正一 1959年11月16日

1982年３月 株式会社第一臨床検査センター（旭川

市、現当社）入社

1991年５月 当社経営企画室長

2000年７月 当社取締役

2003年５月 当社常務取締役

2004年５月 当社医薬事業部長

2012年５月 当社専務取締役

2015年11月 当社代表取締役専務（現任）、開発統

括管掌

2020年５月 一般社団法人日本保険薬局協会

（NPhA）会長

2023年11月 株式会社アインファーマシーズ代表取

締役社長（現任）

2024年５月 当社開発統括及び医薬運営統括管掌

（現任）
　

(注)3 11

代表取締役専務

業務サポート及びDX戦略管掌

兼 リテール運営統括本部長

水島　利英 1960年３月10日

1986年４月 株式会社オータニ（現当社）入社

2000年５月 当社物販事業部ドラッグストア部長

2000年７月 当社取締役

2001年２月 当社物販事業部長

2003年５月 当社常務取締役

2012年５月 当社専務取締役、管理本部長

2012年11月 株式会社ホールセールスターズ代表取

締役社長（現任）

2015年11月

 

当社代表取締役専務（現任）、

運営統括及び業務サポート管掌

2018年７月 当社運営統括、業務サポート及びIT統

括管掌

2024年10月 当社業務サポート及びデジタル推進管

掌 兼 リテール運営統括本部長

（現任）

2026年５月 当社業務サポート及びDX戦略管掌

（現任）
　

(注)3 29
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役専務

渉外担当
大石　美也 1960年８月７日

1993年７月 株式会社ダイチク（現 株式会社アイン

北陸）取締役（現任）

2007年５月 同社常務取締役

2008年７月 同社代表取締役社長

2011年４月 株式会社アインメディカルシステムズ

（現当社）代表取締役副社長

2012年２月 同社代表取締役社長

2012年７月 当社取締役、医薬事業部副事業部長

2014年７月 当社常務取締役

2015年11月 当社運営統括本部長

株式会社アインファーマシーズ代表取

締役社長

2019年５月 当社医薬運営統括管掌

2021年７月 当社医薬運営統括本部長

2023年５月 株式会社アインファーマシーズ取締役

（現任）

2023年７月 当社代表取締役専務、渉外担当

（現任）
　

(注)3 8

取締役

人事本部長
木明　理絵子 1962年２月26日

1995年12月 株式会社第一臨床検査センター（札幌

市、現当社）入社

2003年５月 当社物販事業部商品部長

2004年５月 当社管理本部人事部長

2009年５月 当社物販事業部長 兼 商品部長

2014年７月 当社取締役（現任）

2016年７月 株式会社アユーララボラトリーズ代表

取締役社長

2018年２月 株式会社アインファーマシーズ取締役

（現任）

2018年７月 当社人事管掌

2022年５月 当社人事本部長（現任）
　

(注)3 7

取締役

サステナビリティ推進本部長
髙倉　信行 1957年１月14日

1981年４月 厚生省（現 厚生労働省）入省

2002年８月 厚生労働省医政局経済課長

2004年７月 厚生労働省年金局年金課長

2007年８月 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務

課長

2009年７月 厚生労働省大臣官房国際課長

2010年７月 総務省大臣官房審議官（公営企業担

当）

2011年７月 総務省消防庁審議官

2012年９月 厚生労働省大臣官房年金管理審議官

2013年７月 厚生労働省退官

2013年10月 帝人株式会社特別参与

2014年４月 同社グループ理事、CSR最高責任者補佐

（特命担当）

2016年４月 同社グループ執行役員、CSR最高責任者

兼 経営監査部担当 兼 事業所活用担当

役員

2017年４月 同社グループ執行役員、CSR管掌 兼 経

営監査部担当

2019年４月 同社顧問（非常勤）

2020年４月 当社顧問

2020年７月 株式会社アインファーマシーズ専務取

締役（現任）

2023年７月 当社取締役（現任）、リスクマネジメ

ント管掌

2025年５月 当社サステナビリティ推進本部長

（現任）
　

(注)3 1
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 遠藤　典子 1968年５月６日

1994年６月株式会社ダイヤモンド社入社

2006年３月株式会社ダイヤモンド社週刊ダイヤモ

ンド編集部副編集長

2013年９月東京大学政策・ビジョン研究センター

客員研究員

2015年４月慶應義塾大学大学院政策・メディア研

究科特任教授

2018年７月当社社外取締役（現任）

2019年６月阪急阪神ホールディングス株式会社社

外取締役（現任）

2020年４月慶應義塾大学グローバルリサーチイン

スティテュート特任教授

2021年６月ジャパンエレベーターサービスホール

ディングス株式会社社外取締役

（現任）

2022年６月日本電信電話株式会社（現 NTT株式会

社）社外取締役（現任）

2024年４月早稲田大学研究院教授（現任）
　

(注)3 0

取締役 栗山　英樹 1961年４月26日

2004年４月白鷗大学助教授

2008年４月同大学教授（現任）

2011年11月北海道日本ハムファイターズ監督

2021年11月野球日本代表監督

2022年１月北海道日本ハムファイターズプロ

フェッサー

2022年４月北海学園大学特任教授（現任）

2022年７月当社社外取締役（現任）

2024年１月北海道日本ハムファイターズチーフ・

ベースボール・オフィサー（現任）
　

(注)3 0

取締役 綿引　万里子 1955年５月２日

1980年４月東京地方裁判所判事補

2009年３月最高裁判所上席調査官（民事）

2012年３月宇都宮地方裁判所所長

2014年７月横浜家庭裁判所所長

2015年６月東京高等裁判所判事（部統括）

2016年４月札幌高等裁判所長官

2018年９月名古屋高等裁判所長官

2020年８月弁護士登録

2020年８月岡村綜合法律事務所入所（現任）

2021年６月株式会社東芝社外取締役

2021年６月株式会社LIXIL社外取締役、指名委員

会委員 兼 ガバナンス委員会委員

2022年６月同社社外取締役、指名委員会委員 兼

ガバナンス委員会委員 兼 報酬委員会

委員

2022年10月株式会社大広有識者委員会委員長

2023年６月株式会社LIXIL社外取締役、報酬委員

会委員長 兼 指名委員会委員 兼 ガバ

ナンス委員会委員

2023年８月日本大学第三者調査委員会委員長

2024年６月株式会社LIXIL社外取締役、指名委員

会委員長 兼 報酬委員会委員 兼 ガバ

ナンス委員会委員（現任）

2024年６月公益社団法人家庭問題情報センター

（FPIC）理事長（現任）

2024年７月当社社外取締役（現任）
　

(注)3 0

 

 

EDINET提出書類

株式会社アインホールディングス(E04896)

有価証券報告書

 43/124



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 服部　暢達 1957年12月25日

1981年４月日産自動車株式会社入社

1989年６月ゴールドマン・サックス・アンド・カ

ンパニー ニューヨーク本社入社

1998年11月ゴールドマン・サックス証券会社（現

ゴールドマン・サックス証券株式会

社）マネージング・ディレクター

2003年10月一橋大学大学院国際企業戦略研究科客

員助教授

2005年11月株式会社ファーストリテイリング社外

取締役

2006年10月一橋大学大学院国際企業戦略研究科客

員教授

2009年４月早稲田大学大学院ファイナンス研究科

（現 経営管理研究科）客員教授

（現任）

2015年６月株式会社博報堂DYホールディングス社

外取締役（現任）

2016年７月慶應義塾大学大学院経営管理研究科特

別招聘教授

2017年４月慶應義塾大学大学院経営管理研究科客

員教授（現任）

2024年７月当社社外取締役（現任）

2025年11月公益財団法人柳井正財団理事（現任）
　

(注)3 0

取締役 木村　成樹 1962年３月16日

1986年３月株式会社セブン－イレブン・ジャパン

入社

2013年５月同社会計管理本部長 兼 企業行動推進

室長

2014年３月同社執行役員

2016年５月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス秘書室シニアオフィサー

2016年12月同社執行役員、経営推進部シニアオ

フィサー

2017年７月当社社外取締役

2019年３月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス人事企画本部長

株式会社セブン－イレブン・ジャパン

取締役

2019年５月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス取締役

2019年７月当社社外取締役退任

2020年３月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス関係会社ガバナンス担当

株式会社セブン－イレブン・ジャパン

取締役専務執行役員、管理本部長

2020年４月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス社長室担当 兼 グループ連携担当

2024年３月株式会社セブン－イレブン・ジャパン

取締役副社長、管理本部長

2024年７月当社社外取締役（現任）

2025年５月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス代表取締役副社長（現任）、

株式会社セブンーイレブン・ジャパン

取締役（現任）
　

(注)3 0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 大木　守 1961年１月31日

1986年４月株式会社オータニ（現当社）入社、物

販事業部（現 リテール事業）

1995年５月当社医薬事業部（現 ファーマシー事

業）

2008年８月当社内部監査室（現 経営監査室）次

長

2019年６月同室長

2022年５月当社顧問

2025年７月当社常勤監査役（現任）、株式会社ア

インファーマシーズ監査役（現任）
　

(注)4 2

監査役 佐野　綾子 1977年12月９日

2001年４月 ゴールドマン・サックス証券会社（現

ゴールドマン・サックス証券株式会

社）入社

2008年12月 弁護士登録

2009年１月 東京西法律事務所（現 弁護士法人

TNLAW）入所

2018年10月 東京地方裁判所民事調停官

2018年12月 あや総合法律事務所代表（現任）

2019年３月 株式会社すかいらーくホールディング

ス社外取締役（現任）

2024年３月 株式会社ソディック社外取締役

（現任）

2024年５月 株式会社クラス社外監査役（現任）

2024年６月 独立行政法人経済産業研究所監事

（現任）

2024年７月 当社社外監査役（現任）
　

(注)5 －

監査役 水谷　美奈子 1969年９月24日

1995年４月 大坪正典税理士事務所入所

1998年６月 石渡・西村・中根共同事務所（現

Moore至誠税理士法人）入所

1998年10月 税理士登録

2011年９月 東京共同会計事務所入所

2013年４月 清新税理士法人（現 Moore至誠税理士

法人）入社

2016年９月 Moore至誠税理士法人社員

2020年６月 株式会社山梨中央銀行社外監査役

（現任）

2023年９月 Moore至誠税理士法人代表社員（現任）

2024年７月 当社社外監査役（現任）
　

(注)5 －

計 3,303

（注）１．取締役遠藤典子、栗山英樹、綿引万里子、服部暢達及び木村成樹は、社外取締役であります。

２．監査役佐野綾子及び水谷美奈子は、社外監査役であります。

３．2025年７月30日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2025年７月30日開催の定時株主総会の終結の時から３年間

５．2024年７月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．所有株数には、株式累積投資による取得持株数を含めた2026年６月30日時点の実質持株数を記載しておりま

す。

７．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

上席執行役員は８名で、淡路 英広、石川 香織、藤原 秀樹、和田 俊哉、吉村 輝美、森澤 あずさ、渡辺

薦、池田 健人で構成され、執行役員は11名で坪井 隆幸、平子 庸志、槇 珠美、野澤 浩司、石黒 貴子、鈴木

奈々絵、芳川 圭治、佐野 将司、奥田 康弘、吉岡 久、髙野 善久で構成されております。
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　b.2026年７月30日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役11名選任の件」を上程してお

り、当該決議が承認可決されますと、当社の役員の状況は、次のとおりとなる予定であります。なお、当該定時株

主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容（役職名等）も含めて記載しております。

男性8名　女性6名　（役員のうち女性の比率42.9％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長 大谷　喜一 1951年７月19日

1980年７月 株式会社オータニ（現当社）代表取締

役社長

1981年11月 株式会社第一臨床検査センター（旭川

市、現当社）設立、取締役

1983年７月 同社代表取締役社長

1985年５月 当社常務取締役

1988年５月 当社代表取締役社長（現任）
　

(注)3 3,242

代表取締役専務

開発統括及び

医薬運営統括管掌

首藤　正一 1959年11月16日

1982年３月 株式会社第一臨床検査センター（旭川

市、現当社）入社

1991年５月 当社経営企画室長

2000年７月 当社取締役

2003年５月 当社常務取締役

2004年５月 当社医薬事業部長

2012年５月 当社専務取締役

2015年11月 当社代表取締役専務（現任）、開発統

括管掌

2020年５月 一般社団法人日本保険薬局協会

（NPhA）会長

2023年11月 株式会社アインファーマシーズ代表取

締役社長（現任）

2024年５月 当社開発統括及び医薬運営統括管掌

（現任）
　

(注)3 11

代表取締役専務

業務サポート及びDX戦略管掌

兼 リテール運営統括本部長

水島　利英 1960年３月10日

1986年４月 株式会社オータニ（現当社）入社

2000年５月 当社物販事業部ドラッグストア部長

2000年７月 当社取締役

2001年２月 当社物販事業部長

2003年５月 当社常務取締役

2012年５月 当社専務取締役、管理本部長

2012年11月 株式会社ホールセールスターズ代表取

締役社長（現任）

2015年11月

 

当社代表取締役専務（現任）、

運営統括及び業務サポート管掌

2018年７月 当社運営統括、業務サポート及びIT統

括管掌

2024年10月 当社業務サポート及びデジタル推進管

掌 兼 リテール運営統括本部長

（現任）

2026年５月 当社業務サポート及びDX戦略管掌

（現任）
　

(注)3 29
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

人事本部長
木明　理絵子 1962年２月26日

1995年12月 株式会社第一臨床検査センター（札幌

市、現当社）入社

2003年５月 当社物販事業部商品部長

2004年５月 当社管理本部人事部長

2009年５月 当社物販事業部長 兼 商品部長

2014年７月 当社取締役（現任）

2016年７月 株式会社アユーララボラトリーズ代表

取締役社長

2018年２月 株式会社アインファーマシーズ取締役

（現任）

2018年７月 当社人事管掌

2022年５月 当社人事本部長（現任）
　

(注)3 7

取締役

サステナビリティ推進本部長
髙倉　信行 1957年１月14日

1981年４月 厚生省（現 厚生労働省）入省

2002年８月 厚生労働省医政局経済課長

2004年７月 厚生労働省年金局年金課長

2007年８月 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務

課長

2009年７月 厚生労働省大臣官房国際課長

2010年７月 総務省大臣官房審議官（公営企業担

当）

2011年７月 総務省消防庁審議官

2012年９月 厚生労働省大臣官房年金管理審議官

2013年７月 厚生労働省退官

2013年10月 帝人株式会社特別参与

2014年４月 同社グループ理事、CSR最高責任者補佐

（特命担当）

2016年４月 同社グループ執行役員、CSR最高責任者

兼 経営監査部担当 兼 事業所活用担当

役員

2017年４月 同社グループ執行役員、CSR管掌 兼 経

営監査部担当

2019年４月 同社顧問（非常勤）

2020年４月 当社顧問

2020年７月 株式会社アインファーマシーズ専務取

締役（現任）

2023年７月 当社取締役（現任）、リスクマネジメ

ント管掌

2025年５月 当社サステナビリティ推進本部長

（現任）
　

(注)3 1

取締役 遠藤　典子 1968年５月６日

1994年６月株式会社ダイヤモンド社入社

2006年３月株式会社ダイヤモンド社週刊ダイヤモ

ンド編集部副編集長

2013年９月東京大学政策・ビジョン研究センター

客員研究員

2015年４月慶應義塾大学大学院政策・メディア研

究科特任教授

2018年７月当社社外取締役（現任）

2019年６月阪急阪神ホールディングス株式会社社

外取締役（現任）

2020年４月慶應義塾大学グローバルリサーチイン

スティテュート特任教授

2021年６月ジャパンエレベーターサービスホール

ディングス株式会社社外取締役

（現任）

2022年６月日本電信電話株式会社（現 NTT株式会

社）社外取締役（現任）

2024年４月早稲田大学研究院教授（現任）
　

(注)3 0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 栗山　英樹 1961年４月26日

2004年４月白鷗大学助教授

2008年４月同大学教授（現任）

2011年11月北海道日本ハムファイターズ監督

2021年11月野球日本代表監督

2022年１月北海道日本ハムファイターズプロ

フェッサー

2022年４月北海学園大学特任教授（現任）

2022年７月当社社外取締役（現任）

2024年１月北海道日本ハムファイターズチーフ・

ベースボール・オフィサー（現任）
　

(注)3 0

取締役 綿引　万里子 1955年５月２日

1980年４月東京地方裁判所判事補

2009年３月最高裁判所上席調査官（民事）

2012年３月宇都宮地方裁判所所長

2014年７月横浜家庭裁判所所長

2015年６月東京高等裁判所判事（部統括）

2016年４月札幌高等裁判所長官

2018年９月名古屋高等裁判所長官

2020年８月弁護士登録

2020年８月岡村綜合法律事務所入所（現任）

2021年６月株式会社東芝社外取締役

2021年６月株式会社LIXIL社外取締役、指名委員

会委員 兼 ガバナンス委員会委員

2022年６月同社社外取締役、指名委員会委員 兼

ガバナンス委員会委員 兼 報酬委員会

委員

2022年10月株式会社大広有識者委員会委員長

2023年６月株式会社LIXIL社外取締役、報酬委員

会委員長 兼 指名委員会委員 兼 ガバ

ナンス委員会委員

2023年８月日本大学第三者調査委員会委員長

2024年６月株式会社LIXIL社外取締役、指名委員

会委員長 兼 報酬委員会委員 兼 ガバ

ナンス委員会委員（現任）

2024年６月公益社団法人家庭問題情報センター

（FPIC）理事長（現任）

2024年７月当社社外取締役（現任）
　

(注)3 0

取締役 服部　暢達 1957年12月25日

1981年４月日産自動車株式会社入社

1989年６月ゴールドマン・サックス・アンド・カ

ンパニー ニューヨーク本社入社

1998年11月ゴールドマン・サックス証券会社（現

ゴールドマン・サックス証券株式会

社）マネージング・ディレクター

2003年10月一橋大学大学院国際企業戦略研究科客

員助教授

2005年11月株式会社ファーストリテイリング社外

取締役

2006年10月一橋大学大学院国際企業戦略研究科客

員教授

2009年４月早稲田大学大学院ファイナンス研究科

（現 経営管理研究科）客員教授

（現任）

2015年６月株式会社博報堂DYホールディングス社

外取締役（現任）

2016年７月慶應義塾大学大学院経営管理研究科特

別招聘教授

2017年４月慶應義塾大学大学院経営管理研究科客

員教授（現任）

2024年７月当社社外取締役（現任）

2025年11月公益財団法人柳井正財団理事（現任）
　

(注)3 0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 木村　成樹 1962年３月16日

1986年３月株式会社セブン－イレブン・ジャパン

入社

2013年５月同社会計管理本部長 兼 企業行動推進

室長

2014年３月同社執行役員

2016年５月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス秘書室シニアオフィサー

2016年12月同社執行役員、経営推進部シニアオ

フィサー

2017年７月当社社外取締役

2019年３月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス人事企画本部長

株式会社セブン－イレブン・ジャパン

取締役

2019年５月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス取締役

2019年７月当社社外取締役退任

2020年３月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス関係会社ガバナンス担当

株式会社セブン－イレブン・ジャパン

取締役専務執行役員、管理本部長

2020年４月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス社長室担当 兼 グループ連携担当

2024年３月株式会社セブン－イレブン・ジャパン

取締役副社長、管理本部長

2024年７月当社社外取締役（現任）

2025年５月株式会社セブン＆アイ・ホールディン

グス代表取締役副社長（現任）、

株式会社セブンーイレブン・ジャパン

取締役（現任）
　

(注)3 0

取締役 俵木　登美子 1958年６月22日

1981年４月厚労省（現厚生労働省）入省

2006年９月厚生労働省医薬食品局医療機器審査管

理室長

2009年７月厚生労働省医薬食品局食品安全部基準

審査課長

2010年７月厚生労働省医薬食品局安全対策課長

2013年７月独立行政法人医薬品医療機器総合機構

上席審議役（医療機器審査担当）

2014年７月独立行政法人医薬品医療機器総合機構

安全管理監

2016年６月独立行政法人医薬品医療機器総合機構

組織運営マネジメント役

2018年７月厚生労働省退官

2018年11月一般社団法人くすりの適正使用協議会

理事長（現任）

2020年３月株式会社大塚メディカルデバイス社外

取締役（現任）

2025年７月株式会社アインファーマシーズ社外監

査役

2026年７月当社社外取締役就任予定
　

(注)3 －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 大木　守 1961年１月31日

1986年４月株式会社オータニ（現当社）入社、物

販事業部（現 リテール事業）

1995年５月当社医薬事業部（現 ファーマシー事

業）

2008年８月当社内部監査室（現 経営監査室）次

長

2019年６月同室長

2022年５月当社顧問

2025年７月当社常勤監査役（現任）、株式会社ア

インファーマシーズ監査役（現任）
　

(注)4 2

監査役 佐野　綾子 1977年12月９日

2001年４月 ゴールドマン・サックス証券会社（現

ゴールドマン・サックス証券株式会

社）入社

2008年12月 弁護士登録

2009年１月 東京西法律事務所（現 弁護士法人

TNLAW）入所

2018年10月 東京地方裁判所民事調停官

2018年12月 あや総合法律事務所代表（現任）

2019年３月 株式会社すかいらーくホールディング

ス社外取締役（現任）

2024年３月 株式会社ソディック社外取締役

（現任）

2024年５月 株式会社クラス社外監査役（現任）

2024年６月 独立行政法人経済産業研究所監事

（現任）

2024年７月 当社社外監査役（現任）
　

(注)5 －

監査役 水谷　美奈子 1969年９月24日

1995年４月 大坪正典税理士事務所入所

1998年６月 石渡・西村・中根共同事務所（現

Moore至誠税理士法人）入所

1998年10月 税理士登録

2011年９月 東京共同会計事務所入所

2013年４月 清新税理士法人（現 Moore至誠税理士

法人）入社

2016年９月 Moore至誠税理士法人社員

2020年６月 株式会社山梨中央銀行社外監査役

（現任）

2023年９月 Moore至誠税理士法人代表社員（現任）

2024年７月 当社社外監査役（現任）
　

(注)5 －

計 3,295

（注）１．取締役遠藤典子、栗山英樹、綿引万里子、服部暢達、木村成樹及び俵木登美子は、社外取締役であります。

２．監査役佐野綾子及び水谷美奈子は、社外監査役であります。

３．2026年７月30日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2025年７月30日開催の定時株主総会の終結の時から３年間

５．2024年７月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．所有株数には、株式累積投資による取得持株数を含めた2026年６月30日時点の実質持株数を記載しておりま

す。

７．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

上席執行役員は８名で、淡路 英広、石川 香織、藤原 秀樹、和田 俊哉、吉村 輝美、森澤 あずさ、渡辺

薦、池田 健人で構成され、執行役員は11名で坪井 隆幸、平子 庸志、槇 珠美、野澤 浩司、石黒 貴子、鈴木

奈々絵、芳川 圭治、佐野 将司、奥田 康弘、吉岡 久、髙野 善久で構成されております。

②社外役員の状況

　2026年７月29日（有価証券報告書提出日）現在、当社の取締役会は11名で構成され、うち社外取締役は５名であ

り、監査役は全３名中２名が社外監査役で構成されております。なお、2026年７月30日開催予定の定時株主総会の

議案（決議事項）として、「取締役11名選任の件」を上程しており、当該決議が承認可決されますと、当社の社外

取締役は６名、社外監査役は２名となる予定です。
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　社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割は、それぞれに有する専門的知識、経験等を

基礎とし、高い中立性、独立性及び客観的観点から、当社取締役会等における発言、業務執行のモニタリング等に

より、当社経営戦略、議案審議及び内部統制に活かすことにあります。

　社外取締役及び社外監査役の独立性については、東京証券取引所が定める独立役員の要件及び以下に記載する当

社の「社外取締役及び社外監査役の独立性に関する判断基準」に基づき判断しております。当社の社外取締役及び

社外監査役の全員が上記基準を満たしていることから、当社社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所が

定める独立役員に指定しております。

「社外取締役及び社外監査役の独立性に関する判断基準」

　当社の社外取締役または社外監査役（以下、社外役員）が以下に定める要件を満たすと判断される場合に、当

該社外役員は当社に対し充分な独立性を有していると判断する。

１．現在または過去10年間において、当社または当社の連結子会社（以下、当社グループ）の業務執行者でない

こと。

２．現在または過去５年間において、以下（1）～（9）のいずれにも該当しないこと。

（1）当社の総議決権の10%以上の株式を直接もしくは間接的に有する者またはその業務執行者

（2）当社グループが総議決権の10%以上の株式を直接もしくは間接的に有する者またはその業務執行者

（3）当社グループを主要な取引先とする者（当社グループへの売上高がその者の年間連結売上高の２％以上で

ある者をいう）またはその業務執行者

（4）当社グループの主要な取引先（その者への売上高が当社グループの年間連結売上高の２％以上である者を

いう）またはその業務執行者

（5）当社グループから役員報酬以外に、その者の年間連結売上高（年間連結売上収益）の２％または1,000万

円のいずれか高い方の額を超える金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専

門家（当該財産を得ているものが法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう）

（6）当社グループから、当該団体の年間総費用の30％または1,000万円のいずれか高い方の額を超える寄付ま

たは助成を受けている者またはその業務執行者

（7）当社グループの主要な借入先（当社グループの連結資産合計の２％以上の額を当社に融資している者）ま

たはその業務執行者

（8）当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者

（9）当社の業務執行者が他の会社の社外役員である場合の当該他の会社の業務執行者

３．当社グループの業務執行者及び上記２．に掲げる者が重要な者（社外取締役を除く取締役、社外監査役を除

く監査役、執行役員及び部長級以上の使用人をいう）である場合、その配偶者または二親等内の親族でない

こと。

　社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係については、以下の

とおりであります。

・社外取締役綿引万里子氏は公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC）理事長を兼務しております。当社より同

法人に寄付を行っておりますが、その金額は年額1,000万円以下であります。

・社外取締役木村成樹氏は株式会社セブン＆アイ・ホールディングス代表取締役副社長、株式会社セブン－イレブ

ン・ジャパン取締役を兼務しております。当社子会社と同社並びに同社子会社は、不動産の賃借等の取引があり

ますが、その取引額は双方ともに年間連結売上高の１％未満であります。

・社外取締役俵木登美子氏は一般社団法人くすりの適正使用協議会理事長を兼務しております。当社子会社と同法

人は、データ利用等の取引がありますが、その取引額は双方ともに年間連結売上高の１％未満であります。

③社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

　社外取締役は、取締役会において、内部統制、監査役監査及び会計監査の状況を始めとした重要事項の報告を受

けることにより情報を共有することに加え、様々な角度から経営監督を行い、必要に応じて適宜意見を表明してお

ります。

　社外監査役は、常勤監査役と連携し、監査役会において、内部統制及びコンプライアンス等に係る重要事項に関

する助言を適宜行うことにより、内部統制部門に対する監査機能を果たしております。経営監査室との連携のた

め、内部監査定例会に毎月参加し、報告を受けるとともに、経営監査室からの内部監査資料の監査役への提出及び

監査役との協調による実地監査を通じ、内部監査手法及びその効果について適宜協議及び見直しを行っておりま

す。また、会計監査時の会計監査人との監査手法等に関する協議連携により、内部監査の実効性を高めておりま

す。
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（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

　監査役監査は、２名の社外監査役と１名の常勤監査役の３名で構成され、経営監査室との協調のほか、会計監査

毎に会計監査人との意見交換を行い、法令、定款及び会計面に関する監査役監査の精度向上に努めております。特

に、会計監査報告への「監査上の主要な検討事項（KAM）」記載に関する説明を受け、意見交換・協議を行いまし

た。

　また、会計監査人の子会社に対する監査に同行し、機能強化を図っております。

　なお、常勤監査役大木守氏は、当社の内部監査室長として2019年６月から2022年４月まで在職し、法令及び社内

規程等についての違反行為調査、内部統制有効性評価、改善策提案等の内部監査業務の経験、ファーマシー事業及

びリテール事業において店舗運営の経験があり、薬剤師として薬局運営及び関係法令に関する豊富な知見も有して

おります。

　また、社外監査役の水谷美奈子氏は、税理士の資格を有しており、財務・会計に関する専門的知見を豊富に有し

ております。

　当事業年度において当社は監査役会を年13回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりで

あります。

氏　名 出席状況（出席率）

川村　幸一（常勤監査役） ３回中３回（100%）

大木　守（常勤監査役） 10回中10回（100%）

佐野　綾子（社外監査役） 13回中13回（100%）

水谷美奈子（社外監査役） 13回中13回（100%）

（注）出席状況は、在任期間中の開催回数に基づいて記載しております。

　監査役会における具体的な検討内容は、監査方針・計画の策定、監査報告書の作成、会計監査の相当性、会計監

査人の評価・報酬の同意、内部統制システムの整備・運用状況の確認等を行っております。コンプライアンスを意

識した事業運営が行われるよう取締役会及び業務執行の監査を実施するために協議し、具体的な施策の監視・監

督、助言を行っております。

　社外監査役は、常勤監査役とともに、監査方針及び監査計画を策定し、経営に係る重要文書の閲覧、計算書類・

参考書類の監査、株主総会の提出議案の監査、取締役の業務執行状況の確認を実施し、監査役会での討議を通じ

て、取締役及び取締役会に助言、提言、勧告を行っております。

　また、常勤監査役はサステナビリティ委員会への出席によりサステナビリティに関する取り組み状況を確認して

おります。

　なお、当事業年度において、職務権限規程の改定、内部監査の増強・機能強化等、法令に則った公正な事業の遂

行のための体制拡充の取組があったことを確認しております。監査役会として、かかる取組の実施状況を引き続き

注視してまいります。

　今後、新型コロナウイルス感染症の感染拡大のような何らかの異常な事象が生じた場合、計画していた監査役の

活動で実施が困難となったものがあれば、監査計画や監査方法等の見直し、会計監査人及び内部監査部門と全社的

な監査活動の調整を随時行い、その都度、代替的な監査対応を行う等により、監査の遅れ等のリスクの低減を図っ

てまいります。

②内部監査の状況

　当社は、内部監査機能の充実、強化を図るため、事業経営から独立した経営監査室を設置しております。内部監

査の範囲は、ガバナンス・プロセス、リスクマネジメント及びコントロールに関するすべての経営諸活動に及ぶも

のとしており、経営監査室は、監査計画の立案を行い、原則として当社グループの全部門に対して年１回以上の監

査手続を実施し、監査報告書の作成、改善指示書の作成等を行っております。また、通常の業務監査とともに、個

人情報保護システムの運用状況等について個人情報保護監査を行っております。

　経営監査室は、監査役会及び会計監査人と連携し重複業務の調整及び業務品質の向上を図るとともに、監査結果

を含む活動状況について、代表取締役社長、取締役会及び監査役会に直接報告を行うものとしており、内部統制の

実効性を確保しております。

　また、内部監査の状況は経営会議において報告し、グループ各事業部と連携のうえ、個別指導及び再監査により

コンプライアンス向上に努めております。

　なお、2026年５月１日現在の経営監査室はCIA１名、QIA２名を含む20名で構成されております。
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③会計監査の状況

ａ.監査法人の名称

　EY新日本有限責任監査法人

ｂ.継続監査期間

　35年間

ｃ.業務を執行した公認会計士

　指定有限責任社員 業務執行社員　片岡直彦

　指定有限責任社員 業務執行社員　新木　亘

ｄ.監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他補助者等37名により構成されております。

ｅ.監査法人の選定方針と理由

　会計監査人の品質管理体制、独立性、審査体制、監査の実施状況、監査報酬等の要素を個別に吟味したうえ

で総合的に判断し、会計監査人を選定しております。

　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意を得

て、監査役会が会計監査人を解任します。

　また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の決定を受け、取締

役会が会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提出します。

ｆ.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役会は、上記「ｅ．監査法人の選定方針と理由」及び監査実績等を総合的に検討し、日本監査役協会が

公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に基づき、評価しております。

　当該方針に照らし、EY新日本有限責任監査法人を評価した結果、同監査法人を会計監査人として再任するこ

とが相当であると判断しております。

④監査報酬の内容等

ａ.監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく報

酬（百万円）

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく報

酬（百万円）

提出会社 61 5 62 －

連結子会社 12 － 38 －

計 74 5 100 －

　当社における前連結会計年度の非監査業務の内容は、人権デューデリジェンスに関する業務であります。

ｂ.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ.を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － － －

連結子会社 3 0 4 1

計 3 0 4 1

　連結子会社における前連結会計年度の非監査業務の内容は、税務に関するアドバイザリー業務であります。

ｃ.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

ｄ.監査報酬の決定方針

　当社は監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を定めておりませんが、監査計画、監査日数、当社の

規模、特性等を勘案して監査報酬を決定しております。

ｅ.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認した結果、会

計監査人の報酬等の額は妥当であると判断し、会社法第399条第１項及び第２項の同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

イ.取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

　当社は、2022年６月29日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議し

ております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ

れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、任意の指名・報酬等諮問委員会から

の答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

a.基本方針

　当社の取締役は、当社グループが、地域医療への貢献と、美しさと健やかさの提供へ向け社会的役割と責任

を果たすため、ステークホルダーの皆様と価値を共有しながら業績向上と持続的な成長を図ることが求められ

ている。当社の取締役の報酬は、役割と責任に応じた固定報酬である月額報酬と、報酬決定プロセスの透明

性・客観性を高め業績インセンティブとなる業績連動報酬である賞与及び株主の皆様と同じ目線で持続的な成

長を意識づけることを目的とする非金銭報酬により構成される報酬体系とする。

　ただし、社外取締役の報酬は、独立かつ客観的な立場から当社の経営を監督する役割・責務に適した報酬体

系とする。

b.金銭報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針

　金銭報酬（業績連動報酬及び非金銭報酬等のいずれでもないもの）は、月額固定の「基本報酬」とし、役

位、職責、在任年数、従業員の賃金とのバランス、同業他社の動向や過去の支給実績等を総合的に勘案の上、

決定するものとする。

c.業績連動報酬等に係る業績指標の内容及びその額又は数の算定方法の決定に関する方針及び非金銭報酬等の内

容及びその額若しくは数又はその算定方法の決定に関する方針

　賞与は各期の連結営業利益及びROE並びに各期の環境課題・社会課題への貢献等、直接財務的価値に表れない

価値、配当、従業員の賞与とのバランス、同業他社の動向や過去の支給実績等を総合的に勘案の上、決定す

る。

　非金銭報酬は譲渡制限付株式報酬（RS）とし、毎年、総額50百万円を限度として、役位、職責により決定し

た基準額の金銭報酬債権を付与し、当該金銭報酬債権の現物出資により普通株式を割り当てる。なお、譲渡制

限付株式報酬として割り当てる当社の普通株式は年50,000株以内とする。

　今後も、株主様をはじめとするステークホルダーからの要請や同業他社の動向等を注視し、短期から中長期

的な業績に連動したインセンティブはどうあるべきか、指名・報酬等諮問委員会において適宜検討する。

d.報酬等の種類毎の構成割合の決定に関する方針

　社外取締役以外の取締役の報酬の構成割合は、事業の特性、事業環境及び他社の動向を勘案し、月額報酬、

賞与、非金銭報酬の構成比が概ね70:20:10となるように制度を設計する。社外取締役には、月額報酬のみを支

給する。

e.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法

　個人別の報酬額については、指名・報酬等諮問委員会で役位別の月額報酬の金額範囲、賞与に関する業績等

の評価の内容、役位別の非金銭報酬額に関する原案を作成し、取締役会の決議を経て、その決定内容の範囲で

代表取締役社長が具体的内容について委任をうけるものとする。

　指名・報酬等諮問委員会は、取締役の報酬決定に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化することを目

的として、過半数の委員を独立社外取締役で構成し、取締役の報酬等に関する事項は、上記方針に基づき決定

する。

f.取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は、代表取締役社長が当社全体の業績等を勘案したうえで各取締役の評価を行うことができる最も

適した地位にあると判断し、代表取締役社長大谷喜一に対し各取締役の基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭

報酬について、個人別の具体的な報酬額の決定を委任しております。なお、代表取締役社長は、指名・報酬等

諮問委員会の答申をうけて取締役会が決議した金額の範囲内において委任された内容について決定しておりま

す。
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ロ.　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　当社取締役の報酬限度額は、2025年７月30日開催の第55回定時株主総会において年額500百万円以内（うち社外

取締役年額100百万円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）と決議いただいておりま

す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は11名です。

　当社取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」という。）の譲渡制限付株式報酬限度額は、2022年７月

28日開催の第53回定時株主総会において年額50百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時

点の対象取締役の員数は８名です。

　監査役の報酬限度額は、2025年７月30日開催の第55回定時株主総会において年額50百万円以内と決議いただい

ております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

ハ.　第57期以降に係る当社取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

　当社は、2025年６月26日開催の取締役会において、第57期以降に係る取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針を改定する旨の決議をしております。

　第57期以降に係る取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。

a.基本方針

　当社の取締役は、当社グループが、地域医療への貢献と、美しさとすこやかさの提供へ向け社会的役割と責

任を果たすため、ステークホルダーの皆様と価値を共有しながら業績向上と持続的な成長を図ることが求めら

れている。当社の取締役の報酬は、役割と責任に応じた固定報酬である月額報酬と、報酬決定プロセスの透明

性・客観性を高め業績インセンティブとなる業績連動報酬である賞与及び株主の皆様と同じ目線で持続的な成

長を意識づけることを目的とする非金銭報酬により構成される報酬体系とする。

　ただし、社外取締役の報酬は、独立かつ客観的な立場から当社の経営を監督する役割・責務に適した報酬体

系とする。

　なお、指名・報酬等諮問委員会においては、経済・社会情勢や当社の経営状況のほか、外部調査機関の調査

に基づく客観的指標や外部調査機関の助言を踏まえて検討する。

b.金銭報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針

　金銭報酬（業績連動報酬及び非金銭報酬のいずれでもないもの）は、月額固定の「基本報酬」とし、役位、

職責、在任年数、従業員の賃金とのバランス、当社と規模が類似する企業（全産業）の報酬水準や過去の支給

実績等を総合的に勘案の上、決定するものとする。また、社外取締役が指名・報酬等諮問委員会の委員長や委

員を担う場合には、当該職務に対する手当（委員長・委員手当）を支給する。

c.業績連動報酬等に係る業績指標の内容及びその額又は数の算定方法の決定に関する方針

　賞与は、毎年１回支給するものとし、財務指標として、各期の連結売上高、連結営業利益及びROEを、サステ

ナビリティ指標として、売上高１億円当たりCO2排出量及び女性管理職比率をKPI（Key Performance

Indicator）として達成率を評価し、達成率に応じて支給率を決定する。なお、KPI及びその評価割合について

は、中長期的な企業価値向上を前提として、各事業年度における経営目標達成のインセンティブとなるよう、

また、社会的な動向や他社の動向等も含め総合的に勘案し、毎年指名・報酬等諮問委員会において検討を行

う。

　賞与に関するKPI及びその評価割合は下表のとおりとする。

KPI 評 価 割 合

財務指標

　連結売上高予算比

　連結営業利益予算比

　連結営業利益前年比

　ROE

 

20%

25%

25%

20%

サステナビリティ指標

　売上高１億円当たりCO2排出量（Scope１、２）

　女性管理職比率

 

５%

５%
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　達成率は、各KPIにおいて「実績÷目標×評価割合」を算出し、合計して算出する。

　達成率と支給率の関係は下表のとおりとする。

達 成 率 支 給 率

50％未満

50％以上150%未満

150%以上

0%

達成率と同じ

150%

d.非金銭報酬等の内容及びその額若しくは数又はその算定方法の決定に関する方針

　非金銭報酬は譲渡制限付株式報酬（RS）とし、毎年、総額50百万円を限度として、役位、職責により決定し

た基準額の金銭報酬債権を付与し、当該金銭報酬債権の現物出資により普通株式を割り当てる。なお、譲渡制

限付株式報酬として割り当てる当社の普通株式は年50,000株以内とする。

　今後も、株主様をはじめとするステークホルダーからの要請や当社と規模が類似する企業（全産業）の報酬

体系等を注視し、短期から中長期的な業績に連動したインセンティブはどうあるべきか、指名・報酬等諮問委

員会において適宜検討する。

e.報酬等の種類毎の構成割合の決定に関する方針

　社外取締役以外の取締役の報酬の構成割合は、事業の特性、事業環境及び他社の動向を勘案し、基本報酬、

賞与（基準額）、非金銭報酬の構成比が概ね65:25:10となるように制度を設計する。社外取締役には、基本報

酬のみを支給する。

f.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法

　個人別の報酬額については、指名・報酬等諮問委員会が、役位別の月額報酬の金額の範囲、賞与に関するKPI

の達成状況に基づく評価の内容、役位別の非金銭報酬額に関する原案を作成・審議のうえ、取締役会に答申

し、答申を受けた取締役会の決議を経て、その決定内容の範囲で指名・報酬等諮問委員会が具体的内容の決定

について委任を受けるものとする。

g.取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は、指名・報酬等諮問委員会に対して各取締役の基本報酬、業績連動報酬及び非金銭報酬につい

て、個人別の具体的な報酬額の決定を委任する。委任の目的は、委員の過半数が独立社外取締役で構成され、

独立社外取締役が委員長を務める指名・報酬等諮問委員会に委任することにより、取締役の報酬決定に関する

手続の公正性・透明性・客観性を確保することである。なお、指名・報酬等諮問委員会は、指名・報酬等諮問

委員会の答申を受けて取締役会が決議した金額の範囲内において委任された内容について決定する。

　なお、当事業年度の取締役の個人別の報酬等の内容を決定した時点における指名・報酬等諮問委員会は、独

立社外取締役綿引万里子氏（委員長）、独立社外取締役遠藤典子氏及び代表取締役社長大谷喜一氏の３名で構

成されています。

②役員区分ごとの報酬額の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の金額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取　締　役

（社外取締役を除く）
229 165 38 25 6

監　査　役

（社外監査役を除く）
9 9 0 － 2

社外取締役 56 56 － － 5

社外監査役 17 17 － － 2

（注）取締役（社外取締役を除く）に対する非金銭報酬等の総額の内訳は、譲渡制限付株式報酬25百万円であ

ります。

③連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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④当事業年度に支給した業績連動報酬に係る指標の実績等

　上記の②業績連動報酬の総額には、当事業年度における役員賞与引当金の繰入額15百万円（取締役６名に対し15

百万円、社外取締役及び監査役は該当なし。）が含まれております。上記の②業績連動報酬の総額に含まれる賞与

は、2025年4月期に係る連結営業利益予算比、連結営業利益前期比、ROE、売上高1億円当たりCO2排出量（Scope1、

2）、独立取締役比率、女性管理職比率等を指標としており、その実績は、連結営業利益予算比は87.1%（対修正予

算）、連結営業利益前期比は82.6%、ROEは6.7％、売上高1億円当たりCO2排出量（Scope1、2）は5.4t-CO2/億円、

独立取締役比率は45.5%、女性管理職比率は40.6%です。また、指名・報酬等諮問委員会から答申をうけた金額の範

囲内において上記の業績連動報酬等の総額に含まれる賞与を支給しております。

 

（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株式）のみ保有しております。専ら株式の価値の変動

または株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする純投資目的である投資株式は保有しておりません。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

　当社が行う事業に関連する業務提携、取引の維持・強化等の相乗効果が期待される銘柄、地域社会との関係維

持に必要な銘柄を対象に保有しております。

　なお、政策保有株式の総額は、連結貸借対照表計上額の純資産の５％以下を維持する範囲内での保有を基本と

し、超えた場合は、速やかに売却等の検討を行うことを基本的な方針としております。

　また、取締役会にて、その株式の政策保有についての保有目的の妥当性、保有に伴う便益やリスクが資本コス

トに見合っているか、他に有効な資金活用はないかを検証した上で保有の継続または売却等による縮減を判断す

ることとしております。

　政策保有株式に係る議決権行使については、投資先企業の経営方針を十分に尊重したうえで、当該企業の企業

価値向上及び当社の中長期的な企業価値向上に資するものかどうかを総合的に勘案し、議案ごとに検討し、賛否

を判断しております。なお、一定期間連続して業績が赤字になること、組織の改編等により株主価値が大きく毀

損される事態または不祥事等、コーポレート・ガバナンス上の重大な懸念事項が生じている場合には、内容を特

に精査して検討し、賛否を判断しております。

ｂ.当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である当社の株式の保有状況については以下のとおりであります。

（銘柄数及び貸借対照表計上額）

 
銘柄数

（銘柄）

貸借対照表計上額の

合計額（百万円）

非上場株式 17 1,080

非上場株式以外の株式 5 1,793

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数

（銘柄）

株式数の増加に係る取得

価額の合計額（百万円）
株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数

（銘柄）

株式数の減少に係る売却

価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 2 174
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ｃ.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の

保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額

（百万円）

貸借対照表計上額

（百万円）

㈱ほくほくフィナ

ンシャルグループ

175,740 175,740
重要な資金借入先であり資金調達

の安定と、同行からの情報を通じ

て当社グループの効率的な事業展

開を図るため

無

1,045 447

㈱北洋銀行

729,200 729,200
重要な資金借入先であり資金調達

の安定と、同行からの情報を通じ

て当社グループの効率的な事業展

開を図るため

有

723 360

太平洋興発㈱

10,000 10,000
当社との協力関係の維持強化のた

め保有しており、配当金およびそ

の企業に係る収益などをもとに保

有効果を見込んでいるため

無

9 6

スパークス・グ

ループ㈱

4,000 4,000
当社との協力関係の維持強化のた

め保有しており、配当金およびそ

の企業に係る収益などをもとに保

有効果を見込んでいるため

無

7 5

㈱エコミック

16,000 16,000 重要な取引先であり、同社からの

給与計算等のサービス提供を通じ

て事業活動の円滑化を図るため

無

7 7

塩野義製薬㈱

－ 60,000
業界動向把握のため保有してお

り、配当金およびその企業に係る

収益などをもとに保有効果を見込

んでいるため（注）１

無

－ 143

㈱エコノス

－ 15,000
当社との協力関係の維持強化のた

め保有しており、配当金およびそ

の企業に係る収益などをもとに保

有効果を見込んでいるため

無

－ 15

（注）１．塩野義製薬㈱は、2024年10月１日を基準日として、１株につき３㈱の割合で株式分割を行っています。

２．「－」は、当該銘柄を保有していないことを示しております。

３．定量的な保有効果の記載は困難でありますが、保有の合理性については保有目的の妥当性、保有に伴う便益や

リスクが資本コストに見合っているか、他に有効な資金活用はないかを検証しております。

みなし保有株式

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の

保有の有無
株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額

（百万円）

貸借対照表計上額

（百万円）

㈱トーカイ

129,800 129,800
退職給付信託に拠出しており、議

決権行使の指図権は留保

資本・業務提携を通じて当社グ

ループの効率的な事業展開を図る

ため保有

有

340 291

③保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

＜人的資本の考え方＞

当社グループは、調剤薬局を運営するファーマシー事業と、コスメを中心とした商品を販売するコスメティックスト

ア「アインズ&トルペ」及び家具やインテリア雑貨を企画・製造・販売するライフスタイルショップ「Francfranc」を

運営するリテール事業を主として展開しております。主な戦略である「トップラインの拡大」「薬局・店舗・本部の機

能の向上」「新サービスの提供」「社員一人ひとりの価値創造力の向上」の実現にあたって、人的資本は単なる費用で

はなく、将来の収益基盤を形成する戦略投資であり、中長期的な企業価値向上を実現するための最も重要な経営資本と

位置付けております。

各事業における専門性とホスピタリティを兼ね備えたサービス・商品の提供等、当社グループの競争優位の源泉は

「人」を介した価値提供にあり、顧客一人ひとりの元気と笑顔の実現を目的とした価値創造の中心にあるのが「人材」

です。社員を大切にする会社であること、働きがいのある会社であること、この要件が満たされてこそ、初めてお客さ

まのために全力を尽くせるという考えに基づき、当社グループは、多様性を尊重し、社員一人ひとりの能力を最大限発

揮できるよう支援体制を構築するとともに、多様なキャリア形成のための評価制度等を拡充しております。採用、教育

研修、配置最適化等への投資を通じて、社員一人ひとりの生産性及び価値創造力の向上を図り、これにより、各事業に

おける専門性とホスピタリティを兼ね備えた人材の育成・活用を促進し、顧客へのサービス向上とグループ全体のイノ

ベーション創出を目指しております。結果として企業価値の向上に繋げてまいります。

 

＜人材戦略の考え方＞

当社グループのブランドプロミス、グループステートメント、グループバリュー、人材育成方針及び社内環境整備方

針等を踏まえ、企業戦略及びマテリアリティ（重要課題）をもとに、主な戦略・施策や戦略に紐づく人的資本関連施策

を整理し人材戦略としております。

 

＜当社グループにおける人的資本と企業価値向上のつながり＞
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＜指標と目標及び実績＞

人材版伊藤レポート、人的資本可視化指針、ISO30414の指標事例を参考にするとともに、当社独自の施策及び指標を

再検討し、重要度分析及び企業価値向上、リスクマネジメントの視点から比較可能性と独自性を考慮したうえで、以下

の指標（KPI）を設定しております。

戦略に紐づく
人的資本関連施策

指標（KPI）
あるべき姿

2031年４月期目標。
進捗及び取組状況
2026年４月期

人材の積極採用
・新規採用数（新卒/キャリア）

・離職率

－

5%以下

1,403人/450人

7.1%

社員エンゲージメントの向上 ・社員エンゲージメント 偏差値55以上
未達

（対前年0.9㌽改善）

社員のダイバーシティ ・女性管理職比率 40%※1 45.1%

※いずれもグループ全社の実績

 

＜アイングループの人材育成方針＞

〇基本的な考え方

アイングループは、社員を大切にする会社であること、働きがいのある会社であること、この要件が満たされてこ

そ、初めてお客さまのために全力を尽くせると考えています。「社員の幸せ」が「お客さまの幸せ」につながり、その

評価としての「お客さまの笑顔」が社員の新たなエネルギーとなります。この相互の奏功を繰り返していくためには、

社員一人ひとりが自ら挑戦し続け成長していくことが必要です。アイングループを活躍の場として、お客さま、地域そ

して広く社会へ、確かなサービスを提供できる優れた人材へ成長できるよう、人材育成に取り組んでいます。

また、社員一人ひとりが多様なステークホルダーの視点に立ち、常に相手の想いに寄り添う「ホスピタリティ」を育

むことが、社会課題の解決を実現する「挑戦力」へとつながっていくと考えています。性別、年齢、国籍、人種、信

条、宗教、社会的身分、出身、障がい、性的指向、性自認等にかかわらず互いを認め合い、多様な働き方やキャリア形

成を活かすことで、イノベーションを生み出し、多様な社員の活躍や成長を推進していきます。

 

〇求める人物像

アイングループは、常に相手の想いに寄り添う「ホスピタリティ」をベースに、自ら考え、自ら実践し、日々の経験

から学び、そして提案と挑戦の積み重ねで、自ら進化し続ける人材を求め、育成します。

人材採用においては、企業理念である「新・アイン宣言」で示すグループバリューに則った行動を実践する力と、求

められるスキル・経験があるかを考慮し、性別、年齢、国籍、人種、信条、宗教、社会的身分、出身、障がい、性的指

向、性自認等を理由とする差別を行いません。

多様性を尊重し、社員一人ひとりが持つ能力を最大限に発揮できるよう、積極的に支援し、処遇し、成長の機会を提

供することでイノベーションを生み出し、「お客さまの元気と笑顔」の実現を目指します。

 

＜アイングループの社内環境整備方針＞

アイングループは、社員を大切にする会社であること、働きがいのある会社であること、この要件が満たされてこ

そ、初めてお客さまのために全力を尽くせると考えています。そのために、グループステートメントの冒頭にある「ま

ず、社員が幸せを感じられる会社でありたい」の実現に向けて、多様なキャリア形成のための体制や評価制度を拡充す

る等、さまざまな取り組みや制度の整備を積極的に行っています。また、ダイバーシティ&インクルージョンをサステ

ナビリティ経営における重要課題（マテリアリティ）の一つとして捉え、各種施策を推進するとともに、人権課題や人

権リスク、両立支援、育児や介護、LGBTQ等、多様な社員が活躍できる仕組みづくりを構築しています。

 

＜給与等決定の考え方＞

当社グループは、社員を大切にする会社であること、働きがいのある会社であること、この要件が満たされてこそ、

初めてお客さまのために全力を尽くせるという考えに基づき、人的資本経営を推進しています。多様なバックグラウン

ドを持つ社員に対し、挑戦・成長に連動した納得性の高い処遇を実現すること及び地域インフラを支えるために高度な

専門性と倫理観を持つ人材が長期にわたり安心して職務に専念できる環境を整備することが重要だと考えております。

給与は医療・小売業界の市場水準をやや上回る競争力のある水準を基本とし、給与構成はグループ理念に基づく公正評

価及び地域生活水準関連手当、資格手当、賞与等に配分しております。その他、給与以外の処遇を福利厚生として提供

し、当社グループでの就業継続の価値をトータルで実現しております。
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（２）【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 2026年４月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

ファーマシー事業 15,251 (2,559)

リテール事業 1,335 (2,150)

全社（共通） 746 (138)

合計 17,332 (4,847)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員（８時間換算）を（　）内に外数で記載しており

ます。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比してそれぞれ4,323名、1,489名増加したのは、主に2025年８月１日付でさく

ら薬局グループを連結子会社化したためであります。

（2）提出会社の状況

     2026年４月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）
平均年間給与（千

円）

平均年間給与の

対前事業年度増減率

（％）

182 （56） 43.6 11.3 7,610 1.7

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員（８時間換算）を（　）内に外数で記載しており

ます。

２．平均年間給与は、正社員の税込支払給与額であり、賞与及び基準外賃金を含め、通勤手当は含めておりませ

ん。

３．当社の従業員はすべて全社（共通）に所属しております。

（3）最大人員会社の状況

当事業年度における従業員数が最も多い会社

株式会社アインファーマシーズ

     2026年４月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）
平均年間給与（千

円）

平均年間給与の

対前事業年度増減率

（％）

12,282 （3,200） 33.4 7.6 4,610 2.2

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員（８時間換算）を（　）内に外数で記載しており

ます。

２．平均年間給与は、正社員の税込支払給与額であり、賞与及び基準外賃金を含め、通勤手当は含めておりませ

ん。

（4）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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（5）管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額

の差異

（a）提出会社

当事業年度

管理的地位にある労働者
に占める女性労働者の割
合（％）
　　　（注）１．

男性労働者の育児休業取
得率（％）
　　　（注）２．

労働者の男女の賃金の額の差異（％）
（注）１．

全労働者 正規雇用労働者 パート・有期労働者

34.2 100.0 71.9 73.8 62.7

（b）主要な連結子会社

当事業年度

名称

管理的地位にあ
る労働者に占め
る女性労働者の
割合（％）
　（注）１．

男性労働者の育
児休業取得率
　　（％）
　（注）２．

労働者の男女の賃金の額の差異（％）
（注）１．

全労働者 正規雇用労働者
パート・有期労
働者

㈱アインファーマシーズ 42.7 92.7 64.6 67.1 91.6

㈱ファーマシィ 31.9 85.7 62.7 62.5 98.9

クラフト㈱ 59.5 81.3 64.5 70.6 84.5

さくら薬局㈱ 50.5 100.0 60.8 62.9 60.6

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき、算出したもの

です。管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合の集計にあたり、課長級に相当する本部マネ

ジャー、薬局長、店長以上の役職者を、それぞれ集計対象の管理職としております。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３年

労働省令第25号）第71条の６第２号における育児休業の取得割合を算出したものです。

（労働者の男女の賃金の額の差異についての補足説明）

・当社グループの労働者一人ひとりのライフスタイルにあわせた働きやすい環境の提供を目的とした「労働時間選択

制度」利用者等を含む、短時間勤務労働者、パートアルバイト労働者等の時間補正を行っています。

・提出会社及び㈱アインファーマシーズ、㈱ファーマシィの当該年度内において、非正規雇用の男性労働者の中に、

執行役員以上に相当する職責・待遇の労働者がいるため、例外事象にあたるとして対象労働者より除いています。

・提出会社の非正規雇用労働者に関しては、職種や役職等によりそれに応じた処遇・賃金となっているため、正規雇

用労働者と比較してその差異が大きくなっています。

・当社グループにおいて、女性労働者は若年層が多く、また、管理職に占める男性労働者の割合が高いことから、賃

金の差異が生じています。同一役職間において比較すると、差異は縮小します。

・当社グループにおいて、人事制度や賃金体系における性別による処遇の差はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年５月１日から2026年４月30日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2025年５月１日から2026年４月30日まで）の財務諸表についてEY新日本有限責任監

査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 26,881 50,925

売掛金 22,295 35,204

商品 35,572 46,620

貯蔵品 499 910

短期貸付金 348 52

未収入金 20,611 26,333

その他 6,601 13,181

貸倒引当金 △0 △54

流動資産合計 112,808 173,173

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 57,892 75,155

減価償却累計額 △26,243 △36,759

建物及び構築物（純額） 31,648 38,395

土地 10,218 14,283

建設仮勘定 1,652 871

その他 19,495 26,244

減価償却累計額 △13,303 △18,254

その他（純額） 6,192 7,990

有形固定資産合計 49,712 61,541

無形固定資産   

のれん 84,772 194,182

その他 12,848 14,117

無形固定資産合計 97,621 208,300

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 3,233 ※１ 4,652

長期貸付金 665 578

繰延税金資産 7,679 17,295

退職給付に係る資産 － 648

敷金及び保証金 31,091 33,571

その他 9,357 10,025

貸倒引当金 △249 △140

投資その他の資産合計 51,778 66,632

固定資産合計 199,112 336,474

資産合計 311,921 509,647
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 80,895 113,874

短期借入金 ※２ 12,151 20,747

未払法人税等 4,449 7,183

預り金 20,685 23,536

賞与引当金 4,167 6,098

役員賞与引当金 23 19

契約負債 534 600

その他 9,136 12,995

流動負債合計 132,045 185,056

固定負債   

長期借入金 26,469 151,106

リース債務 105 30

退職給付に係る負債 4,778 5,313

資産除去債務 4,081 6,438

その他 1,808 2,530

固定負債合計 37,243 165,419

負債合計 169,288 350,476

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,894 21,894

資本剰余金 20,128 20,004

利益剰余金 101,692 116,130

自己株式 △1,997 △1,572

株主資本合計 141,717 156,457

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 298 965

繰延ヘッジ損益 189 329

為替換算調整勘定 △3 △3

退職給付に係る調整累計額 318 1,250

その他の包括利益累計額合計 802 2,541

非支配株主持分 111 172

純資産合計 142,632 159,171

負債純資産合計 311,921 509,647
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
　至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
　至　2026年４月30日)

売上高 ※１ 456,804 ※１ 647,834

売上原価 382,368 538,956

売上総利益 74,436 108,878

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 2,517 2,863

販売促進費 502 717

給料手当及び賞与 11,925 14,073

賞与引当金繰入額 1,552 2,151

役員賞与引当金繰入額 23 19

退職給付費用 301 419

法定福利及び厚生費 3,726 6,011

通信交通費 1,582 2,292

リース料 91 116

地代家賃 8,654 11,498

貸倒引当金繰入額 － 74

減価償却費 3,041 4,188

のれん償却額 5,796 11,077

租税公課 3,174 4,426

その他 14,673 19,115

販売費及び一般管理費合計 57,565 79,045

営業利益 16,871 29,832

営業外収益   

受取利息 49 169

受取配当金 36 49

投資事業組合運用益 20 54

受取手数料 7 15

不動産賃貸料 346 319

固定資産受贈益 30 28

業務受託料 375 580

技術指導料 64 58

補助金収入 630 316

その他 507 1,104

営業外収益合計 2,069 2,697

営業外費用   

支払利息 264 2,093

債権売却損 335 607

不動産賃貸費用 163 664

その他 96 749

営業外費用合計 859 4,115

経常利益 18,080 28,414
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
　至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
　至　2026年４月30日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 168 ※２ 57

事業譲渡益 561 174

保険解約返戻金 15 22

負ののれん発生益 － 74

その他 72 32

特別利益合計 817 361

特別損失   

固定資産除売却損 ※３ 206 ※３ 527

減損損失 ※４ 1,848 ※４ 3,921

投資有価証券評価損 43 172

その他 93 107

特別損失合計 2,193 4,728

税金等調整前当期純利益 16,705 24,047

法人税、住民税及び事業税 8,280 11,260

法人税等調整額 △843 △4,505

法人税等合計 7,436 6,755

当期純利益 9,268 17,292

非支配株主に帰属する当期純利益 7 27

親会社株主に帰属する当期純利益 9,261 17,264

 

EDINET提出書類

株式会社アインホールディングス(E04896)

有価証券報告書

 67/124



【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
　至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
　至　2026年４月30日)

当期純利益 9,268 17,292

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 63 667

繰延ヘッジ損益 189 139

為替換算調整勘定 △3 △0

退職給付に係る調整額 93 932

その他の包括利益合計 ※ 343 ※ 1,739

包括利益 9,611 19,031

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 9,604 19,003

非支配株主に係る包括利益 7 28
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自2024年５月１日　至2025年４月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 21,894 20,131 95,257 △2,436 134,847

当期変動額      

剰余金の配当   △2,826  △2,826

親会社株主に帰属する当期
純利益   9,261  9,261

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  △2  439 436

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △2 6,435 438 6,870

当期末残高 21,894 20,128 101,692 △1,997 141,717

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 234 － － 225 459 104 135,411

当期変動額        

剰余金の配当       △2,826

親会社株主に帰属する当期
純利益       9,261

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       436

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

63 189 △3 93 343 7 350

当期変動額合計 63 189 △3 93 343 7 7,220

当期末残高 298 189 △3 318 802 111 142,632
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当連結会計年度（自2025年５月１日　至2026年４月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 21,894 20,128 101,692 △1,997 141,717

当期変動額      

剰余金の配当   △2,826  △2,826

親会社株主に帰属する当期
純利益   17,264  17,264

自己株式の処分  0  425 426

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動  △125   △125

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △124 14,438 425 14,739

当期末残高 21,894 20,004 116,130 △1,572 156,457

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 298 189 △3 318 802 111 142,632

当期変動額        

剰余金の配当       △2,826

親会社株主に帰属する当期
純利益       17,264

自己株式の処分       426

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動       △125

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

666 139 △0 932 1,738 61 1,799

当期変動額合計 666 139 △0 932 1,738 61 16,539

当期末残高 965 329 △3 1,250 2,541 172 159,171
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
　至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
　至　2026年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 16,705 24,047

減価償却費 8,372 11,102

のれん償却額 5,796 11,077

減損損失 1,848 3,921

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 △216

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 266 212

契約負債の増減額（△は減少） 68 66

事業譲渡損益（△は益） △561 △166

賞与引当金の増減額（△は減少） 485 △663

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △4

受取利息及び受取配当金 △85 △219

支払利息 264 2,093

投資事業組合運用損益（△は益） △11 △48

固定資産受贈益 △30 △28

投資有価証券売却損益（△は益） △70 △27

投資有価証券評価損益（△は益） 43 172

固定資産除売却損益（△は益） 37 470

売上債権の増減額（△は増加） △1,287 △3,929

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,807 △3,513

その他の資産の増減額（△は増加） △1,121 △4,768

未収入金の増減額（△は増加） △4,275 692

仕入債務の増減額（△は減少） 8,999 4,791

その他の負債の増減額（△は減少） 727 △3,431

その他 39 △48

小計 32,371 41,582

利息及び配当金の受取額 85 273

利息の支払額 △252 △2,166

法人税等の支払額 △9,058 △8,816

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,146 30,872
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
　至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
　至　2026年４月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7,968 △9,898

有形固定資産の売却による収入 1,201 856

投資有価証券の取得による支出 △60 △316

投資有価証券の売却による収入 458 178

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
※２ △51,455 ※２ △45,870

貸付けによる支出 △119 △47

貸付金の回収による収入 37 536

無形固定資産の取得による支出 △4,215 △5,205

無形固定資産の売却による収入 473 2

敷金及び保証金の差入による支出 △4,704 △1,385

敷金及び保証金の回収による収入 1,914 2,278

投資その他の資産の増減額（△は増加） △1,595 △2,112

定期預金の払戻による収入 239 137

定期預金の預入による支出 △0 △0

その他 △126 240

投資活動によるキャッシュ・フロー △65,920 △60,605

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,462 △6,713

長期借入れによる収入 32,100 150,939

長期借入金の返済による支出 △13,535 △75,933

社債の償還による支出 － △11,180

自己株式の取得による支出 △0 －

自己株式の売却による収入 422 400

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △455

配当金の支払額 △2,826 △2,826

非支配株主への配当金の支払額 － △200

その他 △570 △301

財務活動によるキャッシュ・フロー 21,051 53,728

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,725 23,995

現金及び現金同等物の期首残高 48,381 26,655

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 26,655 ※１ 50,650
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社44社

株式会社アインファーマシーズ

株式会社アイン北陸

株式会社アイン中央

株式会社ファーマシィ

株式会社エーアンドエム

クラフト株式会社

さくら薬局株式会社

株式会社ホールセールスターズ

株式会社メディウェル

株式会社アユーララボラトリーズ

株式会社Francfranc

株式会社AIN-AG1

ほかファーマシー事業会社29社、その他会社３社

当連結会計年度において株式取得により連結子会社となりましたファーマシー事業会社17社及びその他会社３社

を当連結会計年度から連結の範囲に加えております。

また、子会社間の合併によりファーマシー事業会社８社が消滅し連結の範囲から除外しております。

（2）非連結子会社４社

台灣愛櫻股份有限公司

株式会社AMCリテール

AMC RETAIL MALAYSIA SDN.BHD.

K'sライフサービス株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法非適用の非連結子会社４社

台灣愛櫻股份有限公司

株式会社AMCリテール

AMC RETAIL MALAYSIA SDN.BHD.

K'sライフサービス株式会社

（持分法適用から除いた理由）

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。

（2）持分法非適用の関連会社１社

株式会社ミネルヴァメディカ

（持分法適用から除いた理由）

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社アインファーマシーズ、株式会社アイン北陸、株式会社アイン中央、株式会社メディ

ウェル、株式会社アユーララボラトリーズ、株式会社Francfranc及びFrancfranc HONGKONG LIMITEDの決算日は４月

30日であります。また、ファーマシー事業会社に２月末日決算が１社、その他連結子会社の決算日は３月31日であり

ます。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在又は本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を使用しております

が、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

　当連結会計年度より、連結子会社の株式会社アイン北陸及び株式会社アイン中央は決算日を３月31日から４月30日

に変更しております。この決算期変更により、当連結会計年度における当該連結子会社の会計期間は13か月間となっ

ており、決算期変更に伴う影響額は連結損益計算書を通じて調整しております。なお、この決算期変更による当連結

会計年度に与える影響は軽微であります。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

棚卸資産

調剤薬品

主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

商品

コスメティックストア：主として売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ライフスタイルショップ：主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）、2016年４月１日以降取得した附属設

備及び構築物については、定額法）

なお、主な耐用年数は、次のとおりです。

建物及び構築物　10年～50年

また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

長期前払費用

定額法

（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充当するため支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上しております。

役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）による定額

法により処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（６年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

①ファーマシー事業

ファーマシー事業は主に調剤薬局で構成されており、顧客に医薬品を引き渡した時点で収益を認識しておりま

す。

②リテール事業

リテール事業は主にコスメティックストア及びライフスタイルショップで構成されており、顧客に商品を引き渡

した時点で収益を認識しております。

ただし、販売時にポイントを付与するカスタマー・ロイヤルティ・プログラムでのサービスの提供において、当

社が付与したポイントのうち、顧客が使用していないポイントについては履行義務を充足していないため、将来の

失効見込みや使用実績率等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格を配分した金額で契約負債を

計上し、ポイントが使用された時点または失効した時点で履行義務を充足したと判断し、収益を認識することとし

ております。

（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

　なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

（7）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建仕入債務

③ヘッジ方針

将来の為替変動によるリスク回避及び金利変動によるリスク回避を目的とし、投機的な取引は行っておりませ

ん。

④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があるため、ヘッジの有効性の

判定を省略しております。

（8）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、投資効果の発現する期間を見積もり、５～20年間の均等償却を行っております。

（9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（10）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理方法

　控除対象外消費税等については、発生連結会計年度の期間費用としております。

　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は投資その他の資産「その他」に計上し、均等償却を行っておりま

す。
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（重要な会計上の見積り）

（1）さくら薬局グループの株式取得に係るのれんの算定及び償却期間

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

のれん － 116,794

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）　連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとお

り、当該のれんの償却期間を20年と見積もっております。

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　当社グループは、買収時に見込んだ超過収益力をその対象会社ののれんとして認識しており、当該対象会社ごと

に資産のグルーピングを行っております。

　なお、さくら薬局グループの事業計画及び外部専門家の株式価値評価の試算を利用して、株式会社NSSK-WW（現

株式会社AIN-AG1）株式の取得に係る取得原価と識別可能資産及び負債の時価を基礎とした取得原価の配分額との

差額をのれんとして計上しております。

　また、のれんの償却期間については事業計画及び市場環境の見通しを基に、株式会社NSSK-WW（現株式会社AIN-

AG1）株式の取得による超過収益力が継続すると予想される期間に基づいて決定しております。

ロ．主要な仮定

　株式会社NSSK-WW（現株式会社AIN-AG1）ののれんの償却期間の見積りは、事業計画及び市場環境の見通しを基

に、超過収益力が継続すると予想される期間を主要な仮定としております。

ハ．翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　将来キャッシュ・フローの見積りに係る主要な仮定は、不確実性が高く、予想値との乖離が生じる可能性があり

ます。予想値との乖離が生じた場合、翌連結会計年度に減損損失が発生する可能性があります。

（2）のれんの減損（店舗固定資産除く）

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

のれん（店舗固定資産除く） 74,039 182,400

減損損失（上記のれんに係る） 93 2,189

上記の当連結会計年度ののれん（店舗固定資産除く）の金額には、さくら薬局グループ株式取得に係るのれんの金

額を含んでおります。

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　当社グループは、買収時に見込んだ超過収益力をその対象会社ののれんとして認識しており、当該対象会社ごと

に資産のグルーピングを行っております。

　各資産グループに減損の兆候がある場合、当該資産グループから得られるのれんの残存償却年数に対応する割引

前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識し、将来キャッシュ・フローの割

引現在価値により使用価値を算定して、帳簿価額を当該使用価値まで減額し、減損損失を計上しております。

ロ．主要な仮定

　将来キャッシュ・フローの見積りにおいては、取締役会によって承認された予算、買収時の営業利益予測を基礎

に作成された計画値に基づいて行われ、ファーマシー事業について処方箋枚数と処方箋単価を、リテール事業につ

いて顧客数と客単価を主要な仮定としております。

ハ．翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　将来キャッシュ・フローの見積りに係る主要な仮定は、不確実性が高く、予想値との乖離が生じる可能性があり

ます。予想値との乖離が生じた場合、翌連結会計年度に減損損失が発生する可能性があります。
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（3）店舗固定資産の減損

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 43,112 54,358

無形固定資産 13,519 13,079

投資その他の資産（長期前払費用） 6,262 6,312

減損損失（店舗固定資産に係る） 1,711 1,708

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業用資産である店舗を基本単位とし、賃貸資

産及び遊休資産については物件単位ごとに資産のグルーピングを行っております。営業活動から生ずる利益が継続

してマイナスとなっている店舗、使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変化が生じている店

舗及び遊休資産で時価が著しく下落している資産グループを減損の兆候としております。

　各資産又は資産グループに減損の兆候がある場合、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッ

シュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して計上しております。

ロ．主要な仮定

　将来キャッシュ・フローの見積りにおいては、取締役会によって承認された予算に基づき作成され、ファーマ

シー事業について処方箋枚数と処方箋単価を、リテール事業について顧客数と客単価を主要な仮定としておりま

す。

ハ．翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　将来キャッシュ・フローの見積りに係る主要な仮定は、不確実性が高く、予想値との乖離が生じる可能性があり

ます。予想値との乖離が生じた場合、翌連結会計年度に減損損失が発生する可能性があります。

（4）繰延税金資産の評価

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 7,679 17,295

繰延税金負債 990 1,830

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　当社グループは、繰延税金資産について、事業計画に基づく将来の課税所得の十分性やタックスプランニングを

基に、回収可能性があると判断される金額を計上しております。

ロ．主要な仮定

　繰延税金資産の見積りは、未使用の税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利

用できる可能性が高いものに限り認識しております。

ハ．翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　仮に将来の市場環境、経営成績及び事業再編の状況により将来の課税所得の見積が見込みと乖離した場合は、翌

連結会計年度に繰延税金資産の評価に影響を与える可能性があります。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）

（1）概要

　国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるものであ

ります。

（2）適用予定日

　2028年４月期の期首より適用予定であります。

（3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

EDINET提出書類

株式会社アインホールディングス(E04896)

有価証券報告書

 77/124



・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

（1）概要

　「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準を設定

することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実務指針第１号

「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計基準委員会

に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うとともに、財務諸表の

公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定めたものであります。

（2）適用予定日

　2028年４月期の期首から適用します。

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、従業員持

株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

１．取引の概要

　当社は、2024年４月より「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」といいます。）を導入し

ております。

　本制度の導入にあたり、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」といいます。）を

受託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下「本信託契約」といいます。）を締結しま

した（以下、本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）。また、受託者は株式会社日本

カストディ銀行との間で、株式会社日本カストディ銀行を再信託受託者として有価証券等の信託財産の管理を再

信託する契約を締結しております。

　株式会社日本カストディ銀行は、信託E口において、信託設定後５年間にわたり「アインホールディングス従

業員持株会」（以下「持株会」といいます。）が購入することが見込まれる数に相当する当社株式を予め一括し

て取得し、以後、持株会の株式購入に際して当社株式を売却していきます。信託E口による持株会への当社株式

の売却を通じて、信託終了時までに、本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、かかる金銭

を残余財産として、受益者適格要件を充足する持株会加入者（従業員）に分配します。

　また、当社は、信託E口が当社株式を取得するために受託者が行う借入に際し保証をするため、当社株価の下

落等により、信託終了時において、株式売却損相当額の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該

残債を弁済することとなります。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における取得価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度1,422百万円、257千株、当

連結会計年度1,021百万円、184千株であります。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度1,523百万円、当連結会計年度1,092百万円
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年４月30日）

当連結会計年度
（2026年４月30日）

投資有価証券（株式） 643百万円 942百万円

 

※２　当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行うため、前連結会計年度において取引銀行11行、当連結会計

年度において13行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年４月30日）

当連結会計年度
（2026年４月30日）

当座貸越極度額の総額 44,400百万円 48,200百万円

借入実行残高 5,690 －

借入未実行残高 38,710 48,200

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

建物及び構築物 141百万円 54百万円

土地 23 －

有形固定資産「その他」 3 3

のれん － 0

無形固定資産「その他」 － 0

合計 168 57

 

※３　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

固定資産除却損   

建物及び構築物 69百万円 53百万円

有形固定資産「その他」 23 41

のれん 0 8

無形固定資産「その他」 53 22

敷金及び保証金 5 87

投資その他の資産「その他」 1 8

建設仮勘定 － 14

除却費用 10 204

小計 163 441

固定資産売却損   

建物及び構築物 5 13

土地 37 65

有形固定資産「その他」 0 6

無形固定資産「その他」 0 0

小計 42 86

合計 206 527
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※４　減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　2024年５月１日　至　2025年４月30日）

場　所 用　途 種　類
減損損失
（百万円）

北海道４件 店舗 土地、建物及び構築物等 818

青森県２件 店舗 建物及び構築物等 9

福島県２件 店舗 建物及び構築物等 7

茨城県３件 店舗 土地、建物及び構築物等 24

埼玉県２件 店舗 のれん、長期前払費用、建物及び構築物等 33

千葉県１件 店舗 建物及び構築物等 40

東京都１件 店舗 建物及び構築物等 32

神奈川県２件 店舗 建物及び構築物等 43

山梨県１件 店舗 建物及び構築物等 389

長野県１件 遊休資産 土地 43

静岡県２件 店舗 長期前払費用、建物及び構築物等 128

愛知県２件 店舗 建物及び構築物等 18

大阪府３件 店舗、本部 のれん、建物及び構築物等 154

兵庫県２件 店舗 建物及び構築物等 59

広島県１件 店舗 土地 0

香川県１件 店舗 建物及び構築物等 23

HongKong１件 店舗 建物及び構築物等 20

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、遊休資産については物件単位でグ

ループ化しております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ及び予想しえない市況の変化に、当初予定してお

りました計画の変更を要する資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減額1,848百万円を減損損失

として特別損失に計上いたしました。

　その内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 1,534 百万円

土地 98  

長期前払費用 1  

その他 214  

　　計 1,848  

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額に

ついては、土地を鑑定評価等により評価しており、それ以外の資産は処分見積額より諸費用見積額を差し引いた額を

時価として算定し、使用価値については、将来キャッシュ・フローがマイナスである資産グループについては、零と

して評価しております。
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当連結会計年度（自　2025年５月１日　至　2026年４月30日）

場　所 用　途 種　類
減損損失
（百万円）

北海道２件 店舗、遊休資産 土地、建物及び構築物等 26

宮城県１件 店舗、本部 のれん 1,453

福島県１件 店舗 長期前払費用、建物及び構築物等 7

茨城県２件 店舗 土地、建物及び構築物等 48

埼玉県１件 店舗 建物及び構築物等 3

千葉県１件 店舗 建物及び構築物等 390

東京都４件 店舗、本部 のれん、建物及び構築物等 613

新潟県７件 店舗 土地、のれん、長期前払費用、建物及び構築物等 260

富山県１件 店舗 長期前払費用、建物及び構築物等 7

愛知県１件 店舗 建物及び構築物等 2

大阪府４件 店舗、本部 のれん、建物及び構築物等 314

島根県１件 店舗 建物及び構築物等 1

広島県３件 店舗 土地、長期前払費用、建物及び構築物等 22

徳島県１件 店舗 長期前払費用、建物及び構築物等 297

福岡県２件 店舗 長期前払費用、建物及び構築物等 471

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、遊休資産については物件単位でグ

ループ化しております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ及び予想しえない市況の変化に、当初予定してお

りました計画の変更を要する資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減額3,921百万円を減損損失

として特別損失に計上いたしました。

　その内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 742 百万円

土地 114  

長期前払費用 692  

のれん 2,231  

その他 139  

　　計 3,921  

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額に

ついては、土地を鑑定評価等により評価しており、それ以外の資産は処分見積額より諸費用見積額を差し引いた額を

時価として算定し、使用価値については、将来キャッシュ・フローを2.61%で割り引いて算定しております。ただ

し、将来キャッシュ・フローがマイナスである資産グループについては、零として評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

　※　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 162百万円 833百万円

組替調整額 △66 144

法人税等及び税効果調整前 95 977

法人税等及び税効果額 △31 △310

その他有価証券評価差額金 63 667

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 262 213

組替調整額 － －

法人税等及び税効果調整前 262 213

法人税等及び税効果額 △72 △74

繰延ヘッジ損益 189 139

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △3 △0

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 246 1,578

組替調整額 △104 △193

法人税等及び税効果調整前 141 1,384

法人税等及び税効果額 △48 △452

退職給付に係る調整額 93 932

その他の包括利益合計 343 1,739

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自2024年５月１日　至2025年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 35,428 － － 35,428

合計 35,428 － － 35,428

自己株式     

普通株式（注） 433 0 79 354

合計 433 0 79 354

（注）普通株式の自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取０千株によるものであります。普通株式の自己株式の減

少79千株は、譲渡制限付株式報酬付与による処分２千株、株式給付信託（従業員持株会処分型）の導入による保有

株式の従業員持株会への売却による処分76千株によるものであります。なお、当連結会計年度末の自己株式数に

は、株式給付信託（従業員持株会処分型）に係る株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式

（257千株）が含まれております。
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２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2024年７月30日

定時株主総会
普通株式 2,826 80 2024年４月30日 2024年７月31日

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）に対する配当金26百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2025年７月30日

定時株主総会
普通株式 2,826 利益剰余金 80 2025年４月30日 2025年７月31日

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）に対する配当金20百万円が含まれております。

 

当連結会計年度（自2025年５月１日　至2026年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 35,428 － － 35,428

合計 35,428 － － 35,428

自己株式     

普通株式（注） 354 － 76 278

合計 354 － 76 278

（注）普通株式の自己株式の減少76千株は、譲渡制限付株式報酬付与による処分４千株、株式給付信託（従業員持株会処

分型）の導入による保有株式の従業員持株会への売却による処分72千株によるものであります。なお、当連結会計

年度末の自己株式数には、株式給付信託（従業員持株会処分型）に係る株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が保有する当社株式（184千株）が含まれております。

 

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2025年７月30日

定時株主総会
普通株式 2,826 80 2025年４月30日 2025年７月31日

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）に対する配当金20百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次の剰余金の配当に関する事項は、2026年７月30日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2026年７月30日

定時株主総会
普通株式 3,533 利益剰余金 100 2026年４月30日 2026年７月31日

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）に対する配当金18百万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

現金及び預金勘定 26,881 百万円 50,925 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △225  △274  

現金及び現金同等物 26,655  50,650  

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　2024年５月１日　至　2025年４月30日）

　当連結会計年度において、調剤薬局事業会社13社及びリテール事業会社２社を新たに連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに子会社取得価額と子会社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。

流動資産 21,365 百万円

固定資産 12,641  

のれん 46,779  

流動負債 △12,800  

固定負債 △8,928  

調剤薬局事業会社13社及びリテール事業会社２社の株式の取得価額 59,058  

調剤薬局事業会社13社及びリテール事業会社２社の現金及び現金同等物 △7,603  

差引：調剤薬局事業会社13社及びリテール事業会社２社の取得のための支出 51,455  

 

当連結会計年度（自　2025年５月１日　至　2026年４月30日）

　当連結会計年度において、ファーマシー事業会社17社及びその他会社３社を新たに連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳並びに子会社取得価額と子会社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 36,747 百万円

固定資産 14,585  

のれん 121,936  

流動負債 △34,660  

固定負債 △75,836  

非支配株主持分 △200  

ファーマシー事業会社17社及びその他会社３社の株式の取得価額 62,572  

ファーマシー事業会社17社及びその他会社３社の現金及び現金同等物 △16,701  

差引：ファーマシー事業会社17社及びその他会社３社の取得のための支出 45,870  

 

（リース取引関係）

（借主側）

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度
（2025年４月30日）

当連結会計年度
（2026年４月30日）

１年内 3,496 4,328

１年超 43,365 46,753

合計 46,862 51,082
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、調剤薬局・コスメティックストア・ライフスタイルショップの出店及びM&Aにより、事業拡大

を推進しております。

　出店に必要な資金は、主に営業キャッシュ・フローの範囲で調達しておりますが、M&A資金等臨時的な資金を確

保するため、銀行借入のほか必要に応じて公募増資等により調達し、流動性の高い金融資産により運用しておりま

す。

（2）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、そのほとんどが国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金に対する調剤

報酬債権であるため、また、未収入金は、そのほとんどが短期間のうちに回収されるため、留意すべきリスク等は

ありません。

　投資有価証券は、そのほとんどが業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。

　敷金及び保証金は、主として調剤薬局・コスメティックストア・ライフスタイルショップの賃貸人に対する預託

金であり、賃貸人の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には、商品の輸入

に伴う外貨建てのものがあり、為替相場の変動による影響を受けますが、為替予約取引により為替変動リスクを

ヘッジすることにしております。

　借入金及び負債のその他に含まれるファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び設備投資

に係る資金調達を目的としたものであります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社の主要な営業債権は、国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金に対する調剤報酬債権であ

るため、また、未収入金は、そのほとんどが短期間に回収されるため、当該リスクに係る特段の管理は行ってお

りません。

　貸付及び満期保有目的の債券の保有をした際は、貸付金運用基準及び有価証券運用基準に基づき、運用先、運

用額等を社内検討の上、慎重に決定しており、また、運用開始後においては運用先の状況を定期的にモニタリン

グすることにより、回収懸念の早期把握及び低減を図っております。

　敷金及び保証金は、契約時及び定期的な信用調査等による与信管理を行い、約定不履行等のリスクを管理して

おります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、長期借入金を主体とした借入れを行っ

ております。

　投資有価証券については、非上場の発行会社については、定期的に財務状況等を把握し、上場会社について

は、市況及び取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　外貨建ての仕入取引に係る為替相場の変動リスクについて、先物為替予約取引を利用してヘッジしておりま

す。デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行ってお

ります。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、年間設備投資予算を基礎とした資金繰計画を作成し、毎月実績及び予定を更新することによ

り、流動性リスクを管理しております。

　また、M&A等による臨時的資金需要についても機動的に対応するため、一定の流動性水準を確保することとし

ております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（2025年４月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）投資有価証券（※２） 994 994 －

（2）敷金及び保証金 31,091   

　　　貸倒引当金（※４） △54   

 31,037 28,657 △2,380

資産計 32,031 29,651 △2,380

（1）短期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む）
12,151 12,130 △21

（2）長期借入金 26,469 26,042 △427

負債計 38,621 38,172 △448

デリバティブ取引（※５） （193） （193） －

（※１）現金については、現金であること、預金、売掛金、未収入金、買掛金、預り金は、短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は以下のとおりであります。

 計上額（百万円）

非上場株式 1,891

（※３）持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については市場価格のない株式等に含

めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

 計上額（百万円）

投資事業有限責任組合への出資 347

（※４）敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※５）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（）で示しております。
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当連結会計年度（2026年４月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）投資有価証券（※２） 1,869 1,869 －

（2）敷金及び保証金 33,571   

　　　貸倒引当金（※４） △54   

 33,517 30,368 △3,149

資産計 35,386 32,237 △3,149

（1）短期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む）
20,747 20,587 △160

（2）長期借入金 151,106 144,744 △6,361

負債計 171,854 165,331 △6,522

デリバティブ取引（※５） 20 20 －

（※１）現金については、現金であること、預金、売掛金、未収入金、買掛金、預り金は、短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は以下のとおりであります。

 計上額（百万円）

非上場株式 2,465

（※３）持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については市場価格のない株式等に含

めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

 計上額（百万円）

投資事業有限責任組合への出資 318

（※４）敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※５）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（）で示しております。

（注）１．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2025年４月30日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

投資有価証券（債券） － － － －

敷金及び保証金 6,956 7,674 7,157 9,303

 

当連結会計年度（2026年４月30日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

投資有価証券（債券） － － － －

敷金及び保証金 7,362 9,091 7,531 9,585
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（注）２．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2025年４月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 5,690 － － － － －

長期借入金 6,461 5,282 5,165 5,058 4,667 6,295

合計 12,151 5,282 5,165 5,058 4,667 6,295

（注）長期借入金の内1,523百万円は、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」に係るものであり、分割返済日ごとの

返済金額の定めがありませんので、期末の借入金残高を返済期間で均等に返済した場合を想定して記載しておりま

す。
 
当連結会計年度（2026年４月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 － － － － － －

長期借入金 20,747 20,572 20,554 20,278 28,705 60,995

合計 20,747 20,572 20,554 20,278 28,705 60,995

（注）長期借入金の内1,092百万円は、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」に係るものであり、分割返済日ごとの

返済金額の定めがありませんので、期末の借入金残高を返済期間で均等に返済した場合を想定して記載しておりま

す。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。
 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
 
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）投資有価証券     

　　株式 994 － － 994

　　その他 － － － －

資産計 994 － － 994

　デリバティブ取引 － （193） － （193）

 
当連結会計年度（2026年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）投資有価証券     

　　株式 1,869 － － 1,869

　　その他 － － － －

資産計 1,869 － － 1,869

　デリバティブ取引 － 20 － 20
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(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）投資有価証券 － － － －

（2）敷金及び保証金 － 28,657 － 28,657

資産計 － 28,657 － 28,657

　　短期借入金（一年内返済予定の長
期借入金を含む）

－ 12,130 － 12,130

　　長期借入金 － 26,042 － 26,042

負債計 － 38,172 － 38,172

 

当連結会計年度（2026年４月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）投資有価証券 － － － －

（2）敷金及び保証金 － 30,368 － 30,368

資産計 － 30,368 － 30,368

　　短期借入金（一年内返済予定の長
期借入金を含む）

－ 20,587 － 20,587

　　長期借入金 － 144,744 － 144,744

負債計 － 165,331 － 165,331

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　投資有価証券については活発な市場における相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価は、約定期間に基づく返還額を国債利回り等適切な利率を基に割り引いた現在価値により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

短期借入金、長期借入金

　短期借入金、長期借入金については元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値を時価としており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　為替予約の時価は取引金融機関より提示された時価を用いており、その時価は為替レート等の観察可能なイン

プットを用いて算定されていることから、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2025年４月30日現在）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
   

（1）株式 987 554 432

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 987 554 432

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
   

（1）株式 6 6 －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 6 6 －

合計 994 561 432

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,247百万円）、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（連結

貸借対照表計上額347百万円）については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他有価証券」には含めて

おりません。

当連結会計年度（2026年４月30日現在）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
   

（1）株式 1,869 458 1,410

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 1,869 458 1,410

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
   

（1）株式 － － －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1,869 458 1,410

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,522百万円）、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（連結

貸借対照表計上額318百万円）については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他有価証券」には含めて

おりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2024年５月１日　至　2025年４月30日）

　種類
売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

（1）株式 458 71 0

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 458 71 0

 

当連結会計年度（自　2025年５月１日　至　2026年４月30日）

　種類
売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

（1）株式 178 27 －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 178 27 －

 

３．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、市場価格のない株式等について43百万円（関係会社株式40百万円、その他有価証券の株

式3百万円）の減損処理をそれぞれ行っております。

　当連結会計年度において、市場価格のない株式等について172百万円（関係会社株式19百万円、その他有価証券の

株式152百万円）の減損処理をそれぞれ行っております。

　減損処理にあたり、市場価格のない株式等以外のものは、連結会計年度末における時価が取得原価に比べて50％以

上下落した場合には原則として減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には回復する見込みがあると認めら

れないものについて減損処理を行っております。また、市場価格のない株式等は、当該株式の発行会社の財政状態の

悪化等により、実質価額が取得原価に比べて50％以上低下した場合には原則として減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　通貨関連

前連結会計年度（2025年４月30日）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ

取引の種類等
主なヘッジ対象

契約額等

（百万円）

契約額等のうち

一年超

（百万円）

時価

（百万円）

為替予約の振当処理

為替予約取引

買建

米ドル

買掛金 5,185 － △192

為替予約の振当処理

為替予約取引

買建

香港ドル

買掛金 44 － △0

 
当連結会計年度（2026年４月30日）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ

取引の種類等
主なヘッジ対象

契約額等

（百万円）

契約額等のうち

一年超

（百万円）

時価

（百万円）

為替予約の振当処理

為替予約取引

買建

米ドル

買掛金 3,618 － 20
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社の一部は、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を併用しております。なお、一部の連結

子会社において、確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び確定拠出制度を併用しております。

　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．確定給付制度

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を採用した制度を除く）

 前連結会計年度
（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

 当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

退職給付債務の期首残高 6,216 百万円  6,866 百万円

勤務費用 860   1,073  

利息費用 80   167  

数理計算上の差異の発生額 △268   △1,042  

退職給付の支払額 △383   △623  

新規連結による増加 －   3,051  

その他 361   △5  

退職給付債務の期末残高 6,866   9,487  

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を採用した制度を除く）

 前連結会計年度
（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

 当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

年金資産の期首残高 2,071 百万円  2,355 百万円

期待運用収益 15   56  

数理計算上の差異の発生額 △21   535  

事業主からの拠出額 279   452  

退職給付の支払額 △86   △177  

新規連結による増加 －   1,995  

その他 97   △1  

年金資産の期末残高 2,355   5,216  

（3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 前連結会計年度
（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

 当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

退職給付に係る負債の期首残高 482 百万円  267 百万円

退職給付費用 74   74  

事業主からの拠出額 △8   －  

退職給付の支払額 △90   △58  

新規連結による増加 113   91  

その他 △303   19  

退職給付に係る負債の期末残高 267   394  

（4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 前連結会計年度
（2025年４月30日）

 当連結会計年度
（2026年４月30日）

積立型制度の退職給付債務 2,578 百万円  3,966 百万円

年金資産 △2,355   △5,216  

 222   △1,249  

非積立型制度の退職給付債務 4,555   5,914  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,778   4,664  

退職給付に係る負債 4,778   5,313  

退職給付に係る資産 －   △648  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,778   4,664  

（5）退職給付費用及びその内訳項目の金額
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 前連結会計年度
（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

 当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

勤務費用 860 百万円  1,073 百万円

利息費用 80   167  

期待運用収益 △15   △56  

数理計算上の差異の費用処理額 △104   △193  

簡便法で計算した退職給付費用 74   74  

確定給付制度に係る退職給付費用 895   1,065  

（6）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

 
当連結会計年度

（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

数理計算上の差異 141 百万円  1,384 百万円

　　合　計 141   1,384  

（7）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
（2025年４月30日）

 
当連結会計年度
（2026年４月30日）

未認識数理計算上の差異 △467 百万円  △1,852 百万円

　　合　計 △467   △1,852  

（8）年金資産に関する事項

　①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
（2025年４月30日）

 
当連結会計年度
（2026年４月30日）

債券 11 ％  6 ％

株式 38   23  

一般勘定 30   15  

特別勘定 20   10  

その他 1   45  

　　合　計 100   100  

（注）年金資産の合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度12％、当連結会計年度7％

含まれております。

　②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

（9）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

 前連結会計年度
（2025年４月30日）

 
当連結会計年度
（2026年４月30日）

割引率 2.08～2.28 ％  2.50～3.35 ％

長期期待運用収益率 0.75   0.75～2.50  

予想昇給率 1.00～3.57   1.00～6.31  

 

３．確定拠出制度

　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は前連結会計年度－百万円、当連結会計年度97百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年４月30日）

 
当連結会計年度
（2026年４月30日）

繰延税金資産    

減損損失 374百万円 487百万円

減価償却超過 1,819  1,798

賞与引当金限度超過 1,403  2,007

契約負債 182  188

退職給付に係る負債 1,721  1,716

事業譲渡に係る資産調整勘定 488  705

資産除去債務 1,256  2,097

未払事業税 414  679

未払費用 646  682

税務上の繰越欠損金　(注) 210  13,797

子会社株式評価損 354  11,273

貸倒引当金 83  144

その他 846  1,172

繰延税金資産小計 9,801  36,749

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額　（注） △210  △5,402

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △586  △12,540

評価性引当額小計 △796  △17,943

繰延税金資産合計 9,005  18,806

繰延税金負債    

除去費用資産 △653  △928

その他有価証券評価差額金 △135  △445

商標権 △1,436  △1,385

その他 △91  △581

繰延税金負債合計 △2,316  △3,341

繰延税金資産の純額 6,688  15,464

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度
（2025年４月30日）

 
当連結会計年度
（2026年４月30日）

繰延税金資産 7,679百万円 17,295百万円

固定負債-その他（繰延税金負債） 990  1,830
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（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2025年４月30日）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

合計

(百万円)

税務上の繰越欠

損金（※）
0 7 8 11 16 165 210

評価性引当額 △0 △7 △8 △11 △16 △165 △210

繰延税金資産 － － － － － － －

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

当連結会計年度（2026年４月30日）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

合計

(百万円)

税務上の繰越欠

損金（※１）
105 58 182 213 600 12,636 13,797

評価性引当額 △105 △58 △182 △213 △600 △4,241 △5,402

繰延税金資産 － － － － － 8,395 （※２）8,395

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※２）税務上の繰越欠損金13,797百万円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産8,395百万円を計上

しております。当該繰延税金資産8,395百万円は、主として連結子会社クラフト㈱における税務上の繰越欠

損金の残高8,933百万円（法定実効税率を乗じた額）の一部に対して認識したものであり、将来の課税所得

の見込み等により、回収可能と判断しております。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2025年４月30日）
 

当連結会計年度
（2026年４月30日）

法定実効税率 30.4％  30.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6  1.5

住民税均等割 0.6  0.5

のれん償却額 11.3  13.9

評価性引当額の増減 △0.3  △23.4

所得拡大税制 △4.6  △3.5

連結子会社の税率差異 4.9  6.3

税率変更による増減 △0.9  0.9

その他 1.4  1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.5  28.1
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（企業結合等関係）

(取得による企業結合)

　当社は、2025年５月28日付で締結した株式譲渡契約に基づき、2025年８月１日付で株式会社NSSK-WWの全株式を取得

し子会社化しております。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社NSSK-WW

事業の内容　　　：持株会社（株式会社NSSK-Wの100％持株会社）

なお、2025年８月１日付で、株式会社NSSK-WWは株式会社AIN-AG1、株式会社NSSK-Wは株式会社AIN-AG2へ名称を変

更しております。

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループは、調剤薬局の全国チェーンを展開しており、当社及びグループ各社は、積極的な新規出店のほ

か、M&Aを活用して事業拡大を図っております。また、医療機関と連携した在宅対応や継続的な服薬管理、「かかり

つけ薬剤師・薬局」機能の強化等、全国各地で地域に密着した医療サービスの提供に取り組んでおります。

今回、当社が株式取得するさくら薬局グループは、「さくら薬局グループ」ブランドで調剤薬局事業を展開して

おり、首都圏（東京、神奈川、千葉、埼玉）や関西圏（大阪、兵庫）、東海地方（愛知、静岡）等人口集積エリア

を中心に、約800店舗を有する業界大手の一角です。

さくら薬局グループを迎えることにより、当社グループの調剤薬局店舗数は2,000店舗を超え、さらなる店舗網の

拡充を図るとともに、相互の事業ノウハウを融合し、患者さま及び地域医療に対しサービスの充実を実現すること

で、全国の地域医療のインフラとしてグループの企業価値を高めてまいります。

(3) 企業結合日

2025年８月１日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

株式会社AIN-AG1

(6) 取得した議決権比率

100%

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものであります。

２．連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年７月１日から2026年３月31日

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 61,035百万円

取得原価  61,035百万円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　634百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

121,345百万円

(2) 発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

(3) 償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 34,805百万円

固定資産 20,060百万円

資産合計 54,866百万円

流動負債 39,781百万円

固定負債 75,394百万円

負債合計 115,176百万円
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７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算及びその算定方法

売上高 37,884百万円

営業利益 861百万円

経常利益 311百万円

税金等調整前当期純利益 308百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 36百万円

１株当たり当期純利益 1.03円

(概算額の算定方法)

　同社の2025年４月１日から2025年６月30日までの売上高及び損益情報に、企業結合時に認識されたのれんが当連結会

計年度開始の日に発生したものとし、のれんの償却額を加減して影響の概算額としております。

　なお、当該概算額の算定につきましては、監査証明を受けておりません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

店舗等の不動産賃貸借契約並びに定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該資産の耐用年数又は当該契約の期間を基に見積り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の

流通利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

３．当該資産除去債務の総額の増減

 前連結会計年度
（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

 当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

期首残高 2,001 百万円  4,277 百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 369   256  

連結子会社の取得に伴う増加額 1,980   2,217  

時の経過による調整額 21   25  

資産除去債務の履行による減少額 △92   △249  

見積りの変更による増加額 －   1  

その他増減額（△は減少） △2   △6  

期末残高 4,277   6,522  
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自 2024年５月１日　至 2025年４月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
ファーマシー事業 リテール事業 その他の事業

調剤薬局 380,302 － － 380,302

コスメティックストア － 36,020 － 36,020

ライフスタイルショップ － 25,021 － 25,021

売店事業 － － 8,150 8,150

その他 4,480 － 1,935 6,416

顧客との契約から生じる収益 384,783 61,041 10,086 455,911

その他の収益（注） － － 893 893

外部顧客への売上高 384,783 61,041 10,979 456,804

（注）．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づく賃

貸収入が含まれております。

当連結会計年度（自 2025年５月１日　至 2026年４月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
ファーマシー事業 リテール事業 その他の事業

調剤薬局 551,784 － － 551,784

コスメティックストア － 40,703 － 40,703

ライフスタイルショップ － 39,552 － 39,552

売店事業 － － 8,278 8,278

その他 4,640 － 1,978 6,618

顧客との契約から生じる収益 556,424 80,255 10,257 646,937

その他の収益（注） － － 896 896

外部顧客への売上高 556,424 80,255 11,153 647,834

（注）１．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づく

賃貸収入が含まれております。

（注）２．当連結会計年度より従来の「インテリアショップ」を「ライフスタイルショップ」に名称変更しておりま

す。当該変更は名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。これに伴い、前連結会

計年度の顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、変更後のセグメント名称で記載しております。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は注記事項「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計方

針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約負債の残高等

前連結会計年度（自 2024年５月１日　至 2025年４月30日）

 
当連結会計年度（百万円）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 15,851 22,294

契約負債 465 534

　連結貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に含まれております。

　契約負債は主に、販売時にポイントを付与するカスタマー・ロイヤルティ・プログラムに関連するものです。ポ

イントが付与された時点で契約負債を計上し、利用または失効した時点で履行義務を充足したと判断し、契約負債

を取り崩しております。

　当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、465百万円であります。
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当連結会計年度（自 2025年５月１日　至 2026年４月30日）

 
当連結会計年度（百万円）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 22,294 35,202

契約負債 534 600

　連結貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に含まれております。

　契約負債は主に、販売時にポイントを付与するカスタマー・ロイヤルティ・プログラムに関連するものです。ポ

イントが付与された時点で契約負債を計上し、利用または失効した時点で履行義務を充足したと判断し、契約負債

を取り崩しております。

　当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、534百万円であります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社は、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、調剤薬局、ジェネリック医薬品の販売、人材紹介業及びコンサルティング業等により構成される

「ファーマシー事業」、コスメティックストアやライフスタイルショップの経営等により構成される「リテール事

業」を軸とし、売店事業や不動産賃貸業を行う「その他の事業」の３種に区分し、各事業単位で事業戦略の立案、検

証を行っております。

そのため、「ファーマシー事業」、「リテール事業」及び「その他の事業」の３種を報告セグメントとしておりま

す。
 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2024年５月１日 至 2025年４月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２ ファーマシー事業 リテール事業 その他の事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 384,783 61,041 10,979 456,804 － 456,804

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － 54 54 △54 －

計 384,783 61,041 11,034 456,859 △54 456,804

セグメント利益又は損失（△） 24,286 4,804 4 29,095 △11,014 18,080

セグメント資産 216,812 33,951 9,781 260,544 51,376 311,921

その他の項目       

減価償却費 4,220 1,312 318 5,851 1,443 7,294

のれん償却額 4,292 1,363 140 5,796 － 5,796

減損損失 1,572 211 21 1,805 43 1,848

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 7,213 2,371 80 9,664 2,838 12,502

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△11,014百万円には、全社費用が11,885百万円、報告セグメントに配

賦不能の損益（△は益）が△804百万円、セグメント間取引消去が△65百万円含まれております。

なお、全社費用は、報告セグメント外の管理部門及びシステム物流部門に係る費用であります。

セグメント資産の調整額51,376百万円は、報告セグメント外の管理部門及びシステム物流部門に係る資産等と

セグメント間取引消去の差額であります。

その他の項目の調整額の減価償却費1,443百万円、減損損失43百万円及び有形固定資産及び無形固定資産の増

加額2,838百万円は、報告セグメント外の管理部門やシステム物流部門の所管資産に係るものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

当連結会計年度（自 2025年５月１日 至 2026年４月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２ ファーマシー事業 リテール事業 その他の事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 556,424 80,255 11,153 647,834 － 647,834

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － 369 369 △369 －

計 556,424 80,255 11,523 648,203 △369 647,834

セグメント利益又は損失（△） 35,760 6,528 67 42,355 △13,941 28,414

セグメント資産 459,503 74,886 13,359 547,749 △38,101 509,647

その他の項目       

減価償却費 6,060 1,352 365 7,777 2,013 9,790

のれん償却額 8,897 2,043 136 11,077 － 11,077

減損損失 3,223 180 493 3,898 23 3,921

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 8,855 3,032 454 12,342 2,942 15,285

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△13,941百万円には、全社費用が13,844百万円、報告セグメントに配

賦不能の損益（△は益）が△432百万円、セグメント間取引消去が528百万円含まれております。

なお、全社費用は、報告セグメント外の管理部門及びシステム物流部門に係る費用であります。

セグメント資産の調整額△38,101百万円は、報告セグメント外の管理部門及びシステム物流部門に係る資産等

とセグメント間取引消去の差額であります。

その他の項目の調整額の減価償却費2,013百万円、減損損失23百万円及び有形固定資産及び無形固定資産の増

加額2,942百万円は、報告セグメント外の管理部門やシステム物流部門の所管資産に係るものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2024年５月１日 至 2025年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

当連結会計年度（自 2025年５月１日 至 2026年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2024年５月１日 至 2025年４月30日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 2025年５月１日 至 2026年４月30日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2024年５月１日 至 2025年４月30日）

    （単位：百万円）

 ファーマシー事業 リテール事業 その他の事業 全社・消去 合計

当期償却額 4,292 1,363 140 － 5,796

当期末残高 44,468 39,685 619 － 84,772

 

当連結会計年度（自 2025年５月１日 至 2026年４月30日）

    （単位：百万円）

 ファーマシー事業 リテール事業 その他の事業 全社・消去 合計

当期償却額 8,897 2,043 136 － 11,077

当期末残高 156,522 37,641 18 － 194,182

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2024年５月１日 至 2025年４月30日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自 2025年５月１日 至 2026年４月30日）

　ファーマシー事業で新規に連結子会社化した２社について、負ののれん発生益を認識しております。当該事項によ

る負ののれん発生益の計上額は74百万円であります。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、上記セグメント利

益には含まれておりません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自2024年５月１日　至2025年４月30日）及び当連結会計年度（自2025年５月１日　至2026年

４月30日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

１株当たり純資産額 4,063円53銭 4,523円45銭

１株当たり当期純利益 264円32銭 491円62銭

（注）１．潜在株式が存在していないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載しておりません。

２．株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済

株式総数から控除する自己株式に含めております（前連結会計年度257千株、当連結会計年度184千株）。ま

た、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前

連結会計年度291千株、当連結会計年度215千株）。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年５月１日
至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
至　2026年４月30日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 9,261 17,264

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
9,261 17,264

期中平均株式数（株） 35,037,809 35,118,180

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,690 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 6,461 20,747 1.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 314 158 5.9 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
26,469 151,106 1.4

2027年５月～

2036年２月

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
105 30 1.0

2027年５月～

2035年６月

その他有利子負債 － － － －

合計 39,041 172,043 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額

は次のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 20,572 20,554 20,278 28,705

リース債務 8 5 3 2

３．長期借入金の内723百万円は、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」に係るものであり、分割返済日ごと

の返済金額の定めがありませんので、期末の借入金残高を返済期間で均等に返済した場合を想定して記載して

おります。

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（百万円） 299,857 647,834

税金等調整前中間（当期）純利益

（百万円）
9,612 24,047

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益（百万円）
4,494 17,264

１株当たり中間（当期）純利益

（円）
128.05 491.62
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2025年４月30日)
当事業年度

(2026年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,315 23,339

前払費用 887 1,171

短期貸付金 ※ 14,651 ※ 123,715

未収入金 ※ 1,288 ※ 2,003

その他 1 0

流動資産合計 26,144 150,231

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,495 1,639

構築物 33 30

工具、器具及び備品 60 123

土地 667 644

その他 101 100

有形固定資産合計 2,358 2,539

無形固定資産   

商標権 21 －

ソフトウエア 4,579 6,107

その他 1,194 413

無形固定資産合計 5,795 6,520

投資その他の資産   

投資有価証券 2,549 3,192

関係会社株式 139,735 200,832

繰延税金資産 1,088 907

敷金及び保証金 3,472 3,438

その他 575 757

投資その他の資産合計 147,421 209,128

固定資産合計 155,575 218,189

資産合計 181,719 368,420
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2025年４月30日)
当事業年度

(2026年４月30日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※ 59,244 ※ 101,653

１年内返済予定の長期借入金 5,980 20,509

未払金 ※ 1,312 ※ 2,745

未払法人税等 352 29

未払費用 51 67

預り金 22 24

賞与引当金 94 108

役員賞与引当金 19 15

その他 ※ 512 ※ 411

流動負債合計 67,590 125,565

固定負債   

長期借入金 25,662 150,515

資産除去債務 22 22

退職給付引当金 76 65

その他 ※ 230 ※ 230

固定負債合計 25,991 150,833

負債合計 93,582 276,399

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,894 21,894

資本剰余金   

資本準備金 20,084 20,084

その他資本剰余金 1,548 1,549

資本剰余金合計 21,633 21,634

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 3,200 3,200

繰越利益剰余金 43,108 45,911

利益剰余金合計 46,308 49,111

自己株式 △1,997 △1,572

株主資本合計 87,839 91,068

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 298 953

評価・換算差額等合計 298 953

純資産合計 88,137 92,021

負債純資産合計 181,719 368,420
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2024年５月１日
　至　2025年４月30日)

当事業年度
(自　2025年５月１日
　至　2026年４月30日)

営業収益   

経営指導料 ※１ 11,393 ※１ 13,360

関係会社受取配当金 ※１ 6,300 ※１ 6,416

営業収益合計 17,694 19,776

売上総利益 17,694 19,776

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 10,535 ※１,※２ 12,835

営業利益 7,158 6,941

営業外収益   

受取利息 ※１ 103 ※１ 967

受取配当金 30 47

受取手数料 ※１ 53 ※１ 58

不動産賃貸料 ※１ 935 ※１ 873

受取技術料 73 80

その他 ※１ 111 ※１ 105

営業外収益合計 1,308 2,133

営業外費用   

支払利息 ※１ 443 ※１ 2,401

不動産賃貸費用 846 845

その他 22 145

営業外費用合計 1,311 3,392

経常利益 7,155 5,682

特別利益   

固定資産売却益 132 －

投資有価証券売却益 31 27

保険解約返戻金 2 2

特別利益合計 166 30

特別損失   

固定資産除売却損 0 0

減損損失 43 23

子会社株式評価損 39 －

投資有価証券評価損 0 152

その他 0 16

特別損失合計 83 192

税引前当期純利益 7,238 5,519

法人税、住民税及び事業税 319 7

法人税等調整額 △13 △117

法人税等合計 305 △109

当期純利益 6,933 5,629
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自2024年５月１日　至2025年４月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 21,894 20,084 1,551 21,636 3,200 39,001 42,201 △2,436 83,296

当期変動額          

剰余金の配当      △2,826 △2,826  △2,826

当期純利益      6,933 6,933  6,933

自己株式の取得        △0 △0

自己株式の処分   △2 △2    439 436

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － △2 △2 － 4,107 4,107 438 4,542

当期末残高 21,894 20,084 1,548 21,633 3,200 43,108 46,308 △1,997 87,839

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 219 219 83,516

当期変動額    

剰余金の配当   △2,826

当期純利益   6,933

自己株式の取得   △0

自己株式の処分   436

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

78 78 78

当期変動額合計 78 78 4,621

当期末残高 298 298 88,137
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当事業年度（自2025年５月１日　至2026年４月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 21,894 20,084 1,548 21,633 3,200 43,108 46,308 △1,997 87,839

当期変動額          

剰余金の配当      △2,826 △2,826  △2,826

当期純利益      5,629 5,629  5,629

自己株式の処分   0 0    425 426

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － 0 0 － 2,803 2,803 425 3,229

当期末残高 21,894 20,084 1,549 21,634 3,200 45,911 49,111 △1,572 91,068

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 298 298 88,137

当期変動額    

剰余金の配当   △2,826

当期純利益   5,629

自己株式の処分   426

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

654 654 654

当期変動額合計 654 654 3,884

当期末残高 953 953 92,021
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、2016年４月１日以降取得した附属設備

及び構築物については、定額法）

　なお、主な耐用年数は、次のとおりです。

建物　20～50年

　また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却する方法を採用しており

ます。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

（3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（4）長期前払費用

定額法

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充当するため、支給見込額のうち、当期負担額を計上しております。

（3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

（4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末に発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）による定

額法により処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６

年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表とは異なり

ます。

４．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益は、主に連結子会社と締結している経営指導業務契約に基づく役務提供による

ものであり、毎月契約で定められた金額で収益を認識しております。
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５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　控除対象外消費税等については、発生事業年度の期間費用として処理しております。ただし、固定資産に係る控除

対象外消費税等は投資その他の資産「その他」に計上し、均等償却を行っております。

（重要な会計上の見積り）

関係会社株式

①当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 139,735 200,832

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

イ．算出方法

　当社は、市場価格のない関係会社株式について、超過収益力を反映した実質価額で取得しております。このた

め、買収先の財務諸表から得られる１株当たり純資産額に比べて高い価額で取得したものについて、当初の超過収

益力が減少し、実質価額が取得原価に比べて50％程度以上低下した場合で、回復可能性が十分な証拠によって裏付

けられない場合には、実質価額まで減損処理する方針としております。

　なお、超過収益力については、買収時の営業利益予測を基礎に作成された計画値の達成状況等を把握することに

より、当初見込んだ超過収益力を反映した実質価額が取得原価に比べ著しく低下していないかを判断しておりま

す。

ロ．主要な仮定

　関係会社株式の評価は、買収時の営業利益予測を基礎に作成された計画値に基づいて行われ、ファーマシー事業

について処方箋枚数と処方箋単価を、リテール事業について顧客数と客単価を当該計画値の主要な仮定としており

ます。

ハ．翌事業年度の財務諸表に与える影響

　主要な仮定は不確実性が高く、予期せぬ事象が発生した場合や事業計画の見直し等の事象が発生した場合、関係

会社株式の評価に重要な影響を与える可能性があります。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　連結財務諸表「注記事項(追加情報)」（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）に同一の内容を記載

しているため、記載を省略しております。

（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2025年４月30日）
当事業年度

（2026年４月30日）

短期金銭債権 15,916百万円 125,572百万円

短期金銭債務 53,941 102,122

長期金銭債務 69 69
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年５月１日
　　至　2025年４月30日）

当事業年度
（自　2025年５月１日
　　至　2026年４月30日）

営業取引による取引高   

営業収益 17,694百万円 19,776百万円

販売費及び一般管理費 2 4

営業取引以外の取引高   

受取利息 103 960

受取手数料 52 52

業務受託料 26 28

不動産賃貸料 864 864

支払利息 229 665

 

※２　販売費に属する費用の割合は前事業年度、当事業年度ともに０％、一般管理費に属する費用の割合は前事業年

度、当事業年度ともに100％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2024年５月１日
　 至　2025年４月30日）

当事業年度
(自　2025年５月１日
　 至　2026年４月30日）

給料手当及び賞与 2,277百万円 2,910百万円

地代家賃 559 768

減価償却費 1,467 2,037

賞与引当金繰入額 94 108

退職給付費用 38 41

広告宣伝費 1,530 1,440

保守料 1,366 1,740

 

（有価証券関係）

　前事業年度の子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式139,091百万円、関連会社株式643百

万円）は、市場価格のない株式等のため、時価を記載しておりません。

　当事業年度の子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式200,827百万円、関連会社株式４百

万円）は、市場価格のない株式等のため、時価を記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2025年４月30日）
 

当事業年度
（2026年４月30日）

繰延税金資産    

減損損失 284百万円 291百万円

賞与引当金限度超過 28  33

退職給付引当金限度超過 23  20

繰越欠損金 －  194

会社分割に係る関係会社株式 1,123  1,123

その他 175  212

繰延税金資産小計 1,636  1,877

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △407  △532

評価性引当額小計 △407  △532

繰延税金資産合計 1,228  1,345

繰延税金負債    

除去費用資産 △4  △4

その他有価証券評価差額金 △135  △434

繰延税金負債合計 △140  △438

繰延税金資産の純額 1,088  907

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2025年４月30日）
 

当事業年度
（2026年４月30日）

法定実効税率 30.4％  30.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5  0.8

住民税均等割 0.1  0.1

評価性引当額の増減 0.2  2.2

受取配当金の益金に算入されない項目 △26.5  △35.4

その他 △0.5  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.2  △2.0

 

（企業結合等関係）

(取得による企業結合)

　連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」（取得による企業結合）に同一の内容を記載しているため、記載

を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は注記事項「（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上基準」に記載の

とおりです。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

有形固定資産       

建物 1,495 226 0 83 1,639 714

構築物 33 － － 2 30 43

工具、器具及び備品 60 87 － 23 123 390

土地 667 －
23

（23）
－ 644 －

その他 101 141 141 － 100 －

有形固定資産計 2,358 454
164

（23）
109 2,539 1,149

無形固定資産       

商標権 21 － － 21 － 509

ソフトウエア 4,579 3,410 － 1,882 6,107 4,801

その他 1,194 308 1,089 － 413 －

無形固定資産計 5,795 3,718 1,089 1,903 6,520 5,310

（注）「当期減少額」欄の（）は内数で、当期の減損損失計上額であります。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 94 108 94 108

役員賞与引当金 19 15 19 15

（注）引当金の設定目的及び算定方法は、重要な会計方針をご参照ください。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　　　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 ７月中

基準日 ４月30日

剰余金の配当の基準日
10月31日

４月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

　みずほ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告

をすることができないときは、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL

https://www.ainj.co.jp/

株主に対する特典

100株以上保有の株主を対象に当社グループ店頭及び公式オンラインスト

アで使用可能な2,000円分の株主優待カードを贈呈（処方箋調剤以外のお

支払い）

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

ならびに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第56期）（自　2024年５月１日　至　2025年４月30日）2025年７月31日関東財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

2025年７月31日関東財務局長に提出

（3）半期報告書及び確認書

（第57期中）（自　2025年５月１日　至　2025年10月31日）2025年12月15日関東財務局長に提出

（4）臨時報告書

2025年６月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）及び第８号の２（子会社取得の決

定）に基づく臨時報告書であります。

2025年７月31日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。

2026年６月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。

（5）発行登録書

2025年10月31日関東財務局長に提出

（6）訂正発行登録書

2026年６月26日関東財務局長に提出

2025年10月31日に提出した発行登録書に係る訂正発行登録書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アインホールディングス(E04896)

有価証券報告書

116/124



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2026年７月29日

株式会社アインホールディングス   

 

 取締役会　御中  

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 札幌事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片岡　直彦

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新木　　亘

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アインホールディングスの2025年５月１日から2026年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アインホールディングス及び連結子会社の2026年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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店舗固定資産の減損

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとお

り、店舗固定資産について会社の連結貸借対照表上、有形

固定資産を54,358百万円、無形固定資産（のれんを除く）

を13,079百万円、投資その他の資産（長期前払費用）を

6,312百万円計上しており、総資産の14％を占めている。

　また、店舗固定資産の減損損失を1,708百万円計上してい

る。

　会社グループは、店舗固定資産について、店舗毎にグ

ルーピングを行っており、減損の兆候がある店舗について

は、これらが生み出す割引前キャッシュ・フローの総額が

これらの帳簿価額を下回るときには、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額は減損損失として認識され

る。

　減損の兆候の有無に関する検討は、店舗別損益情報等に

基づき実施されることから、店舗別損益実績の集計や本社

費等の共通費の配賦計算を含め、これらが適切に作成され

ていることが重要である。また、将来キャッシュ・フロー

は経営者の判断を伴う事業計画を基礎としており、その構

成要素である売上等は将来の不確実な経済条件の変動に

よって影響を受ける。

　以上のとおり、店舗固定資産の減損については、仮に店

舗別損益情報が適切に作成されない場合等に減損の兆候判

定を誤る可能性があること、また、主要な仮定（ファーマ

シー事業は処方箋枚数と処方箋単価、リテール事業は顧客

数と客単価）については、不確実性を伴い経営者による判

断を必要とすることから、当監査法人は当該事項を監査上

の主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、店舗固定資産の減損を検討するに当た

り、主として以下の監査手続を実施した。

【減損の兆候の有無に関する検討】

・店舗別損益実績及び本社費等の配賦について、関連する

資料との突合により、その正確性及び網羅性を検討し

た。

・売上高及び費用の店舗間付け替えによる営業赤字の回避

が行われていないことを検証するために、拠点損益異常

検知ツール（拠点損益データの全体の傾向や勘定科目間

の関係性などから回帰分析の手法で各拠点の売上高及び

費用を推定し、各拠点における損益の不自然な動きを検

知するツール）を利用して各店舗の売上高及び費用を推

定し、実績値と比較した。また、異常な営業利益率と

なっている店舗の有無を確かめるため、店舗の営業利益

率を用いたヒストグラムを作成することにより店舗の営

業利益率の分布状況を分析した。

【減損の兆候がある店舗の将来キャッシュ・フローの見積

りの検討】

・将来キャッシュ・フローの見積期間について、主要な資

産の経済的残存使用年数と比較した。

・将来キャッシュ・フローの基礎となる各店舗の事業計画

について、取締役会によって承認された予算との整合性

について検討した。

・経営者の見積りプロセスの有効性を評価するために、過

年度における各店舗の事業計画とその後の実績を比較し

た。

・将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定

（ファーマシー事業は処方箋枚数と処方箋単価、リテー

ル事業は顧客数と客単価）については、ファーマシー事

業責任者及びリテール事業責任者と協議を行うとともに

過去実績からの趨勢分析を実施した。
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さくら薬局グループの株式取得に係るのれんの算定及び償却期間の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　【注記事項】（企業結合等関係）及び（重要な会計上の

見積り）に記載のとおり、会社は、2025年8月1日に株式会

社NSSK-WW（現株式会社AIN-AG1）の全株式を61,035百万円

で取得し、さくら薬局グループを迎え入れた。

　当該企業結合に係る取得原価はさくら薬局グループの事

業計画を基礎として算定されており、会社は当該株式価値

の評価に当たり外部の専門家を利用している。

　会社は、取得原価と識別可能資産及び負債の時価を基礎

とした取得原価の配分額との差額は、のれん 121,345百万

円（総資産の23％）として計上している。また、会社は当

該のれんの償却期間を20年としている。

　のれんの償却期間は経営者による事業計画や市場環境の

見通しを基礎として、超過収益力が継続すると予想される

期間に基づいて決定されており、経営者による重要な見積

りが含まれる。さらに、のれんはその金額的重要性が高い

ため、償却期間の見積りは会社の連結財務諸表における期

間損益に重要な影響を与える。

　以上のとおり、当監査法人は、さくら薬局グループの株

式取得に係るのれんの算定及び償却期間の妥当性が、当連

結会計年度の連結財務諸表監査において特に重要であり、

監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、さくら薬局グループの株式取得に係るの

れんの算定及び償却期間の妥当性を検証するため、主とし

て以下の監査手続を実施した。

・さくら薬局グループの株式取得に係る取引概要及び目的

を理解するため、関係する責任者へ質問し、取締役会議

事録及び契約書等の関連資料を閲覧した。

・取得対価の支払額を関連する証憑と突合した。

・取得日における識別可能資産及び負債の明細表を入手

し、デューデリジェンス報告書、契約書等を閲覧し、識

別可能性資産及び負債の網羅性を検討した。

・当監査法人が属するネットワークファームの公正価値評

価専門家を関与させ、経営者が利用した外部の専門家の

適性、能力及び客観性を評価するとともに、株式価値算

定に用いられた評価手法を理解し、その算定基礎となる

個々の前提条件やデータに関して検討した。

・事業計画の妥当性を検証するため、過去実績との比較

や、市場動向といった利用可能な外部データとの比較を

実施した。

・のれんの償却期間の算定基礎となる超過収益力の継続期

間について、経営者に質問するとともに、主に薬局の立

地を始めとする長期安定的な処方箋の獲得に資する条件

への適合状況について検討した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に

関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アインホールディン

グスの2026年４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社アインホールディングスが2026年４月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内

部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2026年７月29日

株式会社アインホールディングス   

 

 取締役会　御中  

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 札幌事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片岡　直彦

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新木　　亘

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アインホールディングスの2025年５月１日から2026年４月30日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アインホールディングスの2026年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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関係会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、2026年4月30日現在、貸借対照表上、関係会社

株式を200,832百万円計上しており、総資産の54%を占めて

いる。

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとお

り、会社は、関係会社株式を取得価額で計上しているが、

関係会社株式の実質価額が50％以上低下したときは、回復

可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、実

質価額まで減損処理する方針としている。

　当期の監査における関係会社株式の減損処理の要否につ

いては、各関係会社株式の取得価額と発行会社の純資産を

基礎として算定した実質価額の状況を把握した結果、重要

な虚偽表示リスクが高いと評価される状況にはない。

　しかし、会社が持株会社であることを踏まえ、関係会社

株式の評価が相対的に最も重要な監査領域であると考え、

当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項に該当す

ると判断した。

　当監査法人は、関係会社株式の評価の妥当性を検討する

に当たり、主として以下の監査手続を実施した。

・関係会社株式の実質価額及び財務内容の算定基礎となる

各社の財務情報の信頼性を確かめるために、連結財務諸

表監査の一環として必要な監査手続を実施した。

・各関係会社の取得価額と各社の実質価額を比較した。

・買収時の営業利益予測と当事業年度の実績値を比較して

差異発生要因を分析し、業績の趨勢分析等も実施するこ

とにより、取得時に認識した超過収益力の源泉が減少し

ている状況にないかについて検討した。

 

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
 
 
（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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